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要 旨  
 

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の 税 制 の 特 徴 と して 、 資 産 再 分 配 に 関 連 す る 税 （ 富 裕 税 、

相 続 税 、 贈 与 税 党 ） が 存 在 し な い か 、 も し く は 存 在 して も 課 税 が 限 定 的 で あ る

こ と （ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 ） が 挙 げ ら れ る 。  

本 稿 は 、 こ の う ち キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 焦 点 を 当 て る 。 限 定 的 キ ャ ピ タ

ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 対 して は 、 こ れ ま で 度 々 そ の 問 題 点 が 指 摘 さ れ 、 包 括 的 キ ャ

ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 議 論 が 展 開 さ れ て き た 。 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の 現 ⾏ 税 制 の

礎 は 、1980 年 代 後 半 の 労 働 等 政 権 の 税 制 改 ⾰ に よ り 築 か れ た 。そ こ で 、も っ ぱ

ら 1980 年 代 以 降 に お け る キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 を 巡 る 議 論 に 注 ⽬ し 、な ぜ 包

括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 が こ れ ま で 実 現 さ れ て こ な か っ た の か を 検 討 し た 。  

本 稿 の 問 題 意 識 に 関 連 す る 先 ⾏ 研 究 と し て 、 Huang and El l iffe(2010) 、

Gliffiths(2015;2017) 、 Marr iot t(2016) 、 Evans  and Krever(2017) 、 Vow les ,et  

a l .(2017)、 Sutton(2020)が あ る 。 本 稿 で は 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 が

実 現 さ れ て こ な か っ た 理由に 関 して 、こ れ ら の 先 ⾏ 研 究 で重複して取り上げ ら れ

た事柄３ 点 （ 政 治 的 要 因 、 国 ⺠ の 理 解不⾜と 対⽴、 税務⾏ 政費⽤お よ び納税協

⼒費⽤の増加） に 注 ⽬ し 、 そ れぞれ を詳細に 検 討 し た 。  

そ の結果 、（ １ ） 政 治 的 要 因 が主た る 理由で あ る こ と 、（ ２ ） 政 治 的 要 因 は選

挙 制 度 （ ３ 年ごと の総選挙 、 ⼩選挙区⽐例代表併⽤制 ） と密接な 関係が あ る こ

と 、（ ３ ）国 ⺠ の 理 解不⾜と 対⽴は 政 治 的 意思決定 に反映さ れ る こ と（ 課 税 に よ

り影響を受け る声の⼤き い少数者の 意 ⾒ を 政 党 が重視す る こ と ）、（ ４ ） 税務⾏

政費⽤お よ び納税協⼒費⽤の増加は⼤き な障害と は な ら な い と 考えら れ る こ と 、

を 指 摘 し た 。 さ ら に 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 を主張す る と選挙 に敗北

す る と い う「政 治 的⾃殺⾏為」説につい て は 、 因 果 関係が 実証さ れ て い な い こ

と も 指 摘 し た 。  

先 ⾏ 研 究 と 本 稿 の違い は 、 本 稿 で は過去の 経緯か ら 政 治 的 要 因 を 分類し 、 そ

の背景に選挙 制 度 が⼤き な影響を 与えて い る こ と を⽰し た 点 に あ る 。  

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド で は 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 対 して ２⼤政 党 で

あ る 国 ⺠ 党 と 労 働 党 の間で 意 ⾒ が 対⽴して き た 。国 ⺠ 党 は「成⻑」を重視して反

対 、労 働 党 は「分 配」の 観 点 か ら賛成の⽴場 を そ れぞれ と って き た 。ま た 、⼩選
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挙区⽐例代表併⽤制 の 下 で単独政 権樹⽴が困難な中、両党 は 連⽴政 権 のパー ト

ナー の 意 ⾒ に も 配慮す る必要 が あ っ た 。住宅価格上昇に よ る住宅取得可能性の

低下 、家賃上昇に よ る 国 ⺠⽣活（ 特 に低所得者層）の圧迫に 対応す る た め に 2015

年 に 国 ⺠ 党 政 権 の 下 で新た に導⼊さ れ た居住⽤財産 の譲渡益に 課 税 す る Br ight-

l ine test につい て は 、適⽤期間に 度 々変更が あ る も の の 、 制 度 そ の も の は 政 権

が交代 して も 存 続 して い る 。導⼊か ら 10 年 が 経過し 、同制 度 の 効 果 に 関 す る 実

証研 究 が望ま れ る 。  

住宅価格の⾼騰が顕著と な っ た 2010 年 代 後 半 以 降 は 、包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ

イ ン 課 税 に 対 す る 国 ⺠ の賛成が増える傾向 に あ る 。 さ ら に 、 よ り⻑期的視点 か

ら は 、財務省お よ び内国歳⼊庁の 報 告 書 で⽰さ れ る よ う に 、 特 に⼈⼝⾼齢化の

財源の⼀つと して 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 が 注 ⽬ さ れ て い る 。  

同課 税 の負担は も っ ぱ ら 富 裕層（超富 裕層） に集中す る と予想さ れ 、 キ ャ ピ

タ ル ・ ゲ イ ン を総合課 税 の 対象と す る ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の 議 論 は 、 わ が 国 で も

課 題 と な って い る 富 裕層課 税 の 観 点 か ら も興味深い 。ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド で は 2026

年 に総選挙 が 実 施 さ れ る予定 で あ る が 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 対 し

てどの よ う な 議 論 が 展 開 さ れ る か引き 続 き 注 ⽬ し た い 。  
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は じ め に  
 

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の 税 制 の 特 徴 と して 、 資 産 再 分 配 に 関 連 す る 税 が 存 在 し な

い か 、 も し く は 存 在 して も 課 税 が 限 定 的 で あ る こ と が 挙 げ ら れ る 。  

前者に 関 して は 、 まず資 産保有課 税 につい て 、 経常純資 産 税 （ 富 裕 税 ） の導

⼊経験は な い 。ま た 、富 の集中排除お よ び 税収確保を ⽬ 的 と して 1891 年 に導⼊

さ れ た⼟地税（ 国 税 ）は 、1991 年 に廃⽌さ れ た 。資 産移転課 税 につい て も 、相

続 税 と 贈 与 税 が 、1992 年 お よ び 2010 年 に そ れぞれ廃⽌さ れ て い る 1 ) 。後者は 、

資 産所得税 で あ る キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 が 限 定 的 な こ と で あ る 。 ニ ュ ー ジ ー

ラ ン ド の 現 ⾏ 税 制 で は 、所得税法で例外 的 に キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン の 課 税 が規定

さ れ て い る 。  

本 稿 は 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 焦 点 を 当 て る 。 限 定 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ

ン 課 税 に 対 して は 、 こ れ ま で 度 々 そ の 問 題 点 が 指 摘 さ れ 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・

ゲ イ ン 課 税 の 議 論 が 展 開 さ れ て き た 。ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の 現 ⾏ 税 制 の 礎 は 、1980

年 代 後 半 の 労 働 党 政 権 の 税 制 改 ⾰ に お い て 築 か れ た 。そ こ で 、も っ ぱ ら 1980 年

代 以 降 に お け る キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 を 巡 る 議 論 に 注 ⽬ し 、 な ぜ 包 括 的 キ ャ

ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 が こ れ ま で 実 現 さ れ て い な い か を 検 討 す る 。  

本 稿 の 問 題 意 識 に 関 連 す る 先 ⾏ 研 究 と し て 、 Huang and El l iffe(2010) 、

Gliffiths(2015;2017) 、 Marr iot t(2016) 、 Evans  and Krever(2017) 、 Vow les ,et  

a l .(2017)、 Sutton(2020)が あ る 。 本 稿 で は 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 が

実 現 さ れ て こ な か っ た 理由に 関 して 、こ れ ら の 先 ⾏ 研 究 で重複して取り上げ ら れ

た事柄３ 点 （ 政 治 的 要 因 、 国 ⺠ の 理 解不⾜と 対⽴、 税務⾏ 政費⽤お よ び納税協

⼒費⽤の増加） に 注 ⽬ し 、 そ れぞれ を詳細に 検 討 す る 。  

そ の結果 、（ １ ） 政 治 的 要 因 が主た る 理由で あ る こ と 、（ ２ ） 政 治 的 要 因 は選

挙 制 度 （ ３ 年ごと の総選挙 、 ⼩選挙区⽐例代表併⽤制 ） と密接な 関係が あ る こ

と 、（ ３ ）国 ⺠ の 理 解不⾜と 対⽴は 政 治 的 意思決定 に反映さ れ る こ と（ 課 税 に よ

り影響を受け る声の⼤き い少数者の 意 ⾒ を 政 党 が重視す る こ と ）、（ ４ ） 税務⾏

政費⽤お よ び納税協⼒費⽤の増加は⼤き な障害と は な ら な い こ と 、を 指 摘 す る 。

 
1 )  こ の 点 に 関 す る 詳 細 は 、 篠 原 （ 2 0 1 6 ） 参 照 。  
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さ ら に 、包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 を主張す る と選挙 に敗北す る と い う「政

治 的⾃殺⾏為」説につい て 、 因 果 関係が 実証さ れ て い な い こ と も 指 摘 す る 。  

先 ⾏ 研 究 と 本 稿 の違い は 、 本 稿 で は過去の 経緯か ら 政 治 的 要 因 を 分類し 、 そ

の背景に選挙 制 度 が⼤き な影響を 与えて い る こ と を⽰し た 点 に あ る 。  

こ こ で 、本 稿 に お け る⽤語の使い⽅につい て 注 意 して お こ う 。「包 括 的 キ ャ ピ

タ ル ・ ゲ イ ン 課 税（ comprehens ive cap i ta l  gains  tax）」は 、現 ⾏ 制 度 の「限 定 的

キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税」（ lim i ted cap i ta l  gains  ta）よ り も 課 税範囲の拡⼤さ れ

た 制 度 で あ る 。厳密に ⾔えば、「包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税」の 実 施⽅法に

は 、 現 ⾏所得税 制 の枠組みで 課 税 対象と な る キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン を増やす⽅法

と 、所得税 と は別枠で新た に キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税 を導⼊す る⽅法が あ る 。 ニ

ュ ー ジ ー ラ ン ド の 議 論 は 、も っ ぱ ら「限 定 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税」か ら「包

括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税」への移⾏ を 対象と して い る 。し た が って 、本 稿 で

は 、新税 と して の キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税 、 国 際 ⽐ 較 で ⾔及さ れ る海外 の キ ャ ピ

タ ル ・ ゲ イ ン 税 の いずれ も「包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税」と表現 す る 。  

 本 稿 は 、6 つの節か ら構成さ れ る 。まず、キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 に 関 す る 現

⾏ 制 度 の 概 要 お よ び 問 題 点 を ⾒ る （ 1 節）。次い で 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 を

巡 る 1980 年 代 以 降 の 政 治 的 動 向 （ Ⅱ節）、 お よ び 政 府 報 告 書 と 国 際 機 関 に よ る

議 論 （ Ⅲ節） を 概 観 す る 。 ま た 、各種ア ン ケ ー ト 調 査 の結果 に基づき 、 包 括 的

キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 対 す る 国 ⺠ の 意 ⾒ を ⾒ る（ Ⅳ節）。さ ら に 、包 括 的 キ

ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 税 の メリット お よ び デメリット に 関 して 、租 税 原 則 の 観 点 か ら

論 点 整 理 す る と と も に 、 ア ーダー ン 政 権 下 で 提案さ れ た 特 定 の 制 度設計の 経 済

効 果 に 注 ⽬ す る （ Ⅴ節）。最後 に 、 以上の 議 論 を踏まえて 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・

ゲ イ ン 課 税 の 実 施 を 阻 む 諸 要 因 に 関 す る 先 ⾏ 研 究 の 検 討 を ⾏ う （ Ⅵ節）。  
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Ⅰ . 現 ⾏ 制 度 の 概 要 お よ び 問 題 点  
 

１ ． 現 ⾏ 制 度 の 概 要 2 )  

 所得税法で は 、所得が収益勘定 （ revenue account：普通所得と 経費） と 資 本

勘定（ cap i ta l  account：普通所得以 外 の所得と 経費）に区分 さ れ 、前者は 課 税 、

後者は⾮課 税 で あ る 。  

収益勘定 に含ま れ る の は 3 ) 、⾃⼰努⼒に よ る所得（ e.g.給与 、賃⾦）、財産所

得（ e.g.賃貸料、利⼦、 配 当 、 特許使⽤料）、事業所得、 そ の他雑収⼊で あ る 。

キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン は 、 資 本勘定 に含ま れ る 。  

ただし 、 資 産 の中に は 、例外 的 に収益勘定 に含ま れ 課 税 さ れ て い る も の が あ

る 。 こ れ は 、「収益勘定財産 （ revenue account property）」と呼ばれ る 。収益勘

定財産 の売却に よ り発⽣す る キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン は 課 税 対象と な る 。 特 定 の⼟

地売却益、 特 定 の株式売却益、 F inanc ia l  arrangement 、 Lease inducement 、

Res tr ict ive covenant payment、特 定 の無体財産（ 特許権 ）、などで あ る（表１ ）。

収益と判断さ れ る基準は 、（ a）購⼊時に お け る転売の 意思の有無（ intention rule）、

（ b）通常の事業活 動 と の 関 連 の有無、（ c）営利⽬ 的 の た め の売却か否か で あ る
4 ) 。  

 

表 １  キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 制 度 概 要  

不 動 産  
居 住 ⽤ 財 産  

（ 主 た る 住 居 ）  
⾮ 課 税  

居 住 ⽤ 財 産  
（ 主 た る 住 居 以 外 ）  

取 得 後 2 年 以 内 に 売 却 し た 場 合 、 C G は 課 税 、 C L は 他 の 不 動  
産 所 得 か ら 控 除 可 能  

 
居 住 ⽤ 財 産 以 外 の 不 動 産  居 住 ⽤ 不 動 産 （ 主 た る 住 居 以 外 ） と 同 様 。 た だ し 、 取 得 後 ２ 年

以 内 の ル ー ル は 適 ⽤ さ れ な い 。  
そ の 他  デ ベ ロ ッ パ ー 、 デ ィ ー ラ ー 、 建 築 業 者 が 関 連 す る 場 合 、 取 得 後

1 0 年 以 内 に 売 却 さ れ た 場 合 、 課 税 。  
⾦ 融 資 産  

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の 株 式  ・ P I E （ ポ ー ト フ ォ リ 投 資 事 業 体 ） を 通 し て 保 有 さ れ る 株 式 は
⾮ 課 税  
 

2 )  以 下 は 、 Ta x  Wo r k i n g  G r o u p  ( 2 0 1 8 e ) 、 G r i ffi t h s ( 2 0 1 7 ) 、 Po l i c y  A d v i c e  D i v i s i o n  o f  t h e  
I n l a n d  R e v e n u e  D e p a r t m e n t  a n d  b y  t h e  N e w  Z e a l a n d  Tr e a s u r y ( 2 0 0 9 b ) 、 O l i v e r ( 2 0 0 1 ) に 基 づ
く 。  

3 )  C o m m i t t e e  A g a i n s t  C a p i t a l  Ta x e s ( 1 9 9 0 ) , C h a p . 2 参 照 。  
4 )  Ta x  Wo r k i n g  G r o u p  ( 2 0 1 8 e ) , p . 4 2  Ta b l e 1 参 照 。  
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・ P I E を 通 し て 保 有 さ れ る 株 式 以 外 の 株 式 の 売 却 時 に 発 ⽣ す る  
C G に つ い て は 、 収 益 の 判 断 基 準 に 照 ら し て 課 税 。  

海 外 の 企 業 の 株 式  み な し 収 益 課 税 を 適 ⽤  
そ の 他  

F i n a n c i a l  a r r a n g e m e n t  課 税  
L e a s e  in d u c e m e n t  
L e a s e  s u r r e n d e r  

p a y m e n t  

・ L e a s e  in d u c e m e n t  
  賃 借 ⼈ ： 課 税  賃 貸 ⼈ ： 控 除 不 可  
・ L e a s e  s u r r e n d e r  p a y m e n t  
  賃 借 ⼈ ： ⾮ 課 税  賃 貸 ⼈ ： 控 除 可  

R e s t r i c t i v e  c o v e n a n t  
p a y m e n t  

課 税  

無 体 財 産  
（ ⼀ 部 ）  

キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税  
キ ャ ピ タ ル ・ ロ ス 控 除  

（ 注 ） C G : キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン、 C L : キ ャ ピ タ ル ・ ロ ス 。  
（ 出 所 ） Ta x  Wo r k i n g  G r o u p  ( 2 0 1 8 b ) を ベ ー ス に 作 成 。  

 

（ １ ）不動 産  

①居住⽤不動 産  

 不動 産 に 関 して は 、転売⽬ 的 で購⼊し た⼟地に発⽣す る キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン

は 課 税 対象で あ る 。 し か し な が ら 、転売の 意思が あ って の購⼊か否か を確認す

る こ と（ intention test）は困難で あ る 。そ こ で 考案さ れ た の が 、Br ight- l ine test

で あ る 5 ) 。  

同制 度 は 、ジョン・キ ー 政 権 下 で 2015 年 ５⽉に導⼊さ れ た 。居住⽤財産 の購

⼊後 、⼀定期間に売却さ れ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン が発⽣し た 場合、譲渡益を他の

所得と合算して 課 税 す る仕組みで あ る 。対象は 、住宅の建って い る⼟地、所有者

が住宅を建て る計画の あ る⼟地、所有者が地区計画に従い住宅を建て る こ と の

で き る⼟地で あ る 。ただし 、主た る住居、利⽤⽬ 的 が主に事業の居住⽤不動 産 、

農地は同制 度 の 対象外 で あ る 。 キ ャ ピ タ ル ・ロスについ て は 、他の不動 産譲渡

益 か ら 控 除 可 能 で あ る 。 海 外 居 住 者 に 対 し て は 宅 地 源 泉 徴 収 税 （ RLWT:  

Res identia l  land w i thho lding tax） が 課 さ れ る 。  

適⽤対象と な る所有期間は 、導⼊当初、取得後 ２ 年 以内で あ っ た が 、2018 年

３⽉に は ５ 年 以内に 、2021 年 ３⽉に は 10 年 以内に変更さ れ た 。し か し な が ら 、

2024 年 ３⽉以 降 は 再 び ２ 年 以内に戻さ れ て い る 。具体的 な 制 度運⽤は 、表 2 の

よ う に な る 。2024 年６⽉ 30 ⽇以前の 制 度 に お い て は 、取得時期に よ り Br ight-

l ine test の適⽤さ れ る所有期間が異な る が 、2024 年 7 ⽉ 1 ⽇以 以 降 の 制 度 に お

 
5 )  現 ⾏ 制 度 の 詳 細 は 、 I n l a n d  R e v e n u e ( 2 0 2 5 a ) 参 照 。  
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い て は 、 そ れ ま で の 制 度 が廃⽌さ れ 、所有期間２ 年 以内の譲渡に のみ適⽤さ れ

て い る 。  

 

表 ２  Br i g h t - l i n e  t e s t の 適 ⽤ と な る 取 得 時 期 お よ び 所 有 期 間  

2 0 2 4 年 ６ ⽉ 3 0 ⽇ 以 前 の 制 度  2 0 2 4 年 ７ ⽉ １ ⽇ 以 降 の 制 度  
居 住 ⽤ 財 産 の 取 得 時 期  所 有 期 間  居 住 ⽤ 財 産 の 取 得 時 期  所 有 期 間  

2 0 1 5 年 1 0 ⽉ １ ⽇ 〜 2 0 1 8 年
３ ⽉ 2 8 ⽇  

２ 年 以 内   
 

2 0 2 4 年 ７ ⽉ １ ⽇ 以 降  

 
 

２ 年 以 内  2 0 1 8 年 ３ ⽉ 2 9 ⽇ 〜 2 0 2 1 年
３ ⽉ 2 6 ⽇  

５ 年 以 内  

2 0 2 1 年 ３ ⽉ 2 7 ⽇ 〜 2 0 2 4 年
６ ⽉ 3 0 ⽇  

1 0 年 以 内  

（ 注 ） 2 0 2 1 年 ３ ⽉ 2 7 ⽇ 以 降 に 取 得 さ れ た 新 築 物 件 に 関 して は 、 ５ 年 ル ー ル が 適 ⽤ さ れ る 。  
（ 出 所 ） I R D ,  C h a n g e s  t o  t h e  b r i g h t - l i n e  t e s t よ り 作 成 。  

 

②居住⽤不動 産 以 外 の不動 産  

 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン は 課 税 、 キ ャ ピ タ ル ・ロスは他の不動 産譲渡益か ら控除

可能で あ る 。  

 

③そ の他  

デベロッパー 、 デ ィ ー ラ ー 、建築業者に よ り売却さ れ る⼟地の譲渡益に 関 し

て は 、取得後 10 年 以内に売却さ れ た 場合、 課 税 さ れ る 6 ) 。  

 

（ ２ ）⾦融資 産  

①ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の株式  

PIE（ Port fo l io  Inves tment Entity：ポー トフォリ投資事業体）を通して保有さ

れ る株式に発⽣す る キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン は⾮課 税 で あ る 。 そ れ 以 外 の株式の売

却時に発⽣す る キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン につい て は 、前述の収益の判断基準に照ら

して 課 税 か否か が判断さ れ る 。  

 
6 )  I n l a n d  R e v e n u e ,  W h e n  y o u  n e e d  t o  p a y  t a x  o n  p r o p e r t y  s a l e s .  

h t t p s : / / w w w. i r d . g o v t . n z / p r o p e r t y / b u y i n g - a n d - s e l l i n g / w h e n - y o u - n e e d - t o -
p a y # : ~ : t e x t = B u y i n g % 2 0 p r o p e r t y % 2 0 i n t e n d i n g % 2 0 t o % 2 0 r e s e l l % 2 0 i t % 2 0 G e n e r a l l y % 2 C % 2 0 i
f % 2 0 y o u % 2 0 b u y, y o u % 2 0 m a k e % 2 0 f r o m % 2 0 i t s % 2 0 s a l e .   最 終 閲 覧 ： 2 0 2 5 / 3 / 2 2   
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こ の よ う な 場合、 実 際 はほとんど⾮課 税 で あ り 、 キ ャ ピ タ ル ・ロスは控除さ れ

な い 。  

 

②外 国企業の株式  

外 国企業の株式に発⽣す る キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン に は発⽣主義課 税 が適⽤さ れ

る （ fair  div idend rule：公正分 配 ル ー ル ）。 す な わ ち 、毎年 、株の 開始値の 5％

をみな し収益（ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン お よ び 配 当 ） と して 課 税 さ れ る 。  

 

（ ３ ） そ の他  

①F inanc i a l  a r rangement 7 )  

F inanc ia l  arrangement は財産 ・サービスの売買取り決め の こ と で あ る 。⾦利

が 関 連 す る すべて の売買取り決め に は 、 F inanc ia l  arrangement (accruals) rule

（⾦利発⽣ル ー ル ） が適⽤さ れ る 。賃貸不動 産 を購⼊す る た め の貸付⾦、 アメ

リカ財務省証券の売買、 外貨などの売買の 際 の⽀払い の遅れ 等 に は利⼦が発⽣

し 、 こ の利⼦が所得とみな さ れ 課 税 さ れ る 。例えば、 外貨の取引価格が 100 万

NZ ド ル と し よ う 。⽀払い が６ヶ⽉遅れ る と価格が 102.5 万 NZ ド ル に な る こ と

が合意 さ れ た 場合、2.5 万 NZ ド ル は キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン とみな さ れ 課 税 対象と

な る 。以上の他、債務免除益も F inanc ia l  arrangement に含ま れ る 。ま た 、不良

債権 を譲渡し た 場合の キ ャ ピ タ ル ・ロスは普通所得か ら控除可能で あ る 。  
 
②Lea se  inducement お よ び Lease  su r rende r  paymen 8 )  

Lease inducement は賃貸⼈（⼤家 ） が賃貸契約を促す た め に賃借⼈に 対 して

⼀定 の補助を ⾏ う 制 度 で あ る 。 家賃補助の性格を有す る 。賃借⼈が受け取る収

益は 課 税 、賃貸⼈に よ る 現⾦⽀払い は控除不可で あ る 。  

 
7 )  I n l a n d  R e v e n u e  ( 2 0 1 3 ) 、 I n l a n d  R e v e n u e ,  F i n a n c i a l  a r r a n g e m e n t  r u l e s ( FA  r u l e s ) .  

h t t p s : / / w w w. i r d . g o v t . n z / i n c o m e - t a x / i n c o m e - t a x - f o r - b u s i n e s s e s - a n d - o r g a n i s a t i o n s / t y p e s -
o f - b u s i n e s s - i n c o m e / i n t e r e s t - a n d - d i v i d e n d s /fin a n c i a l - a r r a n g e m e n t s - r u l e s .  最 終 閲 覧 ：
2 0 2 5 / 3 / 2 2   

8 )  I n l a n d  R e v e n u e ,  L e a s e  i n d u c e m e n t  a n d  l e a s e  s u r r e n d e r  p a y m e n t  m e a s u r e s .  
h t t p s : / / w w w. t a x t e c h n i c a l . i r d . g o v t . n z / n e w - l e g i s l a t i o n / a c t - a r t i c l e s / t a x a t i o n - l i v e s t o c k -
v a l u a t i o n - a s s e t s - e x p e n d i t u r e - a n d - r e m e d i a l - m a t t e r s - a c t - 2 0 1 3 / l e a s e - i n d u c e m e n t - a n d - l e a s e -
s u r r e n d e r - p a y m e n t - m e a s u r e s   最 終 閲 覧 ： 2 0 2 5 / 3 / 2 2  
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 Lease surrender  payment は 、契約を 解除す る た め に賃貸⼈か ら賃借⼈に⽀払

わ れ る 。 こ の 場合、賃借⼈が受け取る収益は⾮課 税 、賃貸⼈に よ る 現⾦⽀払い

は控除可で あ る  
 
③Re s t r ic t ive  covenant  payment 9 )  

芸能、スポーツ、広告業に ⾒ ら れ る 。契約期間、類似の他のサービスに携わ る

こ と を 制 限 す る た め に⽀払わ れ る も の で 、所得と して扱わ れ る 。  

 

④無体財産 1 0 )  

特許権 、森林伐採権 、鉱⼭権 等 の⼀部の無体財産 の譲渡に発⽣す る キ ャ ピ タ

ル ・ ゲ イ ン は 課 税 、 キ ャ ピ タ ル ・ロスは普通所得か ら控除可能で あ る 。  

   

２ .  現 ⾏ 制 度 の 問 題 点  

 現 ⾏ 制 度 に お い て は 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン の明確な 定義が な い 。普通所得と

そ の他の所得と の区分 が曖昧で 、例外 的 に普通所得の範囲が拡⼤さ れ 、 資 本 の

性格を有す る所得が 課 税 対象と さ れ て き た 。  

 収益勘定財産 か ら得ら れ る所得は 、①所得税法創設以来の も の 、②判決に よ

り 課 税 対象に追加さ れ た も の 、③所得税 制 の構造的⽋陥に 対応す る も の 、④所

得税 の 課 税ベースを保護す る も の 、の ４種類に 分類さ れ る 1 1 ) 。①は⼟地（投機

に よ る ゲ イ ン ）、株式（売却⽬ 的 の も の ） で あ る 。②に は 、 Lease inducement、

Restr ict ive covenant payment が該当 す る 。③は 、 F inanc ia l  arrangement で あ

る 。同制 度 で は 、⾦利の発⽣す る すべて の売買取引に適⽤さ れ る た め 、収益と

資 本 の区別が不要 と な る 。④の例は 、海外投資 か ら得ら れ る所得で あ る 。 外 国

企業の株式に発⽣す る キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン、CFCs（Contro l led foreign companies：

 
9 )  I n l a n d  R e v e n u e ,  SE RV I C ES - R E L AT E D  PAYME N TS :  R EST R I C T IVE  C OVE N A N TS  A N D  

EX I T  I N DUC EME N TS .   
h t t p s : / / w w w. t a x p o l i c y. i r d . g o v t . n z / - / m e d i a / p r o je c t / i r / t p / p u b l i c a t i o n s / 2 0 0 0 / 2 0 0 0 - i p -
s e r v i c e s - r e l a t e d - p a y m e n t s / 2 0 0 0 - i p - s e r v i c e s - r e l a t e d - p a y m e n t s - p d f . p d f   最 終 閲 覧 ：
2 0 2 5 / 3 / 2 2  

1 0 )  Ta x  Wo r k i n g  G r o u p  ( 2 0 1 9 a ) 参 照 。  
1 1 )  G r i ffi t h s ( 2 0 1 7 ) 参 照 。  
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ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド居住者に管理 さ れ る海外 を拠点 と す る企業）への投資 か ら得

ら れ る キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン で あ る 。   

 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 の 現状に は⼀貫性が な く 、Ⅲ節（ 特 に 、New  Zealand 

Consultat ive Comm iss ion on the Re form  o f  the Taxation o f  Income from  

Cap i ta l  、Tax  Work ing Group の 議 論 参照）で詳し く 論 じ る よ う に 、公平性、中

⽴性（ 効率性）、簡素性の 観 点 か ら さ まざま な 問 題 を引き起こ して い る 。  

 

３ .  諸 外 国 と の ⽐ 較  

 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の全般につい て 国 際 ⽐ 較 を ⾏ う こ と は 、 課 税 対象に

よ り扱い が異な る た め難し い 。表 3 は 、上場株式につい て OECD 諸 国 の 制 度 ⽐

較 を ⾏ っ た も の で あ る 。 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 制 度 は 、①総合課 税 、②分

離⽐例課 税 、③分離累進課 税 、④⾮課 税 、⑤そ の他の ５種類に 分類さ れ て い る 。

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド は 、外 国企業の株式に 対 して は発⽣主義課 税 が適⽤さ れ る が 、

⾮課 税 に 分類さ れ て い る 。オラ ンダは そ の他に 分類さ れ る が 、同国 で は Box 課

税 が 実 施 さ れ て お り 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン は他の 資 本所得と と も に 、純資 産額

の⼀定割合で あ る とみな さ れ て 課 税 さ れ る 。  

 ①は総合課 税 で あ って も 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン につい て は全額を他の所得と

合算す る の で は な く 、⼀部に 限 定 さ れ る 。 以上よ り 、多く の 諸 国 で 、 そ の⽅法

は異な る が 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン は他の所得よ り も軽減さ れ て い る と 指 摘 さ れ

て い る 1 2 ) 。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  

 

表 ３  諸 外 国 の キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 制 度 （ 2 0 2 3 年 ）  

制 度  国  
総合 課 税  オー ス ト ラ リア、カナダ、チリ 、チェコ  

分離⽐例課 税  オー ス ト リア、コロ ンビア、コス タ リカ、エス ト ニア、 ド イツ、ギリシ
ャ 、ハンガリ ー 、アイ ス ラ ン ド 、アイ ル ラ ン ド 、 イ ス ラエル 、 イ タ リア、
⽇本、 ラ トビア、メキシコ、ノルウェー 、 ポ ー ラ ン ド 、 ス ロバニア、 スウ
ェー デ ン  

分離累進課 税  デ ンマーク、 フ ィ ン ラ ン ド 、 リ トアニア、 スペイ ン 、 イギリ ス 、アメリカ  
⾮ 課 税  ベ ルギー 、韓国、 ルクセンブルク、 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド 、 ス ロ ベ ニア、 ス イ

ス 、 ト ルコ  
そ の 他  オラ ンダ  

（ 注 ）上場 株 式 に対す る 税 制である 。  
（ 出 所 ） O E C D ( 2 0 2 5 ) , p . 1 4 .  

 
1 2 )  O E C D ( 2 0 2 5 ) , p . 1 3 .  
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Ⅱ . 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 を 巡 る 政 治 的 動 向  
 

 表４ は 、1980 年 代 以 降 に お け る 包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 を 巡 る 政 治 的

動 向 を 、 年 代別、 政 権別に眺め た も の で あ る 。  

注 意 すべき 点 が ２ 点 あ る 。 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド に お け る 議会の任期は ３ 年 で 、

３ 年ごと に総選挙 が ⾏ わ れ る 。 ま た 、 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド で は 、 税 制 を 検 討 す る

わ が 国 の 政 府 税 制 調 査会の よ う な常設の委員会は 存 在せず、各政 権 で必要 に応

じ て 税 制委員会（ tax  comm i t tee）が設け ら れ る仕組みと な って い る 1 3 ) 。各委員

会で審議 ・公表さ れ た 報 告 書 の内容の詳細は Ⅲ節で扱う こ と と し 、 以 下 で は委

員会発⾜お よ び 報 告 書公表の事実 のみを記載す る 。  

 

表 ４  キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 関 す る 政 治 的 動 向  

 ⾸ 相  与 党 第 １ 党  政 治 的 動 向  

1 9 8 0 年 代  ロ バ ー ト ・ マ ル ド ゥ ー ン
( 1 9 7 5 / 1 2 / 2 6 〜 1 9 8 4 / 7 / 2 6 )  

国 ⺠ 党  1 9 8 1 年 ７ ⽉  
 M c C a w 委 員 会 発 ⾜  
1 9 8 2 年 ４ ⽉  
 M c C a w 委 員 会 報 告 書 （ M c C a w ,  

e t  a l . ( 1 9 8 2 ) ） 公 表  

デ ビ ッ ド ・ ロ ン ギ  
( 1 9 8 4 / 7 / 2 6 〜 1 9 8 9 / 8 / 8 ）  

労 働 党  1 9 8 4 年 ７ ⽉ 1 4 ⽇  
 労 働 党 政 権 発 ⾜  
1 9 8 7 年 ６ ⽉  
 B r a s h 委 員 会 報 告 書

（ C o n s u l t a t i v e  C o m m i t t e e  o n   
A c c r u a l  T a x  o f  I n c o m e  a n d  
E x p e n d i t u r e （ 1 9 8 7 ） ) 公 表  

1 9 8 7 年 ８ ⽉ 1 5 ⽇  
 労 働 党 総 選 挙 勝 利  
1 9 8 7 年 1 2 ⽉ 1 7 ⽇  
 政 府 経 済 声 明 で 、 包 括 的 キ ャ ピ  

タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 検 討 を 表 明  
1 9 8 8 年 ４ ⽉  
 王 ⽴ 委 員 会 報 告 書 （ T h e  R o y a l   

C o m m i s s i o n  o n  S o c i a l  P o l i c y  
（ 1 9 8 8 ） ) 公 表  

1 9 8 8 年 7 ⽉ 2 8 ⽇   
1 9 8 8 年 度 予 算 公 表 。 ダ グ ラ ス 財  
務 ⼤ ⾂ 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ  
ン 課 税 の 検 討 を 再 度 表 明 。  

1 9 8 8 年 1 2 ⽉ 1 4 ⽇  
 ロ ジ ャ ー ・ ダ グ ラ ス 財 務 ⼤ ⾂ 辞  

任  

ジ ェ フ リ ・ パ ル マ ー  
( 1 9 8 9 / 8 / 8 〜 1 9 9 0 / 9 / 4 ）  

1 9 8 9 年 1 2 ⽉  
 V a l a b h 委 員 会 報 告 書 （ N e w  

Z e a l a n d  C o n s u l t a t i v e  

 
1 3 )  ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド における 税 制委員会の役割を検討し た研究と して Sa w y e r ( 2 0 2 0 ) 参 照 。
また 、わが国の 税 制調査会と の⽐較の視点 か ら の研究と して⽥中（ 2 0 2 3 ） がある 。  
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C o m m i s s i o n  o n  t h e  R e f o r m  o f  
t h e  T a x a t i o n  o f  I n c o m e  f r o m  
C a p i t a l  ( 1 9 8 9 a ; 1 9 8 9 b ) ） 公 表  

1 9 9 0 年 代  ジ ェ フ リ ・ パ ル マ ー  
( 1 9 8 9 / 8 / 8 〜 1 9 9 0 / 9 / 4 ）  

1 9 9 0 年 3 ⽉ 2 0 ⽇  
 デ ー ビ ッ ド ・ ケ イ ギ ル 財 務 ⼤  

⾂ 、 政 府 経 済 声 明 で 包 括 的 キ ャ  
ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 実 施 の 断 念  
を 表 明  

マ イ ク ・ ム ー ア  
( 1 9 9 0 / 9 / 4 〜 1 9 9 0 / 1 1 / 2 ）  

1 9 9 0 年 1 0 ⽉ 2 7 ⽇   
労 働 党 総 選 挙 敗 北  

ジ ム ・ ボ ル ジ ャ ー  
( 1 9 9 0 / 1 1 / 2 〜 1 9 9 7 / 1 2 / 8 ）  

国 ⺠ 党  ―  

ジ ェ ニ ー ・ シ ッ プ リ ー
( 1 9 9 7 / 1 2 / 8 〜 1 9 9 9 / 1 2 / 5 ）  

―  

ヘ レ ン ・ ク ラ ー ク  
（ 1 9 9 9 / 1 2 / 5 〜 2 0 0 8 / 1 2 / 1 9 ）  

労 働 党  ―  

2 0 0 0 年  
以 降  

ヘ レ ン ・ ク ラ ー ク  
（ 1 9 9 9 / 1 2 / 5 〜 2 0 0 8 / 1 1 / 1 9 ）  

労 働 党  2 0 0 0 年 1 0 ⽉  
 M c L e o d 委 員 会 発 ⾜  
2 0 0 1 年 ６ ⽉ ・ 1 0 ⽉  
  ・ M c L e o d  R e v i e w （ M c L e o d , e t   

a l . ( 2 0 0 1 a ; 2 0 0 1 b ; 2 0 0 1 c） 公 表   
・ 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課  

税 導 ⼊ に 反 対 、 R F R M を 提  
⾔ 。  

2 0 0 8 年 1 1 ⽉ ８ ⽇  
 労 働 党 総 選 挙 敗 北  

ジ ョ ン ・ キ ー  
（ 2 0 0 8 / 1 1 / 1 9 〜 2 0 1 6 / 1 2 / 1 2 )  

国 ⺠ 党  2 0 0 9 年 ５ ⽉ ８ ⽇  
 ・ ヴ ィ ク ト リ ア ⼤ 学 、 財 務 省 お  

よ び 内 国 歳 ⼊ 庁 協 ⼒ の 下 に  
T a x  W o r k i n g  G r o u p 発 ⾜ 。  

2 0 1 0 年 1 0 ⽉  
 ・ 最 終 報 告 書 （ V i c t o r i a   

U n i v e r s i t y  o f  W e l l i n g t o n  T a x    
W o r k i n g  G r o u p  ( 2 0 0 9 ) ） 公 表  

・ 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課  
税 の 導 ⼊ に 反 対  

2 0 1 1 年 1 1 ⽉ 2 6 ⽇  
 ・ 労 働 党 総 選 挙 敗 北  
 ・ 包 括 的 キ ャ ピ タ ル 。 ゲ イ ン 課  

税 の 導 ⼊ を 公 約  
2 0 1 4 年 9 ⽉ 2 0 ⽇  
 ・ 労 働 党 総 選 挙 敗 北  
 ・ 包 括 的 キ ャ ピ タ ル 。 ゲ イ ン 課  

税 の 導 ⼊ を 公 約  
2 0 1 5 年 ５ ⽉  
 B r i g h t - l i n e  t e s t 導 ⼊ （ 期 間 ２

年 ）  

ビ ル ・ イ ン グ リ ッ シ ュ
( 2 0 1 6 / 1 2 / 1 2 〜 2 0 1 7 / 1 0 / 2 6 ）  

2 0 1 7 年 ８ ⽉  
 ジ ャ シ ン ダ ・ ア ー ダ ー ン 労 働 党  

党 ⾸ に 就 任  
2 0 1 7 年 9 ⽉ 2 3 ⽇  

・ 労 働 党 総 選 挙 敗 北  
 ・ 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課  

税 の 導 ⼊ を 公 約   
ジ ャ シ ン ダ ・ ア ー ダ ー ン

( 2 0 1 7 / 1 0 / 2 6 〜 2 0 2 3 / 1 / 2 5 )  
労 働 党  2 0 1 7 年 1 0 ⽉ 2 6 ⽇  

  ジ ャ シ ン ダ ・ ア ー ダ ー ン ⾸ 相 に  
就 任  

2 0 1 7 年 1 1 ⽉ 2 3 ⽇  
 T a x  W o r k i n g  G r o u p 発 ⾜  
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2 0 1 8 年 ３ ⽉  
 B r i g h t - L i n e  t e s t 期 間 ５ 年 に 延 ⻑  
2 0 1 8 年 ９ ⽉ 2 0 ⽇  
 T a x  W o r k i n g  G r o u p 中 間 報 告 書  

公 表  
2 0 1 9 年 ２ ⽉ 2 1 ⽇  
 ・ T a x  W o r k i n g  G r o u p 最 終 報 告  

書 公 表  
・ 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課  

税 を 提 ⾔  
2 0 1 9 年 ４ ⽉ 1 7 ⽇  
 ⾸ 相 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ  

ン 課 税 実 施 の ⾒ 送 り を 公 表  
2 0 2 0 年 1 0 ⽉  
 総 選 挙 で 労 働 党 圧 倒 的 勝 利 （ 単  

独 過 半 数 ）  
2 0 2 1 年 ３ ⽉  
 B r i g h t - l i n e  t e s t 期 間 1 0 年 に 延 ⻑  
2 0 2 1 年 ４ ⽉  
 所 得 税 の 最 ⾼ 税 率 と し て 新 た に  

3 9 ％ を 導 ⼊  
2 0 2 3 年 １ ⽉  
 ジ ャ シ ン ダ ・ ア ー ダ ー ン ⾸ 相 辞  

任  
ク リ ス ・ ヒ プ キ ン ズ  

( 2 0 2 3 / 1 / 2 5 〜 2 0 2 3 / 1 1 / 2 7 )  
労 働 党  2 0 2 3 年 4 ⽉  

 内 国 歳 ⼊ 庁 、 超 富 裕 層 の 経 済 所  
得 に 関 す る 推 計 公 表  

2 0 2 3 年 ７ ⽉ 1 2 ⽇  
 ⾸ 相 、 1 0 ⽉ の 選 挙 に 勝 利 し て も  

包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税  
を 導 ⼊ し な い こ と を 公 表  

2 0 2 3 年 1 0 ⽉ 1 4 ⽇  
 労 働 党 総 選 挙 敗 北  

ク リ ス ト フ ァ ー ・ ラ ク ソ ン
( 2 0 2 3 / 1 1 / 2 7 〜 )  

国 ⺠ 党  2 0 2 4 年 ３ ⽉  
 B r i g h t - l i n e  t e s t 期 間 ２ 年 に 短 縮  
2 0 2 4 年 1 0 ⽉  
 I P S O S ア ン ケ ー ト 調 査 公 表  
2 0 2 4 年 1 2 ⽉  
 ・ ⾸ 相 、 在 任 中 の 包 括 的 キ ャ ピ  

タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 導 ⼊ を 否 定  
・ ヒ プ キ ン ズ 労 働 党 党 ⾸ 、 次 回

（ 2 0 2 6 年 ） の 総 選 挙 で 包 括 的
キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 を 争 点
と す る こ と を 労 働 党 年 次 ⼤ 会 で
宣 ⾔ 。  

（ 出 所 ） D i c k s o n  a n d  W i l k i n s o n  ( 1 9 8 9 )、 Sa n d f o r d ( 1 9 9 3 ) 、 Ja c o m b ( 2 0 1 4 ) 、 Sa w y e r ( 2 0 2 0 ) 、  
M a p l e s  a n d  M i n e s ( 2 0 2 3 ) 、M c C u l l o c h ( 2 0 2 4 ) を 参考に 作 成 。  

 

１ . 1980 年 代  

 ①ロバー ト ・マル ドゥー ン （ Robe r t  Muldoon） 政 権  

 1981 年 に McCaw 委員会が発⾜し 、1982 年 ４⽉に 報 告 書（McCaw,  et  a l .(1982)）

が公表さ れ て い る 。  
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 ②デビッド ・ロンギ（Dav id  Lange） 政 権  

 1984 年７⽉に 労 働 党 政 権 が発⾜す る と 、 デビッド ・ロンギ⾸相 、ロジ ャ ー ・

ダグラス（Roger  Douglas）財務⼤⾂の 下 で 税 制 改 ⾰ が推進さ れ た 。 包 括 的 キ ャ

ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 検 討 を含む ２種類の 報 告 書 （Consultat ive Comm i t tee on 

Accrual  Tax  o f  Income and Expenditure（ 1987）、The Royal  Comm iss ion on 

Soc ia l  Po l icy（ 1988）） が 、 1987 年 お よ び 1988 年 に公表さ れ て い る 。  

ま た 、 1988 年７⽉に は 、ロジ ャ ー ・ダグラス財務⼤⾂が 1988 年 度予算に お

い て キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税 を導⼊す る 意思を表明し た 。 し か し な が ら 、 後述す

る よ う に 、ダグラス財務⼤⾂とロンギ⾸相 と の 関係悪化、お よ び 労 働 党 の⽀持者

離れ に よ り 、結局ロンギ政 権 ２期⽬ の 政策は円滑に進⾏ し な か っ た 。   

 

 ③ジェフリ・パルマー （ Geoff rey  Pa lme r） 政 権  

1989 年 に 資 本所得課 税 の 改 ⾰ に 関 す る Valabh 委員会報 告 書 （New  Zealand 

Consultat ive Comm iss ion on the Re form  o f  the Taxation o f  Income from  Cap i ta l  

(1989a ;1989b)） が公表さ れ た 。  

デ ービッド・ケ イギル（Dav id Caygi l l） 財務⼤⾂は 、政 府 経 済声明（ 1990 年

３⽉ 20）で 、国 ⺠ の反対 が強い た め 、包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 実 施 を

断念す る こ と を表明し た 。  

 

２ . 1990 年 代  

①マイク・ムー ア （M ike  Moore） 政 権  

労 働 党 が ２期⽬（ 1987 年８⽉ 15 ⽇〜 1990 年 10 ⽉ 26 ⽇）の総選挙 で敗北し

た背景を ⾒ よ う 1 4 ) 。  

総選挙前のマクロ経 済 指標を ⾒ る と 、図１ の よ う に な る 。1987 年８⽉の総選

挙 で勝利を納め た 後 、同年 10 ⽉に はブラックマン デ ー に よ る株価⼤暴落が⽣じ

た 。 こ れ に よ り景気は 後退し 、失業率は上昇（ 1987 年 4 .1％→ 1989 年 7 .1％）

し た 。実質経 済成⻑率は 1988 年 に上昇し た も の の 、1989 年 に は低下 して い る 。

ま た 、経常収⽀⾚字 も 1988 年 に減少後 、1989 年 に は 再 び増加して い る 。他⽅、

 
1 4 )  以 下 は 、M c R o b i e ( 1 9 9 1 ) 、 Sa n d f o r d ( 1 9 9 3 ) , p p . 7 0 - 7 3 、 O E C D ( 1 9 9 1 ) 、 D a l z i e l  a n d  

L a t t i m o r e ( 1 9 9 6 ) 、 Ja c o m b ( 2 0 1 4 ) , p p . 1 3 5 - 1 3 9 参 照 。  
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消費者物価上昇率は⾦融引き締め 政策に よ り 、1988 年 以 降低下 して い る 。さ ら

に 、財政⾚字 も 改善して い る 。  

 

図 １  1 9 8 0 年 代 労 働 党 政 権 下 の 経 済 状 況 （ ％ ）  

 
  （ 出 所 ） O E C D ( 1 9 9 5 ) ,および D a l z i e l  a n d  L a t t i m o r e ( 1 9 9 6 ) , DATA  A P P E N D IX よ り 作 成 。 

 

労 働 党 は 、1987 年 の選挙運動 の 際 に 、２期⽬ の重点 課 題 と して公教育・医療・

地⽅⾏ 政 改 ⾰ 、国有企業の法⼈化を訴え、同年 12 ⽉に は 、所得税率のフラット

化（ 税率１段階）、最低家族所得保障制 度（ guaranteed m inimum  fam i ly  income）

の 導 ⼊ 、 国 有 財 産 売 却 、 地 ⽅ ⾏ 政 改 ⾰ 1 5 ) な どの 内 容 を 含 む 政 府 経 済 声 明

（ Government Econom ic  Statement） を公表し た 。  

こ の う ち 、特 に所得税率の単⼀税率化は 、ロンギ⾸相 とダグラス財務⼤⾂と の

間に⼤き な軋轢を⽣んだ。ロンギ⾸相 は 1988 年 １⽉に 、⼀⽅的 にフラット 税率

お よ び そ れ とセット で 提案さ れ た最低家族所得保障制 度 の延期を宣⾔ し た 。 こ

れ を受け て 、 1988 年 ２⽉に は所得税率を ２段階（ 24％お よ び 35％） と す る新

た な修正案が財務⼤⾂に よ り公表さ れ た が 、 こ れ に 関 して もロンギ⾸相 は反対

 
1 5 )  地⽅⾏政改⾰は 、アカウン タビリティおよび透明性確保 の観点 か ら⾃治体運営の⾒直し を

⾏うものであった 。 詳 細 は 、 A n d e r s o n , B .  a n d  N o r g r o v e ,K . ( 1 9 9 6 )；⾃治体国際化協会シド
ニ ー 事務所訳（ 2 0 0 0 ） を 参 照 。  
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し た 。ロンギ⾸相 が所得税率のフラット化に抵抗し た 理由は 、同政策は も っ ぱ

ら中⾼所得者層を優遇し 、 労 働 党 の⽀持基盤で あ る低所得者層を冷遇す る と い

う も の で あ っ た 。 こ れ に よ り 、 党内がロンギ派とダグラス派に 分裂し 、 1988 年

12 ⽉に はダグラスが財務⼤⾂を辞任し た 。し か し な が ら 、1989 年 8 ⽉に 党⼤会

でダグラスが内閣の⼀員に 再 び選出さ れ る と 、ロンギは⾸相 お よ び 党⾸辞任を表

明し 、 後任に ジェフリー ・パルマー が就任し た 。  

パルマー は慎重で 、リーダーシップを発揮し な か っ た 。 労 働 党 政 権 ２期⽬ の

政策は 、 国 ⺠ に不⼈気で あ っ た 。 国有財産売却や福祉削減（地⽅の ⼩規模病院

の閉鎖、⼤規模病院の病床削減、医療費の有料化） は 、 党員の著し い減少につ

な が っ た 。 ま た 、 実業界は⾦融引き締め に反対 し 、⼀般⼤衆は地⽅⾏ 政 改 ⾰ に

反対 し た 。  

労 働 党内の 分裂、⽀持者離れ は 、有⼒な第３ 政 党 が 存 在 し な い こ と も 相俟っ

て 、 国 ⺠ 党 に は追い⾵と な っ た 。選挙 キ ャ ンペー ン に お い て も 、同党 の歳出削

減反対 、増税反対 が 国 ⺠ の⽀持を得た 。世論 の 動 向 は 、総選挙前の 1990 年６⽉

に は 、国 ⺠ 党⽀持に傾い て い っ た 。結果 、1990 年総選挙 の獲得議席数は 、国 ⺠

党 67、 労 働 党 29、 そ の他１ と 国 ⺠ 党圧勝に終わ っ た （表 25 参照）。  

 

３ . 2000 年 代 以 降  

 ①ヘレン ・クラ ーク（ Helen  C l a rk） 政 権  

 2000 年 10 ⽉に は 税 制 検 討委員会（Tax  rev iew  team）が発⾜し 、2001 年６⽉

に中間報 告 書 、同年 10 ⽉に最終報 告 書 が公表さ れ た （Mc leod ,et  a l（ 2001a ;  

2001b ;2001c） )。 報 告 書 で は 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に反対 の⽴場 を

表明し 、 資 本所得税 の新た な 課 税⽅式 RFRM（R isk-Free Return Method） を 提

⾔ して い る 。  

 

 ②ジョン ・ キ ー （ John Key） 政 権  

2008 年 11 ⽉の総選挙 で は 国 ⺠ 党 が勝利し 、 ジョン ・ キ ー 政 権 が誕⽣し た 。

同政 権 は 、2009 年 ５⽉に 税 制 検 討作業部会（Tax  Work ing Group）を発⾜させ、

2010 年 10 ⽉に 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に反対 す る内容を含む最終報 告

書 を公表し た（V ictor ia  Univers i ty  o f  Wel l ington Tax  Work ing Group  (2010)）。
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2011 年 11 ⽉お よ び 2014 年９⽉の総選挙 で は 、労 働 党 が 包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ

イ ン 課 税 の 実 施 を公約と して い た 1 6 ) 。 後述す る よ う に選挙前の世論 調 査 で は 、

2011 年総選挙時は賛成と反対 と に 意 ⾒ が割れ た が 、 2014 年総選挙時の 調 査 で

は 、賛成が反対 を わずか な が ら上回る結果 が⽰さ れ た（ Ⅳ節 4）。し か し な が ら 、

結局、 いずれ の選挙 に お い て も 国 ⺠ 党 が勝利を収め 、同税 は 実 現 し な か っ た 。  

2011 年 の総選挙 で は 、カン タベリー地震（ 2011 年 ２⽉ 22 ⽇）か ら の復興が

メ イ ンテーマで あ っ た 。主た る争点 と な っ た の は 、財政⾚字への 対応で あ っ た
1 7 ) 。選挙前に お け る ジョン・キ ー 政 権 下 の 経 済状況を ⾒ る と（図２ ）、消費者物

価上昇率は低下 して い る が 、 実質経 済成⻑率はリーマンショックの影響を受け

2008 年 お よ び 2009 年 に は⼤き く低下 し 、失業率も増加し た 。 ま た 、⼀般政 府

の財政収⽀は 2009 年 に財政⾚字 に転落し 、2010 年 に は さ ら に⾚字 が拡⼤し た 。  

 

図 ２  ジ ョ ン ・ キ ー 政 権 下 の 経 済 状 況 （ ％ ）  

 
（ 注 ） 財政⾚字は ⼀般政府の 財政収⽀である 。   

（ 出 所 ） O E C D ( 2 0 1 5 ) よ り 作 成 。  

 

 
1 6 )  N e w  Z e a l a n d  L s b o u r  Pa r t y （ 2 0 1 1 ;2 0 1 4 ） 参 照   
1 7 )  こ の 他 、若年層雇⽤も争点 と さ れ た 。 以 下 は 、もっぱら Ta n ,  M i l l e r -M c Ta g g a r t  a n d  

B o r t h w i c k ( 2 0 1 4 ) 参 照 。  
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財政⾚字削減の⼿段と して 、 ２⼤政 党 （ 国 ⺠ 党 、 労 働 党 ） は歳出削減を主張

し た が 、そ れ に加えて 、国 ⺠ 党 は 国有財産売却を 、労 働 党 は 包 括 的 キ ャ ピ タ ル・

ゲ イ ン 課 税 を 提案し た 。 国 ⺠ 党 の 国有財産売却は 、過半数⽀配 を維持し な が ら

最⼤ 49％の株式を売却す る案で あ っ た 。包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 は 、主

た る住居、 ⼩規模事業⽤資 産 、個⼈財産 （収集品、美術品、宝⽯など） 等 を⾮

課 税 と し 、税率 15％で 課 税 す る も の で あ っ た 1 8 ) 。同税 の 税収は 、減税（所得税

の 課 税最低限 の設定 、果物・野菜に 対 す る GST 免税 ）の財源お よ び債務償還に

充て ら れ る も の と さ れ た 。  

同税 につい て 、 国 ⺠ 党 は反対 し た 。反対 の 理由と して 、（ a） 2010 年 度 税 制 改

正に お い て 、賃貸住宅投資 を抑制 す る ⾒直し （減価償却制 度 の ⾒直し 、 お よ び

特 定 の条件を満た す閉鎖的会社に 対 す る 課 税強化）が ⾏ わ れ た こ と 1 9 ) 、（ b）労

働 党案で は主た る住居が⾮課 税 と さ れ る こ と に よ り 、全住宅の約８割が 課 税 対

象か ら除外 さ れ る こ と 、（ c） 課 税 に よ り 家賃が上昇し 、低所得者の⽣活 が圧迫

さ れ る こ と 、（ d） 諸 外 国 の事例を ⾒ る と 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に よ

り住宅価格は低下 し な い こ と 、 などが 指 摘 さ れ た 2 0 ) 。  

選挙 の結果 は 、総議席数 121 の う ち獲得議席数は 、 国 ⺠ 党 59、 労 働 党 34、

緑の 党 14 で あ り 、労 働 党 は敗北し た 。し か し な が ら 、国 ⺠ 党 も単独過半数を獲

得で きず、マオリ党 、ACT 党 、United future 党 （獲得議席数は 、マオリ党 ３ 、

そ の他各 1） と の 連⽴政 権 を発⾜させた （表 25 参照）。  

 2014 年 の総選挙 に ⽬ を 向 け る と 2 1 ) 、 2011 年総選挙 後 の ジョン ・ キ ー 政 権 2

期⽬ に は 、緩やか で は あ る が堅実 な 経 済成⻑が 実 現 し た（図２ ）。実質経 済成⻑

率は上昇し（ 2011 年 1.4％→ 2013 年 2.5％）、財政収⽀も さ ら に 改善し た（ 2011

年 -3 .5％→ 2013 年 0.3％）。こ の よ う な 経 済状況の変化、お よ び そ れ を 実 現 し た

ジョン ・ キ ー⾸相 のリーダーシップが有権者に⾼く評価さ れ た 。 キ ー の堅実 で

親しみやす い性格、過去の キ ャリア （ メリルリンチ役員、 ニ ュ ーヨーク連邦銀

 
1 8 )  詳 細 は 、 G off ( 2 0 1 1 ) 、M a p l e s ( 2 0 1 4 ) 参 照 。  
1 9 )  詳 細 は 、 篠 原 （ 2 0 1 2 ） 参 照 。  
2 0 )  以上、 “Ke y  s l a m s  c a p i t a l  g a i n s  t a x  p l a n ” ,Sa t u r d a y  3 0 ,  O t a g o  d a i l y  T i m e s  , 3 0  Ju l y  2 0 1 1 , 、
“L a b o u r ' s  c a p i t a l  g a i n s  t a x  a i m s  m i s g u i d e d  -  Ke y ” ,  S t uff  , Ju l y  1 1 , 2 0 1 1 、 “N e w  t a x  w o u l d  
n e e d  t o  a p p l y  t o f a m i l y  h o m e  t o  w o r k -Ke y ” ,  I n t e r e s t . c o . n z , 1 1  Ju l y, 2 0 1 1 参 照 。  

2 1 )  以 下 は 、 L e e s -M a r s h m e n t ,  e t  a l . ( 2 0 1 5 ) 、 Vo e w l e s ,  e t  a l . ( 2 0 1 7 ) , C h a p . 1 , C h a p . 5 , C h a p . 6 参
照 。  
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⾏ 外為委員）、政 治 的節度（ も と も と 市 場重視主義者で あ っ た が 、政 治 家 に な っ

て か ら は 国 ⺠ が望んで い な い こ と に 配慮し 、 市 場重視政策を 実 施 し な か っ た ）

が有権者に好意 的 に受け取ら れ た 。  

他⽅、 労 働 党 は 党⾸が頻繁に⼊れ替わ り 2 2 ) 、 党 の イ メ ー ジダウン につな が っ

た 。選挙 当時の 労 働 党 党⾸デビッド ・カンリフ（Dav id Cunliffe）に 対 す る有権

者の評判は 、傲慢、感情知能指数が低い と い っ たマイナス評価で あ っ た 。緑の

党 と の 連携に失敗し た の もダメ ー ジ と な っ た 。 さ ら に 、 政 治 資⾦⼒の⾯で も 国

⺠ 党 に劣って い た 。 国 ⺠ 党 が 、企業、⾼所得者、 資 産 家 か ら⽀援を受け て い た

の に 対 し 、労 働 党 は 、党員数の減少お よ び 政 党寄付⾦の減少に よ り 、2013 年 お

よ び 2014 年 の 党財政 は⾚字 で あ っ た 。 国 ⺠ 党 は 労 働 党 の 2 倍の選挙費⽤を⽀

出して お り 、 資⾦⼒不⾜は 、有権者の投票⾏ 動 に影響を 与えた と 考えら れ る 。  

結果 、 労 働 党 の獲得議席は 2011 年 の 34 か ら 2014 年 に は 32 へと低下 し た 。

国 ⺠ 党 は 議席数を 60 に増やし た が 、単独政 権 は 実 現せず、マオリ党（ 2）、ACT

党 （ 1）、United future 党 （ 1） と の 連⽴を継続 し た 。   

 2015 年 ５⽉に は 、居住⽤財産 の キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン に適⽤さ れ る Br ight- l ine 

test（ ２ 年 以内の譲渡に適⽤） が導⼊さ れ た 2 3 ) 。同制 度 の背景に は 、住宅価格

の⾼騰が あ っ た 。図３ は 、 2015 年 を 100 と して 1980 年 以 降 の住宅価格お よ び

家賃の 動 向 を眺め た も の で あ る 。 2009 年 ま で は 、住宅価格の変化は名⽬ GDP

の変化と⼤き な違い は な い 。 2016 年 以 降 、住宅価格は名⽬ GDP の変化を上回

って上昇し た が 、 イ ンフレ抑制 の た め の⾦利引き上げの影響を受け 、 2022 年 を

ピ ークと して 下落に転じ て い る 。 家賃は 2010 年 ま で は GDP の変化を上回って

変化して い た が 、2011 年 以 降 は上昇率が低下 し 、GDP の伸び を 下回って い る 。  

特 にオークラ ン ド地域で は 、居住⽤財産 に 関 す る頻繁な売買お よ び短期的 な

投機 が ⾒ ら れ た 。 2009〜 2013 年 の間に 、新た に購⼊さ れ た も の の う ち 59％が

１ 年 以内売却さ れ 、オークラ ン ド北部で は 、 29％が ３ヶ⽉以内に売却さ れ て い

る 。  

 

 
2 2 )  2 0 0 8 年 の総選挙後 、 P h i l  G off（ 2 0 0 8 / 1 1 / 1 1 〜 2 0 1 1 / 1 2 / 1 3 ）、 D a v i d  Se a r e r （ 2 0 1 1 / 1 2 / 1 3 〜

2 0 1 3 / 9 / 1 5 ）、 D a v i d  C u n l iffe （ 2 0 1 3 / 9 / 1 5 〜 2 0 1 4 / 9 / 2 7 ） の 3 ⼈ が党⾸と なって い る 。  
2 3 )  以 下 は 、 I n l a n d  R e v e n u e ( 2 0 1 5 b ;2 0 1 5 c ;2 0 1 5 d ) 参 照 。  
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図 ３  ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド に お け る 住 宅 価 格 お よ び 家 賃 の 動 向  

 
 （ 出 所 ） O E C D  D a t a  E x p l o r e r よ り 作 成 。  

 

Br ight- l ine test の導⼊の ⽬ 的 と して⽰さ れ た の は 、 以 下 の ３ 点 で あ る 。  

（ a）内国歳⼊庁が居住⽤不動 産への短期的 な投機 に 対応しやす い ル ー ル を 提

供す る 。  

（ b）転売の 意思な し に取得さ れ た居住⽤財産 につい て の 課 税 の数を最⼩ 限 に

す る 。  

（ c）Br ight- l ine test に従う納税者の納税協⼒費⽤を最⼩化す る 。  

要 す る に 、Br ight- l ine test は短期的 な投機 に 対応し 、所得税法で規定 さ れ て

い る intention-test を補完す る も の で あ る 。同制 度 の 対象と な る所有期間に 関

して は 、 ２ 年 以内も し く は ３ 年〜５ 年 以内の両案が 検 討 さ れ た が 、結局、選択

さ れ た の は ２ 年 以内で あ っ た 。両ケ ースと も 、転売⽬ 的 で購⼊して い な い が 、

やむ を得な い 理由（ e.g.財政難）で売却せざる を得な い者を 課 税 対象と す るリス

クが あ る 。 ま た 、凍結効 果 が発⽣す る 。 し か し な が ら 、 ２ 年 以内に譲渡さ れ る

場合、 当初か ら転売の 意思が あ っ た と ⾒ な す こ と が可能で あ り 、購⼊時に転売

の 意思の な い者を 課 税 対象と す るリスクが よ り ⼩ さ い 。 す な わ ち 、所有期間２

年 以内の⽅が 、転売の 意思の な く して取得し た者の多く を 課 税 対象とせず、短期

的 な投機 を抑制可能で あ る と判断さ れ た の で あ る 。  
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2015 年 度予算で は 、Br ight- l ine test を補完す る も の と して 、下記の 制 度 も併

せて導⼊さ れ た 2 4 ) 。  

（ a）居住⽤財産 の売買に携わ る 当事者（売⼿、買⼿）は 、ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド

政 府発⾏ の IRD ナンバー （納税者番号） の 提⽰が義務づけ ら れ る 。  

（ b）外 国⼈の 場合は 、納税者番号に加えて 、⾃国 で発⾏ さ れ る納税者番号お

よ び⾝分証明書（ e.g.パスポー ト ）の 提⽰、マネーロンダリング防⽌の た め の ニ

ュ ー ジ ー ラ ン ド の銀⾏への⼝座開設が義務づけ ら れ る 。  
 

③ビル ・ イ ングリッシュ （ B i l l  Eng l i sh） 政 権  

 2017 年８⽉に 、 ジ ャシンダ・ ア ーダー ン が 労 働 党 党⾸に就任し た 。同年９⽉

の総選挙 に お い て 。 労 働 党 は キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税 を公約の⼀つと して掲げた
2 5 ) 。  

 

 ④ジ ャシンダ・ ア ーダー ン （ Jac inda  A rde rn） 政 権  

 2017 年 の総選挙 で 労 働 党 は敗北し た が 、国 ⺠ 党 も過半数を獲得で き な か っ た

（表 7− 25）。両党 は 連⽴政 権 の樹⽴に 向 け て 、第 3 党 の ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド ・フ

ァースト 党 と交渉を ⾏ っ た が 、同党 は 2017 年 10 ⽉に 労 働 党 と 連⽴を組む こ と

を公表し た 。緑の 党 は 労 働 党 と協⼒関係に あ る た め 、結局、 労 働 党 が 与 党第 1

党 と な り 、 ジ ャシンダ・ ア ーダー ン が⾸相 に就任し た 2 6 ) 。  

2017 年 11 ⽉に Tax  Work ing Group が発⾜し た 。同委員会の中間報 告 書 は

2018 年９⽉に 、最終報 告 書 が 2019 年 ２⽉に公表さ れ た （Tax  Work ing Group  

(2018b ;2019a ;2019b)）。  

2018 年 ３⽉に は 、Br ight- l ine test の期間が ５ 年 に 、ま た 2021 年 ３⽉に は 10

年 に延⻑さ れ た 2 7 ) 。所有期間延⻑の狙い と して 、（ a）投機 に よ り利益を得る よ

り多く の者に公正な負担を求め る こ と 、（ b）投機需要 の抑制 に よ り住宅価格を

引き 下 げ、住宅取得可能性 (hous ing affordab i l i ty)を⾼め る こ と 、 が あ っ た 。住

 
2 4 )  “B u d g e t  2 0 1 5 : E x t r a  p r o p e r t y  t a x  m e a s u r e s ” ,  B e e h i v e . g o v t . n z  T h e  o ffi c i a l  w e b s i t e  o f  t h e  

N e w  Z e a l a n d  G o v e r n m e n t ( h t t p s : / / w w w. b e e h i v e . g o v t . n z )   
2 5 )  2 0 1 7 年総選挙における各党の 税 制 に 関 す る公約に 関 して は 、 KPMG ( 2 0 1 7 ) 参 照 。  
2 6 )  獲得議席数は 、総議席数 1 2 0 のうち、国⺠党 5 6 、労働党 4 6 、 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド ファー ス  

ト党 9，緑の党 8 であった （表 7− 2 5 ）。   
2 7 )  以 下 は 、 I n l a n d  R e v e n u e ( 2 0 1 8 )および T h e  Tr e a s u r y  ( 2 0 2 1 a ) 参 照 。  
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宅価格⾼騰の背景に は 、住宅に 対 す る超過需要 が あ る 。純移⺠数（⼊国数−出

国数） の増加、住宅⾦利引き 下 げ、 LTV（ Loan To  Value）規制撤廃などに よ り

住宅需要 が増⼤し た に も か か わ らず、 そ れ に住宅供給が追いつい て い な か っ た
2 8 ) 。Br ight- l ine test が 注 ⽬ さ れ た 理由は 、住宅供給の増加は時間を 要 す る こ と

か ら 、 税 制 に よ り キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン を ⽬ 的 と し た投機需要 を抑制 す る 意図が

あ っ た 。2010 年 代 に お い て住宅購⼊者の約 3 分 の 1 が投資 ⽬ 的 で あ っ た と の 指

摘 が あ る 2 9 ) 。  

2019 年 ４⽉、⾸相 は 、⾃ら の 在任中は 包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 の 実 施

を断念す る こ と を公表し た 。 こ れ は 、 連⽴政 権 を組む ニ ュ ー ジ ー ラ ン ドファー

スト 党 が同税 に反対 し た か ら で あ っ た 。 労 働 党 お よ び緑の 党 は 、 課 税 の公平性

を 改善す る た め に 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の導⼊に賛成し た が 、 ニ ュ ー

ジ ー ラ ン ドファースト 党 の 党⾸ W inston Peters は 、同課 税 が 実 施 さ れ て い る 諸

外 国 の事例を ⾒ て も 、公平性の 改善に成功して い な い と主張し た 3 0 ) 。  

2021 年 ４⽉に は 、コロナ対策の た め の財源確保お よ び 税 制 の累進性向上の ⽬

的 で 、所得税 の最⾼税率と して 39％が新た に加えら れ た（表 5）。こ れ は 、2020

年総選挙時の 労 働 党 の選挙公約の⼀つで あ っ た 3 1 ) 。所得税 の 税率構造の ⾒直し

は 、 2010 年 度 税 制 改 ⾰ 以来の出来事で あ る 。最⾼所得税率 39％は 現 在 も継続

して い る 。こ の よ う な 制 度変更に 関 して は 、労 働所得と投資所得に適⽤さ れ る最

⾼税率が異な る た め 3 2 ) 、⾼所得者に 租 税回避の誘因 が 働 く と して批判さ れ て い

る 3 3 ) 。  

2020 年 10 ⽉の総選挙 で は 、労 働 党 は単独過半数を獲得し勝利し た が（表 25

参照）、 2023 年 １⽉に は⾸相 が突然辞任を表明し 、 ア ーダー ン 政 権 は終焉を迎

えた 。  

 

 
2 8 )  ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の 住宅価格⾼騰に 関 して は 、例えば宮嶋（ 2 0 2 1 ） 参 照 。  
2 9 )  T h e  Tr e a s u r y  ( 2 0 2 1 a ) , p . 8 参 照 。  
3 0 )  “ ʻN o  m a n d a t e ʼ s  f o r  c a p i t a l  g a i n s  t a x - PM” , R N Z , 1 7  A p r i l  2 0 1 9 . “PM  Ja c i n d a  A r d e r n  o n  

c a p i t a l  g a i n s  t a x : ʻ I  c o u l d  n o t  g e t  t h e  s u p p o r t  o f  N Z  F i r s t ʼ ʼ , R N Z , 3 0  A p r i l  2 0 1 9 . 参 照  
3 1 )  P WC  N e w  Z e a l a n d ( 2 0 2 0 ) 参 照 。  
3 2 )  投 資 所 得 に 適 ⽤ さ れ る 税率は 、法⼈ 税率 2 8％、 P I E （ Po r t f o l i o  I n v e s t m e n t  E n t i t y ） 所 得

2 8％、信託所 得 3 3％である 。  
3 3 )  I n l a n d  R e v e n u e ( 2 0 2 0 a ) 参 照 。  
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表 5   所 得 税 の 税 率 構 造  

2 0 1 0 年 1 0 ⽉ １ ⽇ 〜 2 0 2 1 年
３ ⽉ 3 1 ⽇  

2 0 2 1 年４⽉ １ ⽇ 〜 2 0 2 5 年 ３
⽉ 3 1 ⽇  

2 0 2 5 年４⽉ １ ⽇ 〜  

課 税 所 得  
（ N Z ド ル ）  

税率
（％）  

課 税 所 得  
（ N Z ド ル ）  

税率
（％）  

課 税 所 得  
（ N Z ド ル ）  

税率
（％）  

0 〜 1 4 , 0 0 0  
1 4 , 0 0 1 〜 4 8 , 0 0 0  
4 8 , 0 0 1 〜 7 0 , 0 0 0  

7 0 , 0 0 1 〜  

1 0 . 5  
1 7 . 5  
3 0 . 0  
3 3 . 0  

0 〜 1 4 , 0 0 0  
1 4 , 0 0 1 〜 4 8 , 0 0 0  
4 8 , 0 0 1 〜 7 0 , 0 0 0  

7 0 , 0 0 1 〜 1 8 0 , 0 0 0  
1 8 0 , 0 0 0 〜  

1 0 . 5  
1 7 . 5  
3 0 . 0  
3 3 . 0  
3 9 . 0  

0 〜 1 4 , 0 0 0  
1 4 , 0 0 1 〜 4 8 , 0 0 0  
4 8 , 0 0 1 〜 7 0 , 0 0 0  

7 0 , 0 0 1 〜 1 8 0 , 0 0 0  
1 8 0 , 0 0 0 〜  

1 0 . 5  
1 7 . 5  
3 0 . 0  
3 3 . 0  
3 9 . 0  

（ 出 所 ） I n l a n d  R e v e n u e （ 2 0 1 0 a ;2 0 1 0 b ）、 I n l a n d  R e v e n u e , Ta x  r a t e s  f o r  i n d i v i d u a l s
（ h t t p s : / / w w w. i r d . g o v t . n z / i n c o m e - t a x / i n c o m e - t a x - f o r - i n d i v i d u a l s / t a x - c o d e s - a n d - t a x - r a t e s -
f o r - i n d i v i d u a l s / t a x - r a t e s - f o r - i n d i v i d u a l s ） 最 終 閲 覧 ： 2 0 2 5 / 8 / 2 9 、 よ り 作 成 。  

 

 ⑤クリス・ヒプキ ンズ（ Ch r i s  Hipk ins） 政 権  

ジ ャシンダ・ ア ーダー ン⾸相 の突然の辞任を受け 、2023 年 １⽉に 後任と な っ

た の はクリス・ヒプキ ンズで あ る 。同年 ４⽉に は 、内国歳⼊庁に よ り 、超富 裕

層の 経 済所得の推計が公表さ れ 、主た る部分 が キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン で あ る こ と

が明ら か に さ れ た（ Ⅴ節参照）。し か し な が ら 、クリス・ヒプキ ンズは 、10 ⽉に

実 施 さ れ る予定 の総選挙 に 配慮し 、総選挙 に勝利して も 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ

イ ン 課 税 を導⼊し な い こ と の 意思表明を７⽉に は ⾏ っ た 3 4 ) 。総選挙 で は 、労 働

党 が敗北し た 。  

 

 ⑥クリストファー ・ ラクソン （ Ch r i s tophe r  Luxon） 政 権  

 2024 年 ３⽉に 、Br ight- l ine test の期間が 、 制 度創設当初の ２ 年 に戻さ れ た  
3 5 ) 。10 年 か ら 2 年 に短縮す る ⽬ 的 は 、住宅供給を促進して 、家賃上昇圧⼒を抑  

制 す る こ と に あ っ た 。政 府 が 家賃動 向 に 注 ⽬ す る背景に は 、（ a）2000 年 代 半ば  

以 降 、 家賃上昇率が住宅ロー ン⽀払い の上昇率を⼤き く上回って い た こ と 3 6 ) 、 

（ b）急激な 家賃上昇に よ り 、特 に低所得者層に と って 、家計の他の必要 な⽀出  

に回す余裕 が低下 して い た こ と が あ っ た 。  

 
3 4 )  ʻH i p k i n s  r u l e s  o u t  c a p i t a l  g a i n s  t a x ,  w e a l t h  t a x  i f  L a b o u r - e l e c t e d ʼ , R N Z , 1 2  Ju l y  2 0 2 3 .  
KPMG ( 2 0 2 3 )も参 照 。  

3 5 )  以 下 は 、M i n i s t r y  f o r  R e g u l a t i o n ( 2 0 2 3 ) 参 照 。   
3 6 )  週単位の 住宅ロ ー ン⽀払い の上昇率は 4 8 . 8％である の に対し 、週単位の家賃上昇率は

9 3 . 0％であった 。 S t a t s  N Z ,  Ho u s i n g  affo r d a b i l i t y  m o r e  c h a l l e n g i n g  f o r  r e n t e r s  t h a n  
h o m e o w n e r s ,  2 3  M a r c h ,  2 0 2 3 （ h t t p s : / / w w w. s t a t s . g o v t . n z / n e w s / h o u s i n g - affo r d a b i l i t y -
m o r e - c h a l l e n g i n g - f o r - r e n t e r s - t h a n - h o m e o w n e r s / ） 参 照 、 最 終 閲 覧 ： 2 0 2 5 / 6 / 8 。  
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賃貸住宅居住者の可処分所得に 対 す る 家賃の ⽐率は 、 諸 外 国 と ⽐ 較 す る と 相  

対 的 に⾼い 。2018 年 に お い て 、低所得者層（最低所得階層）の可処分所得に 対

す る 家賃の ⽐率が 40％を超える割合が 61％と OECD 諸 国中トップで あ っ た 。

ま た 、賃貸住宅居住者全体で ⾒ て も 、同⽐率が 40％を超える割合（ 24％） が

OECD 諸 国中イギリス（ 25％） に次い で⾼く な って い た 3 7 ) 。  

テスト期間 10 年 の 問 題 点 と し て 、 2 年 の 場合よ り も多く の者を投機 家

（ speculator） とみな して 課 税 対象と す る こ と に よ り凍結効 果 の誘因 が⾼ま り 、

⻑期的 に は住宅供給を抑制 して 家賃を上昇させる こ と 、 ま た 、 税収確保の ⾒通

し が ⼩ さ い こ と 、が懸念さ れ た 。2 年 に戻す こ と に よ り 、投機 に 対 す る 課 税 ル ー

ル が明確に な り 、 制 度発⾜当初の ⽬ 的 が達成さ れ る と 考えら れ た 。  

テスト期間を短縮す る こ と に 関 して財務省は反対 す る 。同省は 、テスト期間

の⻑期化（ 20 年 ） を⽀持す る 3 8 ) 。 20 年 を主張す る背景に は 、 2017 年 に譲渡さ

れ た居住⽤財産 の所有期間を ⾒ る と 、平均所有期間は 7 年〜 8 年 で 、20 年 以 下

が全体の 91％を占め て い た こ と が あ る 3 9 ) 。 20 年 に す る こ と に よ り 、 よ り多く

の キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン が捕捉可能と な り 、課 税 の公平性が 改善さ れ る と と も に 、

住宅価格下落に貢献 す る と 考えら れ た 。テスト期間 2 年への ⾒ 解 と して 、短・

中期に は 、 家賃への影響は ⼩ さ い 。⻑期的 効 果 は 、都市 の⼟地の供給を増加さ

せる 政策に依存 す る と主張す る 。  

2024 年 10 ⽉に は 、 調 査 対象の６割強が 包 括 的 キ ャ ピ タ ル 。 ゲ イ ン 課 税 に賛  

 
3 7 )  詳 細 は 、 Pe r r y ( 2 0 2 1 ) 参 照 。 2 0 2 2 年 の デ ー タでも、状況は⼤きく変化して い な い 。低所 得

者層（ 最低所 得階層） の 可処分所 得 に対す る家賃 の⽐率が 4 0％を超える割合 は 5 7 . 4％であ
り 、コロ ンビア（ 8 2 . 3％）、チリ （ 6 7 . 1％） に次いで⾼い 。 賃 貸 住宅居 住 者全体で、 同⽐率
が 4 0％を超える割合 を⾒る と 、 2 4 . 8％で O E C D 諸国中オラ ンダ（ 2 5 . 6％） に次いで⾼く な
って い る 。 以上、 O E C D  Affo r d a b l e  Ho u s i n g  D a t a b a s e  
( h t t p s : / / w w w. o e c d . o r g / c o n t e n t / o e c d / e n / d a t a / d a t a s e t s / o e c d - affo r d a b l e - h o u s i n g -
d a t a b a s e . h t m l ) 参 照 、 最 終 閲 覧 ： 2 0 2 5 / 6 / 7 。 なお、 O E C D では 住宅取 得 可 能性の指標と し
て 、 可処分所 得 に対す る家賃 （ 賃 貸 の 場 合 ）および住宅ロ ー ン （持ち家の 場 合 ） の⽐率以
外 にも、 最 終消費⽀出 に対す る 住宅関 連⽀出 （家賃 、 住宅ロ ー ン、光熱費⽤ ） の⽐率にも
注⽬す る 。 O E C D ( 2 0 2 4 ) ,  Affo r d a b l e  h o u s i n g ,  So c i e t y  a t  a  G l a n c e  2 0 2 4 :  O E C D  So c i a l  
I n d i c a t o r s  
( h t t p s : / / w w w. o e c d . o r g / e n / p u b l i c a t i o n s / s o c i e t y - a t - a - g l a n c e - 2 0 2 4_9 1 8 d 8 d b 3 - e n / f u l l -
r e p o r t / affo r d a b l e - h o u s i n g_1 a 2 e c 3 0 f . h t m l )  参 照 、 最 終 閲 覧 ： 2 0 2 5 / 6 / 7  

3 8 )  こ れ に 関 して は 、 T h e  Tr e a s u r y  ( 2 0 2 1 a )も参 照 。  
3 9 )  2 年 以 下 1 8％、 5 年 以 下 4 2％、 1 0 年 以 下 6 4％、 1 5 年 以 下 8 3％であった （ T h e  Tr e a s u r y  

( 2 0 2 1 a ) , p . 1 7 参 照 ）。  
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成す る と の ア ン ケ ー ト結果 が公表さ れ た （ Ⅳ節参照）。同年 12 ⽉に は 、 ラクソ

ン⾸相 が 、在任中の 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税導⼊を否定 す る⼀⽅ 4 0 ) 、ヒ

プキ ンズ労 働 党 党⾸は 、次回（ 2026 年 ）の総選挙 で同税 を争点 と す る こ と を 労

働 党 年次⼤会で宣⾔ し た 4 1 ) 。  

 

Ⅲ . 1980 年 代 以 降 の 政 府 報 告 書 お よ び 国 際 機 関 の 議 論  
 

 表 6は 、1980 年 代 以 降 に お け る キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 を 巡 る 議 論 の 動 向 を 、

政 府 に よ り設置さ れ た委員会に よ る 報 告 書 お よ び 国 際 機 関（OECD、IMF）に よ

る 提 ⾔ に 注 ⽬ して⽰し た も の で あ る 。 以 下 、 そ の 概 要 を ⾒ よ う 。  

 

表 6  キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 を 巡 る 議 論 の 動 向 （ 1 9 8 0 年 代 以 降 ）  

 ⾸ 相  与 党 第 １ 党  政 府 報 告 書  国 際 機 関  

1 9 8 0 年 代  ロ バ ー ト ・ マ ル ド ゥ ー ン
( 1 9 7 5 / 1 2 / 2 6 〜 1 9 8 4 / 7 / 2 6 )  

ニ ュ ー ジ ー ラ
ン ド 国 ⺠ 党  

M c C a w ,  e t  a l  ( 1 9 8 2 )  −  

デ ビ ッ ド ・ ロ ン ギ  
( 1 9 8 4 / 7 / 2 6 〜 1 9 8 9 / 8 / 8 ）  

ニ ュ ー ジ ー ラ
ン ド 労 働 党  

・ C o n s u l t a t i v e  C o m m i t t e e  o n  
A c c r u a l  T a x  o f  I n c o m e  &  
E x p e n d i t u r e （ 1 9 8 7 ）  

・ T h e  R o y a l  C o m m i s s i o n  o n  
S o c i a l  P o l i c y  ( 1 9 8 8 )  

−  

ジ ェ フ リ ・ パ ル マ ー  
( 1 9 8 9 / 8 / 8 〜 1 9 9 0 / 9 / 4 ）  

N e w  Z e a l a n d  C o n s u l t a t i v e  
C o m m i s s i o n  o n  t h e  R e f o r m  o f  
t h e  T a x a t i o n  o f  I n c o m e  f r o m  
C a p i t a l  ( 1 9 8 9 a ; 1 9 8 9 b )  

−  

1 9 9 0 年 代  ジ ェ フ リ ・ パ ル マ ー  
( 1 9 8 9 / 8 / 8 〜 1 9 9 0 / 9 / 4 ）  

−  

マ イ ク ・ ム ー ア  
( 1 9 9 0 / 9 / 4 〜 1 9 9 0 / 1 1 / 2 ）  

−  −  

ジ ム ・ ボ ル ジ ャ ー  
( 1 9 9 0 / 1 1 / 2 〜 1 9 9 7 / 1 2 / 8 ）  

ニ ュ ー ジ ー ラ
ン ド 国 ⺠ 党  

−  −  

ジ ェ ニ ー ・ シ ッ プ リ ー
( 1 9 9 7 / 1 2 / 8 〜 1 9 9 9 / 1 2 / 5 ）  

−  −  

ヘ レ ン ・ ク ラ ー ク  
（ 1 9 9 9 / 1 2 / 5 〜 2 0 0 8 / 1 2 / 1 9 ）  

ニ ュ ー ジ ー ラ
ン ド 労 働 党  

―  
 

―  

2 0 0 0 年 以 降  ヘ レ ン ・ ク ラ ー ク  
（ 1 9 9 9 / 1 2 / 5 〜 2 0 0 8 / 1 2 / 1 9 ）  

ニ ュ ー ジ ー ラ
ン ド 労 働 党  

M c l e o d , e t  a l  
( 2 0 0 1 a ; 2 0 0 1 b ; 2 0 0 1 c ）  

O E C D  ( 2 0 0 0 )  
O E C D  ( 2 0 0 7 )  

ジ ョ ン ・ キ ー  
（ 2 0 0 8 / 1 2 / 1 9 〜 2 0 1 6 / 1 2 / 1 2 )  

ニ ュ ー ジ ー ラ
ン ド 国 ⺠ 党  

V i c t o r i a  U n i v e r s i t y  o f  
W e l l i n g t o n  T a x  W o r k i n g  G r o u p  
( 2 0 1 0 )  

I M F  ( 2 0 1 1 )  
O E C D  
( 2 0 1 1 ; 2 0 1 3 )  

ビ ル ・ イ ン グ リ ッ シ ュ
( 2 0 1 6 / 1 2 / 1 2 〜 2 0 1 7 / 1 0 / 2 6 ）  

−  O E C D  ( 2 0 1 7 )  

ジ ャ シ ン ダ ・ ア ー ダ ー ン
( 2 0 1 7 / 1 0 / 2 6 〜 2 0 2 3 / 1 / 2 5 )  

ニ ュ ー ジ ー ラ
ン ド 労 働 党  

T a x  W o r k i n g  G r o u p  
( 2 0 1 8 b ; 2 0 1 9 a ; 2 0 1 9 b )  

−  

 
4 0 )  “PM  C h r i s t o p h e r  L u x o n  a d m i t s  h e  n e e d s  t o  ʻw o r k  h a r d e r  o n  c o r p o r a t e  s p e a k ʼ  a f t e r   
ʻc u s t o m e r s ʼ  r e f e r e n c e ” ,  R N Z , 4  N o v e m b e r, 2 0 2 4 .  

4 1 )  “L a b o u r  l a y s  g r o u n d w o r k  f o r  e l e c t i o n - y e a r  c a p i t a l  g a i n s  t a x ” , R N Z ,  2  D e c e m b e r, 2 0 2 4 .  
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ク リ ス ・ ヒ プ キ ン ズ  
( 2 0 2 3 / 1 / 2 5 〜 2 0 2 3 / 1 1 / 2 7 )  

ニ ュ ー ジ ー ラ
ン ド 労 働 党  

−  −  

ク リ ス ト フ ァ ー ・ ラ ク ソ ン
( 2 0 2 3 / 1 1 / 2 7 〜 )  

ニ ュ ー ジ ー ラ
ン ド 国 ⺠ 党  

−  I M F  ( 2 0 2 4 )  

（ 出 所 ） Hu a n g  a n d  E l l iffe ( 2 0 1 0 ) 、 Ja c o m b ( 2 0 1 4 ) 、 G r i ffi t h s ( 2 0 1 7 ) 、 G l a z e b r o o k ( 2 0 1 8 ) 、 Sa d iq   
a n d  Sa w y e r ( 2 0 1 9 ) 、 N e w  Z e a l a n d  G o v e r n m e n t ,  N E W  Z E A L A N D  H IST O RY;  P r e m i e r s  a n d   
P r i m e  M i n i s t e r s  Pa g e  3  ‒  B i o g r a p h i e s よ り 作 成 。  

 

１ . 労 働 党 政 権 下 の 議 論  

（ １ ） Consul ta t ive  Comm i t t ee  on Accrua l  Tax  o f  Income  and  Expendi tu re  

（ 1987）  

同報 告 書 は 、 ド ン ・ブラッシュ （Donald ,  T.  Brash：政 治 家 、 1988 年 に ニ ュ

ー ジ ー ラ ン ド準備銀⾏総裁に就任）が委員⻑を務め て い る こ と か ら 、Brash repor t

と呼ばれ て い る 。  

①ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド 税 制 の 問 題 点  

報 告 書 で は 、 まず当時の ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の 税 制 の 問 題 点 と して 、次の ２ 点

を 指 摘 す る 。  

第⼀に 、所得税法で は収益と 資 本 が区別さ れ 、前者は 課 税 、 後者は 原 則⾮課

税 と さ れ る 。 こ れ は信託法に基づき 、収益（ 果 実 ） は受益者が⽀出可能で あ る

が 、 資 本 （樹⽊） は将来世代 の た め に保存 さ れ る と 考える か ら で あ る 。 キ ャ ピ

タ ル ・ ゲ イ ン は樹⽊の成⻑とみな さ れ 、 課 税 は 限 定 的 で あ る 。 し か し な が ら 、

収益と 資 本 の区別は困難で 、⼈為的区分 に よ り 課 税ベースが浸⾷さ れ て い る 。

こ の こ と は 、 特 に借り⼊れ に よ り 資 産 を購⼊す る 場合に 問 題 と な る 。  

第⼆に 、規制緩和に伴い 、 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド企業に よ る 対 外投資 の 機会が拡

⼤して い る に も か か わ らず、 税 制 に 国 際 課 税 の視点 が⽋け て い る 。  

以 下 で は 、第⼀の 点 に 注 ⽬ す る 。  

 

②キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 対 す る基本 的 ⾒ 解  

課 税 の公平性、中⽴性の 観 点 か ら 考察す る と 、収益と 資 本 を区別す るべき で

は な く 、公平性お よ び中⽴性の 観 点 か ら 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン に は 包 括 的 に 課
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税 すべき で あ る と す る 4 2 ) 。 ただし 、 包 括 的 に 課 税 す る⽅法（所得税 制 の枠組み

で の 対応 or キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税 の導⼊） に は ⾔及して い な い 。  

次に 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 実 施 に伴う 、 さ まざま な 問 題 点 を 指

摘 して い る 。                                                            

第⼀に 、未実 現 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン の扱い が 問 題 と な る（発⽣時課 税 or 実 現

時課 税 ）。  

第⼆に 、イ ンフレに よ り発⽣す る ゲ イ ン の扱い が 問 題 と な る（名⽬ ゲ イ ン or

実質ゲ イ ン ）。  

第三に 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン の 課 税 対象（⼟地、建物、 家具、美術品、⾃動

⾞ etc .） の 検 討 が必要 と な る 。  

第四に 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税導⼊時に保有して い る 資 産 か ら⽣ずる キ ャ

ピ タ ル ・ ゲ イ ン を 課 税 対象と す る の か 、 そ れ と も導⼊後 に購⼊す る 資 産 か ら⽣

ずる キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン を 課 税 す る の か 検 討 し な け ればな ら な い 。  

第五に 、 諸 外 国 の 経験か ら 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 か ら得ら れ る 税収規模

は⼤き く な い と 考えら れ る 。  

 

③キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 対 す る 提 ⾔  

（ a）株式譲渡益に 対 す る 提 ⾔  

 借⼊れ を して 国内企業へ株式投資 を す る 場合、⽀払利⼦の控除は キ ャ ピ タ ル・

ゲ イ ン が 課 税 さ れ る 場合に 限 定 さ れ るべき で あ る （ 現 実 は 、⽀払利⼦控除、株

式譲渡益⾮課 税 ）。借⼊れ に よ り株式を購⼊す る 動 機 は 、配 当 で は な く売却益を

得る こ と で あ り 、譲渡益は⾮課 税 で 経費を控除す る の は 整合的 で な い と 考えら

れ る 。  

 借⼊れ を して 外 国企業へ株式投資 を ⾏ う 場合、 外 国企業の株式の売却か ら⽣

ずる キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン は 、無限 に延期も し く は 租 税回避が可能で あ る か ら 、

⽀払い利⼦の控除を認め るべき で は な い 。  

（ b）⼟地譲渡益に 対 す る 提 ⾔  

 
4 2 )  C o n s u l t a t i v e  C o m m i t t e e  o n  A c c r u a l  Ta x  o f  I n c o m e  a n d  E x p e n d i t u r e ( 1 9 8 7 ) , p . 3 参 照 。  
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当時の 制 度 は 、⼟地譲渡益は転売⽬ 的 で の購⼊の 場合に 限 定 さ れ 、 かつ⽀払

利⼦控除は 10 年間認め ら れ て い た 。さ ら に 、当時存 在 して い た⼟地税 は 、主た

る住居の⼟地お よ び農地は⾮課 税 と さ れ て い た 。 こ の こ と に よ り 、所得を キ ャ

ピ タ ル ・ ゲ イ ン に転換す る誘因 が 存 在 し た 。  

税 制 の 整合性の 観 点 か ら は 、⽀払利⼦控除を認め る な らば、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ

イ ン は 課 税 すべき で あ る 。 し か し な が ら 、 当時の 労 働 党 政 権 下 で は財政 再建の

た め に農業に 対 す る補助⾦が撤廃さ れ 、農家 の 経営が圧迫さ れ て い た 。 ま た 、

農地の 場合、⾃宅（ キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン⾮課 税 ）と農場（ 課 税 ）が混在 して お り

両者の線引き が困難で あ っ た 。  

以上の事柄に 配慮し 、 報 告 書 で は 、⼟地譲渡益に 対 す る 課 税 は株式の 場合と

同様、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 お よ び⽀払利⼦控除、 も し く は キ ャ ピ タ ル ・ ゲ

イ ン⾮課 税 お よ び⽀払利⼦控除不可の いずれ か の⽅法を選択可能と す る と さ れ

た 。  

 報 告 書 は 、 以上の よ う に キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン を得る ⽬ 的 で の借⼊れ に 対 す る

課 税 を強化す る こ と で 、 課 税ベースを拡⼤し 、 税率を引き 下 げる こ と が可能に

な る と述べて い る 。  

  

（ ２ ） The  Roya l  Comm i s s ion on Soc i a l  Po l icy  (1988)  

 王⽴社会政策委員会（The Royal  Comm iss ion on Soc ia l  Po l icy） は 、 ニ ュ ー ジ

ー ラ ン ド を公平かつ公正な社会に す る た め ア イヴァー ・リチャ ー ドソン （ Ivor  

R ichardson：当時ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド控訴院⻑） を委員⻑と す る６名の委員か ら

構成さ れ た委員会で あ る 。同委員会は 、1988 年 に全４巻か ら成る 報 告 書 を公刊

して お り 、そ の第３巻第２部（ Future D irect ions：Assoc iated Papers）の「所得

維持と 租 税 （ Income Maintenance and Taxation ）」の中で キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン

課 税 に 関 す る 提 ⾔ も ⾏ って い る 。  

 ①キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 対 す る基本 的 ⾒ 解  

 所得税法で は 、信託法に基づき⽣涯不動 産 権者（ li fe tenant）の利益（所得）

は 課 税 、残余権者（ remainderman） の利益（ 資 本 お よ び キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン ）

は⾮課 税 で あ る 。前者は 果 実 （ fruit）、 後者は樹⽊（ tree） に例えら れ る 。伝統

的 に 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン につい て は⼀部の売却益のみが 課 税 対象と さ れ て き
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た が 、所得と 資 本 の線引き は困難で 、納税 当局と納税者間で 対⽴に よ る訴訟事

例が多く発⽣して い る 。  

 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 が 限 定 的 な こ と に よ り 、公平性、 効率性の 観 点 か ら

問 題 が⽣ずる 。公平性の 観 点 か ら は 、 特 に キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン を期待して借⼊

れ に よ り 資 産 を購⼊す る ケ ースが 問 題 で あ る 。⽀払利⼦の控除は認め ら れ る の

に 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 は 限 定 的だか ら で あ る 。 こ の こ と に よ り 、 も っ ぱ

ら 富 裕層が恩恵を受け て い る 。 効率性の視点 か ら は 、 税 制 が 税⾦対策（ tax  

p lanning） を助⻑し 、貯蓄・投資 の 意思決定 に⼲渉して い る 。  

 

 ②キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 課 題  

  以上の よ う に 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 が 限 定 的 な こ と に よ り 、公平性お よ

び 効率性の 観 点 か ら適切で は な く 、課 税ベースを侵⾷して い る 。し た が って 、包

括 的 な キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 4 3 ) が望ま し い が 、実 現 す る た め に は多く の 課 題

を抱える 。  

 委員会が 課 題 と して 指 摘 して い る の は 、 も っ ぱ ら発⽣時課 税 も し く は 実 現時

課 税 の選択に 関 わ る事柄で あ る 。発⽣時課 税 の 課 題 と して 、流動性（⽀払い の

た め の 現⾦）、資 産評価が 指 摘 さ れ る 。実 現時課 税 につい て は 、凍結効 果（ lock-

in effect :  資 産 の売却が 課 税 の た め抑制 さ れ る 現象）、集積効 果 (bunching effect :  

累進課 税 の 下 で キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン が売却時に⼀括 課 税 さ れ る こ と に よ り 、 税

負担が他の安定 的 な所得と ⽐ 較 して不利に な る 現象 )、イ ンフレ調 整 、キ ャ ピ タ

ル・ロスの扱い 、適⽤対象（新制 度導⼊前の 資 産 を含む or 新制 度導⼊後 の 資 産

に 限 定 ） などが 課 題 と さ れ て い る 。  

 

（ ３ ）New  Zea land  Consul ta t ive  Comm i s s ion on the  Re form  o f  the  Taxat ion 

o f  Income  f rom  Cap i t a l  (1989a ;1989b)  

 「資 本所得課 税 の 改 ⾰ に 関 す る諮問委員会」は 、1989 年 に ジェフリー ・パル

マー（ Geoffrey  Palmer）内閣の財務⼤⾂  デ イビット・ケ イギル（Dav id Caygi l l）

の諮問 を受け発⾜し た委員会で あ る 。委員は 、ア ーサー・バラブ（Arthur  Valabh：

 
4 3 )  包括的に 課 税 す る⽅法（ 所 得 税 制 の枠組みでの対応 o r キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税 の導⼊） に

は⾔及して い な い 。  
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当時 Delo i t te  Hask ins  &  Sel ls 社の共同経営者）を委員⻑と す る ５名か ら構成さ

れ た 。委員会の役割は 、 資 本所得課 税 に 関 して 、 課 税ベースの拡⼤を 検 討 す る

こ と 、お よ び イ ンフレに よ る歪曲効 果 を抑制 し 4 4 ) 、所得税 制 の中⽴性を 改善す

る こ と で あ っ た 。前者に 関 連 して 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の あ り⽅が 検 討 さ

れ て い る 。  

 ①資 本所得税 の⽋陥  

（ a） キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税  

 所得税法で は 、所得と 経費が収益勘定 （ revenue account :  普通所得と 経費）

と 資 本勘定（ cap i ta l  account :  普通所得以 外 の所得と 経費）に区分 さ れ て お り 、

普通所得は 課 税 、 そ れ 以 外 は⾮課 税 と さ れ て い る 。 課 税 対象と な る所得の範囲

は 、 1891 年 の所得税法導⼊以来、司法の判断に委ねら れ て き た 。  

 資 本勘定 の収益は⾮課 税 で あ る が 、時間の 経過と と も に個々 の納税者の状況

を よ り よ く反映す る た め に 、 特別⽴法に よ り 課 税 対象が増えて き た 。 資 産売却

益に 関 して ⾒ る と 、転売⽬ 的 で購⼊さ れ た 資 産 の売却益（ 1916 年 ）、デ ィ ラ ー・

開発業者・建設業者の⼟地譲渡益（ 1973 年 ）、知的財産 権 の譲渡益（ 1980 年 ）、

債券お よ び そ の他の⾦融資 産 の売却益（ 1986年 ）などが 課 税 対象に加えら れ た 。  

 し か し な が ら 、依然と して 、多く の⼟地譲渡益、株式譲渡益、商品投資（ e.g.

⾦）・収集品（美術品、⾻董品、宝⽯、ビンテー ジ品等 ）の譲渡益、営業権 の譲

渡益等 は⾮課 税 で あ る 。こ の こ と に よ り 、次の よ う な 問 題 点 を発⽣させて い る 。  

 第⼀に 、社会に と って最⾼の収益を も た ら す可能性の あ る も の か ら 、 税 制上

優遇さ れ る も のへ投資 が 向 か う こ と に よ り 、社会に 対 して不必要 なコスト （厚

⽣⽔準の低下 ） を 課 して い る 。  

 第⼆に 、 課 税 さ れ る投資 か ら⾮課 税 の投資へと 租 税回避を促進し 、 税収損失

を も た ら して い る 。  

 第三に 、⾮課 税 の投資へと所得転換を ⾏ う の は も っ ぱ ら⾼所得者で あ り 、 専

⾨ 家 に依頼して 税⾦対策を ⾏える の は⾼所得者で あ る 。 し た が って 、 キ ャ ピ タ

ル ・ ゲ イ ン は⾼所得者層に集中す る と 考えら れ る 。  
 

4 4 )  1 9 8 0 年代後半の消費者 物価上昇率は 、 1 9 8 7 年 に 1 8 . 2％まで上昇後 、低下傾向にあり 、
1 9 8 7 年 （ 1 9 8 8 年 ） に は 1 8 . 2％（ 9％） と なって い る （ D a l z i e l  a n d  L a t t i m o r e  ( 1 9 9 6 ) ,  訳書
1 0 1 ⾴および 1 3 6 ⾴参 照 ）。  
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 第四に 、 課 税所得（収益勘定 ） と⾮課 税所得（ 資 本勘定 ） の線引き が困難で

あ り 、 税務当局と納税者間で の係争が頻繁に⽣じ て い る 。 こ の こ と に よ り 、 税

務⾏ 政費⽤お よ び納税協⼒費⽤が増加す る 。  

（ b） イ ンフレの影響  

 名⽬所得が 課 税 対象と さ れ る こ と に よ り 、 実質所得のみな らずイ ンフレに よ

る所得増加も 課 税 対象と さ れ て い る 。  

 

②キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 関 す る 提 ⾔  

 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 関 す る委員会の 提 ⾔ は 、 以 下 の と お り で あ る 。  

（ a） 資 本勘定 に 分類さ れ て い る所得は 、⾮課 税 と さ れ て い る キ ャ ピ タ ル ・ ゲ

イ ン も含め て 課 税 対象と すべき で あ る 。  

（ b）譲渡に よ り⽣ずる ゲ イ ン お よ びロスについ て は 、イ ン デクセーション（物

価調 整措置） を適⽤す る 。  

（ c）事業関 連 の 資 産 の譲渡益は 課 税 対象に含め るべき で あ る 。  

（ d） 家電製品、 家具、⾃動⾞、ボー ト などの よ う に 、時間と と も に価値の低

下 す る も の の譲渡益は⾮課 税 と す る 。  

（ e）逆に 、時間と と も に価値の上昇す る も の の譲渡益（ e.g.美術品、⾻董品、

宝⽯等 の収集品） は 課 税 す る 。  

（ f）主た る住居の譲渡益は 、イ ンフレ調 整 を ⾏ い 、住宅リフォーム費⽤の控除

も し く は標準控除の いずれ か を適⽤後 、 課 税 す る 。 こ れ に よ り 、ほとんどの ケ

ースで⾮課 税 と な る こ と が予想さ れ る 。  

（ g） キ ャ ピ タ ル ・ロスは キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン か ら のみ控除可能と す る 。普通

所得か ら も控除可能と す る と 、価値の低下 す る 資 産 を売却し 、価値の上昇す る

資 産 の売却を延期す る こ と を促進す る 。  

（ h）新制 度 は 、新制 度 実 施 後 の 資 産売却に適⽤す る 。  
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③報 告 書 に 対 す る反対 意 ⾒ 4 5 )  

Comm i t tee Agains t  Cap i ta l  Taxes(1990)は 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税

反対 の⽴場 か ら 、委員会の 提 ⾔ に 対 して 意 ⾒ 書 を 提出して い る 。反対 の 理由は 、

課 税 の費⽤が便益を は る か に上回る と い う も の で あ る 。 以 下 、 そ の 概 要 を ⾒ よ

う 。  

（ a）収益と 資 本 の区別  

収益と 資 本 の区別が難し い か ら と い う 理由で 、 資 本勘定 に含め ら れ て い る収

⼊を すべて 課 税 対象に す る こ と に は反対 す る 。そ の 理由と して 挙 げ ら れ る の は 、

第⼀に 、 資 本勘定 の収⼊は 、 資 産 の保有かつ利⽤に よ り得ら れ る も の と 資 産 の

売却に よ り得ら れ る キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン か ら構成さ れ 、両者は区別さ れ るべき

こ と で あ る 。第⼆に 、収益と 資 本 を統合す る事例は海外 に も ⾒ 当 た ら な い こ と

で あ る 。第三に 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン を収益に含め て 課 税 対象と す る こ と の是

⾮は 、 そ の 経 済 効 果 で判断さ れ るべき で あ る と主張す る 。  

（ b） 経 済 効 果  

・公平性  

包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 が 実 施 さ れ て い る 諸 外 国 の状況を眺め る と 、

現 実 の 制 度 （主た る住居⾮課 税 、不適切な物価調 整 、 限 定 的 な キ ャ ピ タ ル ・ロ

ス控除、 分離課 税 、 実 現時課 税 等 ） は 理想か ら か け離れ て お り 、公平性は犠牲

と な って い る 。  

・ 効率性  

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の 家計貯蓄率は 、過去 10 年 （ 1980〜 1989 年 ）低下 して い

る 。将来的 に は 、⼈⼝の⾼齢化に よ り 、 さ ら な る貯蓄率の低下 が予想さ れ る 。

包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 は 、中⻑期的 に は 家計貯蓄率お よ び投資 を低下

させ、 経 済成⻑を 阻害す る可能性が あ る 。  

さ ら に 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 は 、 資 本逃避を促進す る 。 ま た 、 ニ

ュ ー ジ ー ラ ン ド の 国 際競争⼒を低下 させる 。  

・簡素性  

制 度 が複雑に な り 、 税務⾏ 政費⽤お よ び納税協⼒費⽤が増加す る 。  

 
4 5 )  C o m m i t t e e  A g a i n s t  C a p i t a l  Ta x e s ( 1 9 9 0 ) , C h a p . 2 , C h a p . 6 , C h a p . 8 参 照 。  
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・ 税収  

包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 税収規模は⼤き く な い と予想さ れ る 。  

 

（ ４ ）Mc l eod ,et  a l . (2001a ;2001b ;2001c）  

①キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 対 す る基本 的 ⾒ 解  

McLeod Rev iew 4 6 ) で は 、BBLR アプローチに基づき 、課 税ベースを拡⼤す る⼿

段と して キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 が 検 討 さ れ た 4 7 ) 。 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン

課 税 の⽅法と して 、所得税 の枠組みで 課 税 対象と す る キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン を増

やす か 、 も し く は所得税 と は別枠で新た に キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税 を導⼊す る か

の ２種類が あ る と し た 。委員会の結論 と して は 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税 の導⼊

に否定 的 で あ る 。  

こ れ は 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税導⼊に よ る デメリット （ 税務⾏ 政費⽤お よ び

納税協⼒費⽤の増加） が メリット （公平性、 効率性、 税収増加） を上回る と判

断し た か ら で あ る 。 こ の 点 に 関 して 、委員会の最終報 告 書 で は次の よ う に述べ

ら れ て い る 。  

「⼀般的 な 実 現ベースの キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税 （ general  real isation-based 

cap i ta l  gains  tax） は 、必ずし も我々 の 税 制 を よ り公平で かつ効率的 に し な い 。

ま た 、租 税回避を減少させ、（所得）税率の引き 下 げ を可能に す る⼗分 な 税収を

増加させな い 。 そ れどころか 、 制 度 を複雑に し 、コスト を増加させる 。 諸 外 国

（オースト ラリア、 イギリス、 アメリカ） の 経験が こ の結論 を⽀持して い る」

（McLeod(2001b) ,  p .28）。  

  

②キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 対 す る 提 ⾔  

キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税導⼊に 代 わ る⽅法と して委員会で 検 討 さ れ た の は 、 現

実 的 アプローチ（ pragmatic  approach） と RFRM（R isk-Free Return Method）

アプローチの ２種類で あ る 。  

 
4 6 )  M c l e o d  R e v i e w の⽬的に つ い て は 、 篠 原 （ 2 0 2 3 ） 参 照 。  
4 7 )  報告書では 、 課 税 ベ ー ス の拡⼤に 関 して 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 と 住宅課 税 を検討して

い る 。  
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（ a） 現 実 的 アプローチ  

 現 実 的 アプローチは 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の範囲を 問 題 が⽣じ た 際 に拡

⼤す る⽅法で 、過去に ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド で採⽤さ れ て き た の は こ の⽅法で あ る 。  

委員会は 、 こ の⽅法は 、投資事業体、海外投資 等 に適⽤可能で あ る と す る 。  

（ b） RFRM アプローチ  

委員会が よ り抜本 的⽅法と して 提案す る の が 、新た な 資 本所得税 制 と して の

RFRM アプローチで あ る 4 8 ) 。RFRM で は 、 資 本所得に 対 す る 税額は 下記の式に

よ り求め ら れ る 。  

資 本所得税額＝課 税 年 度 の期初の純資 産額×イ ンフレ調 整 後 の安全資 産  

（ 国債） の収益率×投資 家 の 限界税率  

 RFRM は 、 以 下 の よ う な⻑所を有す る 。  

 第⼀に 、 税額は投資 の収益率の違い に よ り左右さ れ な い か ら 、投資 の 意思決

定 に 対 して中⽴的 で あ る 。  

第⼆に 、 い か な る 資 産 に投資 し よ う と も 、 課 税 年 度 の期⾸の純資 産額が同じ

納税者の 税負担は同じ で あ る か ら公平で あ る 。  

第三に 、 イ ンフレ調 整 後 の収益率が適⽤さ れ る こ と に よ り 、物価調 整 機能を

有す る 。  

第四に 、 現 ⾏ の 限 定 的 な キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 制 度 の 下 で 問 題 と さ れ る 、

所得を キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン に転換す る誘因 が 働 か な い 。  

 し か し な が ら 、実 際 に RFRM を導⼊す る 際 に は 、次の よ う な 検 討 課 題 が あ る

と 指 摘 す る 。  

 第⼀に 、適⽤対象につい て で あ る 。 こ の 点 に 関 して は 、 国内企業に よ る他の

国内事業体への投資 、⾮居住者に よ る ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド企業への投資 につい て

は適⽤対象外 と さ れ る が 、 そ れ 以 外 の期初の純資 産額を把握で き る い か な る 資

産 も 対象に な り う る と して い る 。 ただし 、売買取引の ⾏ わ れ な い 資 産 につい て

は評価が困難で あ る こ と を認め て い る 。  

 第⼆に 、RFRM を上場株式に適⽤す る 場合、株主の所得に 対 す る ２重課 税 を

排除す る既存 の仕組み（ イ ン ピ ュテーション⽅式）で は 対応で き な い た め 、RFRM

 
4 8 )  以 下 は 、M c l e o d , e t  a l . ( 2 0 0 1 a ) ,  p p . 2 2 - 2 4 参 照 。  
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と法⼈税 を統合す る新た な⽅法が必要 に な る 。 こ の 点 に 関 して 報 告 書 で は 、法

⼈段階で の 課 税 に 対 して 、 国内投資 税額控除（ domes t ic  inves tor  tax  credit） の

制 度 を設け て 調 整 す る こ と を 提 ⾔ して い る 。  

 第三に 、 税額が保有資 産 か ら発⽣す る収⼊を上回る 場合、保有者が低所得の

場合（ e.g.⾼齢者）、保有資 産 の売却が困難な 場合（ e.g.持ち 家 ）、納税 が困難と

な る 。 こ の 問 題 に 対 して は 、委員会は延納⽅式の 検 討 を⽰唆して い る 。  

 RFRM の適⽤対象と して 、委員会は と り あえず特 定 の事業体か ら 開始し 、 実

⾏可能性が確認さ れ る ま で 対象を拡⼤し な い と して い る 4 9 ) 。  

 

（ ５ ） Tax  Work ing  G roup(2018b ;2018c ;2019a ;2019b)  5 0 )  

 ①包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の根拠  

委員会は 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 対象範囲の拡⼤を 提 ⾔ す る 。 そ の 理由

と して 挙 げ ら れ て い る の は 、 以 下 の よ う な事柄で あ る 。  

 第⼀に 、⼈⼝⾼齢化に 対応す る た め の財源を確保す る必要 が あ る 。 包 括 的 キ

ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に よ り 、 税収の増加が ⾒込め る 。  

 第⼆に 、公平性の 観 点 か ら望ま し い 。 限 定 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 は 、所

得の形態（ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン or そ の他の所得）に よ り 、⽔平的不公平を発⽣

させる 。中⼩企業の利潤の う ち約 20％は 、⾮課 税 の キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン で あ る

と推計さ れ る 。 ま た 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン を得る の は も っ ぱ ら⾼所得者層で あ

る か ら 、 課 税 が 限 定 的 な こ と に よ り垂直的不公平が⽣ずる 。  

 第三に 、税⾦対策、租 税回避の 機会を抑制 して 、税 制 の完全性（ integr i ty）の

実 現 に役⽴つ。 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 が 限 定 的 な こ と に よ り⽣ずる 現象と し

て 、配 当ストリッピ ング（ div idend str ipp ing）、収益勘定 か ら 資 本勘定への転換、

労 働所得の 資 本所得への転換が 指 摘 さ れ る 。  

（ a） 配 当ストリッピ ング  

配 当ストリッピ ングは 、⾮課 税 の キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン を得る た め に株式を売

却す る 際 に発⽣す る 現象で あ る 。 課 税 対象の 配 当 が 、⾮課 税 の キ ャ ピ タ ル ・ ゲ

イ ンへ転換さ れ る 。例えば、保有して い る企業Ａの株式を企業Ｂに売却す る こ

 
4 9 )  M c l e o d . e t  a l . ( 2 0 0 1 b ) , p . 2 9 参 照 。  
5 0 )  報告書の趣旨は 、 篠 原 （ 2 0 2 3 ） 参 照 。  
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と に よ り 、 配 当 に 対 す る 課 税 を免れ る と と も に 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン は⾮課 税

と な る 。  

（ b）収益勘定 か ら 資 本勘定への転換  

限 定 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 制 度 の 下 で は 、資 産 の⼀部（ e.g.主た る住居の

⼟地、営業権 ） は⾮課 税 の 資 本勘定 、 そ の他は収益勘定 に 分類さ れ て い る 。 こ

れ に よ り 、⾼収益の投資 か ら 、収益率が低く て も 税 制上の優遇措置が適⽤さ れ

る投資へ資 本 が流れ る 現象が⽣じ て い る 。  

（ c） 労 働所得を 資 本所得へ転換  

普通所得（ 課 税 ） で あ る 労 働所得を 、⾮課 税 の キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ンへ転換す

る誘因 を発⽣させて い る 。⼀例と して 、古い ⼩規模な商業ビル を購⼊し 、⾃ら

修理 して賃貸、 そ の間、維持修繕を ⾏ い売却す る ケ ースが 挙 げ ら れ る 。  

対象範囲の拡⼤を 検 討 す る 際 の アプローチと して 、対象を絞っ た 限 定 的 アプロ

ーチ（ targeted approach）と 包 括 的 アプローチ（ broad-based approach）の ２種

類を ⽐ 較 検 討 して い る 。前者は 、 問 題 が⽣じ た 場合に 課 税 を 検 討 す る 現 ⾏ 制 度

のやり⽅で あ る 。 後者は 、収益の範囲を拡⼤して 、 で き るだけ多く の キ ャ ピ タ

ル ・ ゲ イ ン を 課 税 対象に す る⽅法で あ る 。委員会が採⽤し た の は 包 括 的 アプロ

ーチで あ る 5 1 ) 。 限 定 的 アプローチは 、統⼀性の な い扱い に よ り⽔平的不公平が

⽣じ 、投資 の 意思決定 に歪みを も た ら す か ら で あ る 。 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ

ン 課 税 の⽅法と して は 、新た に キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税 を導⼊す る の で は な く 、

現 ⾏所得税 制 の枠組みの中で 課 税範囲を拡⼤すべき と して い る 5 2 ) 。  

 

②包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン の 課 税⽅法  

 課 税⽅法と して 、まず、発⽣時課 税 、実 現時課 税 を ⽐ 較 検 討 して い る 。ま た 、

RFRM につい て も ⾔及して い る 。  

 
5 1 )  最 終報告では 、包括的アプロ ーチを とった と して い る が （ Ta x  Wo r k i n g  G r o u p ( 2 0 1 9 b ) ,  

p . 5 6 ）。中間報告では限定的アプロ ーチを採⽤ し た と して い る （ Ta x  Wo r k i n g  G r o u p  
( 2 0 1 8 f ) ,  p . 3 6 ）。 こ れ は 、限定的アプロ ーチに 基 づき⾒直し を ⾏った結果と して 、包括的ア
プロ ーチに なったもの と推察さ れ る 。  

5 2 )   Ta x  Wo r k i n g  G r o u p ( 2 0 1 8 f ) , p . 1 5 0 および Ta x  Wo r k i n g  G r o u p ( 2 0 1 9 b ) , p . 5 7 参 照 。 2 0 1 8
年 5 ⽉ の Wo r k i n g  p a p e r では 、限定的アプロ ーチを選ぶな らば、 新 た に キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ
ン 税 を導⼊す る⽅が 、単純で税務⾏政費⽤ は⾼く な い と して い る （ Ta x  Wo r k i n g   
G r o u p ( 2 0 1 8 e ) , p . 3 8 ）。  
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 （ a）発⽣時課 税  

 発⽣時課 税 につい て は 、キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン の評価が困難な 資 産（ e.g.閉鎖的

会社の 資 産 ） が 存 在 す る こ と 、 キ ャッシュフロー 問 題 （ 定期的 な 現⾦収⼊の得

ら れ な い 資 産 につい て は 、売却を強い ら れ る可能性が あ る こ と ）、不公平感（ 現

⾦収⼊は得て い な い の に 課 税 さ れ る こ と ） などの 問 題 点 が あ る 。  

 （ b） 実 現時課 税  

 実 現時課 税 現 実 的 で あ る 。 実 現時課 税 の⽅法と して 、 提案さ れ て い る の は 、

第⼀に 、軽減税率を認め な い こ と で あ る 。軽減税率は公平性、簡素性の 観 点 か

ら望ま し く な い 。  

第⼆に 、 イ ンフレ調 整 は ⾏ わ な い 。 こ れ は 、発⽣時課 税 と ⽐ 較 す る と 、 実 現

時課 税 の 場合は 、売却を遅ら して イ ンフレの影響を緩和で き る こ と 、 イ ンフレ

調 整 を キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン に のみ認め る と 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン を発⽣させる

資 産への投資 を有利に す る こ と に よ る 。  

第三に 、 キ ャ ピ タ ル ・ロスは 、企業家精神やリスクテイ キ ングを抑制 し な い

た め に 、 原 則 、普通所得か ら控除可能と す る 。 ただし 、売却の タ イミングを操

作で き る デリバティブ取引、株式取引、貴⾦属、暗合通貨の 場合は 、損益通算

を 制 限 し 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン か ら のみ控除可能と す る 。  

 （ c） RFRM  

 報 告 書 は 、McLeod Rev iew で も 指 摘 さ れ た RFRM の⻑所と短所を表 7 の よ う

に 改 め て 整 理 す る 。  

 そ の上で 、RFRM の可能性につい て 検 討 し 、 も し適⽤す る と し た ら居住⽤賃  

貸投資 が望ま し い と す る 。 こ れ は 、賃貸住宅投資 につい て は純資 産額の推定 が  

⽐ 較 的容易な こ と 、 キ ャッシュフロー 問 題 の可能性が ⼩ さ い こ と に よ る も の と  

考えら れ る 。 ただし 、 １ 年 の あ る時期に のみ賃貸さ れ る別荘は除外 す る 。賃貸  

所得は既存 の所得税 の ル ー ル の 下 で 課 税 し 、売却時の キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン に は  

実 現時課 税 を ⾏ う こ と が望ま し い 。短期の投機 的 ゲ イ ン に 関 して は 、 実 現時課  

税 の 税額か ら RFRM の 税額を控除す る も の と す る 。  
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表 7  RFRM の ⻑ 所 と 短 所  

⻑所  短所  
・凍結効果が 発 ⽣ し な い  
・ 発 ⽣ 時 課 税ほど正確な 財 産評価を必要と  

し な い  
・ 制 度 が簡素である  
・ 税 収確保 に つ な が る  

・市場 取引の ⾏われ な い 資 産 の評価  
・ 資 ⾦調達への影響（ 株 式 と 借⼊れ ）  
・配当に対す る イ ン ピ ュテーション⽅式 と  

の調整（国内 の 株 式 を購⼊す す 場 合 ）  
・ 外国税額控 除 と の調整（ 海 外 の 株 式 を購  
⼊す る 場 合 ）  

・ キ ャ ッシュ フ ロ ー問題  
（ 出 所 ） Ta x  Wo r k i n g  G r o u p ( 2 0 1 8 f ) , p . 4 0 よ り 作 成 。  

 

③包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 課 税 対象  

 課 税 対象と して追加さ れ る も の は 、現 ⾏ 制 度 で 課 税 対象と さ れ て い な い 、主た

る住居以 外 の不動 産 （⼟地改良、借地権 を含む ）、株式、無体財産 （ intangib le  

proper ty）、事業⽤資 産 （営業権含む ） で あ る 。  

 課 税 か ら除外 さ れ る も の は 、主た る住居（⼟地、建物）、⾞・ボー ト ・ 家庭⽤

耐久財、事業⽤⽬ 的 以 外 の知的財産 権 （信託の受益権 、遺書 で⽰さ れ た 権利、

個⼈保険等 ）、宝⽯・美術品・そ の他収集物（ e.g.希少コイ ン、ビンテー ジカー ）

で あ る 。⾞・ボー ト ・ 家庭⽤耐久財を⾮課 税 と す る の は 、時間と と も に価値が

低下 す る か ら で あ る 。逆に 、宝⽯・美術品・ そ の他収集物は 、時間の 経過と と

も に価値の上昇が期待で き る投資 対象で あ る が 、除外 す る の は 、 制 度 を簡素化

し 、納税協⼒費⽤を低下 させる た め で あ る 。  

 

④包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の メリット お よ び デメリット  

委員会の最終報 告 書（Tax  Work ing Group(2019a)）で は 、包 括 的 キ ャ ピ タ ル・

ゲ イ ン 課 税 の メリット お よ び デメリット が ま と め ら れ て い る （表 8）。 メリット

は 、税収増加、税 制 の完全性、公平性の 改善、投資バイ アスの低下 が 、デメリッ

ト と して 、 税収の不安定性、 効率性コスト 、 制 度 の複雑化に よ る 税務⾏ 政費⽤

お よ び納税協⼒費⽤の増加が そ れぞれ 挙 げ ら れ て い る 。結局、11 ⼈の委員の う

ち８⼈（ ３⼈）が 、包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 の メリット が デメリット を上

回る （ 下回る ） と して賛成（反対 ） し た 。  
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表 8  包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の メ リ ッ ト お よ び デメ リ ッ ト  

 メリ ッ ト  デメリ ッ ト  
税 収  ・ 課 税 ベ ー ス拡⼤に よ る 財政の持続  

可 能性向上  
・ 税 制 の弾⼒性が強化さ れ る （ 所 得  

税 の 最⾼税率と法⼈ 税率の格差を  
利⽤ し た租税回避を抑制 す る た  
め、両税率の乖離を 可 能 と す  
る ） 。  

・ 税 収 を公共サービス の供給に充て  
た り 、 所 得 税率の引き下げが 可 能  
と な る 。  

税 収 が 不安定  

公平性  ・⽔平的公平改善  
・ 税 体系の累進性向上に よ る垂直的  
公平改善  

−  

税 制 の完全性  税 ⾦対策、租税回避の機会低下  −  
効率性  投 資 の意思決定に対す る中⽴性向上  ・貯蓄および投 資 を抑制  

・凍結効果に よ る ⾮効率発 ⽣  
簡素性  −  税務⾏政費⽤および納税協⼒費⽤増

加  

（ 出 所 ） Ta x  Wo r k i n g  G r o u p ( 2 0 1 9 b ) , p . 7 0  Ta b l e  5 . 5 を加筆修正。  

 

少数派３⼈の ⾒ 解 は 以 下 の と お り で あ る 5 3 ) 。  

（ a）最終報 告 書 で⽰さ れ た キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 の 対象を拡⼤す る⽅法（ 包

括 的 アプローチ）は 、費⽤（ 効率性コスト 、税務⾏ 政費⽤お よ び納税協⼒費⽤）

が便益（ 税収、公平性、 税 制 の完全性） を上回る か ら 実 施 すべき で は な い 。  

（ b）キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 の拡⼤は 、積み上げ⽅式（ incremantal  approach）

に基づき 、個々 の ケ ースに お い て明ら か に便益が費⽤を上回る と判断さ れ る 場

合に のみ実 施 すべき で あ る 。  

（ c）賃貸住宅は 税 制上優遇さ れ て い る か ら 、 課 税 対象と すべき で あ る 。  

（ d）賃貸住宅への 課 税 は 、現 ⾏ 制 度（Br ight- l ine tes t）の ⾒直しで ⾏ う か 、も

し く は RFRM の 検 討 も 考えるべき で あ る 。  

（ e）賃貸住宅を 課 税 対象に す る と 、 家賃に転嫁さ れ る可能性が あ る が 、 そ の

点 は過度 に強調 さ れ るべき で は な い 。  

（ f）賃貸住宅以 外 に 課 税 対象を拡⼤す る こ と に は 問 題 が あ る 。  

 
5 3 )  O l i v e r,  e t  a l . ( 2 0 1 9 ) 参 照 。  



 41 

（ g）事業⽤資 産への 課 税 は 、凍結効 果 お よ び納税協⼒費⽤を抑制 す る た め の

追加的措置が必要 に な る 。 そ れ に よ り 、 制 度 が複雑で⼀貫性の な い も の に な る

と 考えら れ る 。 ま た 、営業権への 課 税 は納税協⼒費⽤を増加させる 。  

（ h） 税収低下 を抑制 す る た め に キ ャ ピ タ ル ・ロス控除を 限 定 的 に す る と 、技

術⾰新が妨げ ら れ る 。  

（ i）賃貸住宅投資 の よ う に 、株式が 税 制上優遇さ れ て い る わ け で は な い 。  

（ j）株式を 課 税 対象に含め る と 、 ２重課 税 を 調 整 す る新た な仕組みが必要 に

な る 。ま た 、ポー トフォリオ投資事業体（ PIE :  Port fo l io  Investment Entity）等

に適⽤さ れ る 制 度変更も必要 に な り 、 資 本 市 場 の混乱を招く可能性が あ る 。  

（ k）リスクテイ キ ングを抑制 し な い た め の キ ャ ピ タ ル ・ロス控除に よ り 、 税

収は低下 す る 。  

（ l）持ち 家 が⾮課 税 と さ れ る の で 、公平性の 改善は抑制 さ れ る 。  

 

２ . 国 ⺠ 党 政 権 下 の 議 論  

（ １ ）McCaw,  e t  a l  . (1982)  5 4 )  

McCaw,  et  a l .(1982) は 、マル ドゥー ン 政 権 下 で 1981 年７⽉に発⾜し た

McCaw,P.M（公認会計⼠）を委員⻑と す る９名か ら構成さ れ る委員会に よ る 報

告 書 で あ る 。  

委員会に 対 す る諮問事項は 、 下記の事柄で あ っ た 。  

・ 国 税 につい て詳細かつ体系的 な 再 検 討 を ⾏ う こ と 。  

・内外 の 税 制 を 調 査 し 、 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の 税 制 改 ⾰ の選択肢につい て 報 告  

す る こ と 。  

 ・⺠間部⾨ の 研 究 機 関 、ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド計画評議会（New  Zealand P lanning 

Counc i l）、 そ の他の 諸団体、個⼈の 税 制 に 関 す る 意 ⾒ を 検 討 す る こ と 。  

 ・中間報 告 書 を 1981 年 12 ⽉７⽇ま で に 、最終報 告 書 を 1982 年 4 ⽉７⽇ま

で に 、財務⼤⾂お よ び 国⼟開発⼤⾂（M inister  o f  National  Development） に 提

出す る こ と 。最終報 告 書 で は 、 税 制 改 ⾰ の さ まざま な選択肢に 関 す る費⽤と便

益を明ら か に す る こ と 。  

 
5 4 )  M c C a w ( 1 9 8 3 )も参 照 。  
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 McCaw 委員会は 、 税 制 が複雑に な る こ と 、 税収を期待で き な い と の 理由で 、

所得税 と は別枠で の キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税 に は否定 的 で あ る 。 し か し な が ら 、

委員会は キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン を⾮課 税 と す る根拠は な い と し 、公平性の 観 点 か

ら 、 現 ⾏ の所得税 制 の枠組みで 、 実質キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ンへの 課 税 を⽀持す る
5 5 ) 。報 告 書 で は 、①キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン の測定 、②株式譲渡益、③⼟地譲渡益、

④イ ンフレと借⼊れ につい て 検 討 して い る 。  

 ①キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン の測定  

 委員会は 、イ ンフレ期に物価調 整 を ⾏ わず、名⽬ キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ンへ課 税 す

る 現 ⾏ 制 度 に は 問 題 が あ る 。公平性の 観 点 か ら は 、 実質キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン に

課 税 す る こ と が望ま し い と す る 。  

 ②株式譲渡益  

 実質株価指数を ⾒ る と 、1960 年 以 降低下傾向 に あ り 、マクロ的 に は 、実質株

式譲渡益はマイナスで あ る と 考えら れ る 。  

 ③⼟地譲渡益  

 農地の 実質地価指数の 動 向 は 、1960 年 以 降 、上昇傾向 に あ る 。特 に 、1970 年

代前半 お よ び 1980 年 代 以 降 、 そ の傾向 が著し い 。 ま た 、 1970 年 代前半 、居住

⽤財産 の 実質価格指数は上昇して い る 。  

 ④イ ンフレと借⼊れ  

 委員会は 、 実質キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン の多く が 、借⼊れ に よ り購⼊さ れ た 資 産

の売却に よ り発⽣して い る と 考える 。 そ の よ う な 場合、物価上昇期に は負債の

実質価値が減少す る の で 、借⼊ゲ イ ン（ borrow ing gain）が発⽣す る 。こ の借⼊

ゲ イ ン も キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 課 税 対象に す る こ と が望ま し い 。 特 に 、企

業部⾨ で の借⼊ゲ イ ン に 課 税 で き る な らば、 限 定 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の

下 で⽣じ て い る不公平が か な り是正さ れ る と して い る 。そ して 、こ の 点 が キ ャ ピ

タ ル ・ ゲ イ ン 税 の導⼊に反対 す る重要 な 要 因 で あ る と す る 。  

  

 
 

5 5 )  報告書では 、限定的キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の問題点 と して 、国⺠か ら は ⽣ 産的投 資 か ら
⾮ ⽣ 産的投 資への 所 得転換に つ い ても意⾒が提出 さ れ て い る が 、委員会は 、 そ の ような 現
象を裏付ける証拠を受け取って い な と して い る （M c C a w ( 1 9 8 2 ) , p . 2 3 1 ）。  
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（ ２ ） V ic tor i a  Unive r s i ty  o f  We l l ington Tax  Work ing  G roup  (2010)  

 ①キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 論 点 5 6 )  

委員会 5 7 ) は 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 が 限 定 的 な 現 ⾏ 制 度 に 関 して 、 キ ャ ピ

タ ル ・ ゲ イ ン の種類に よ り扱い が異な り⼀貫性が な く 、 課 税 と⾮課 税 の線引き

が曖昧で あ る と して批判して い る 。  

キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン を 包 括 的 に 課 税 す る メリット して は 、公平性（⽔平的公

平、垂直的公平）、中⽴性（ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン を発⽣させる 資 産への投資 を促

進す る投資バイ アス軽減）、 税収増加が 挙 げ ら れ て い る 。  

報 告 書 で は 、 以 下 で⽰す よ う な 包 括 的 な キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 を 検 討 す る

た め の い くつか の 論 点 を 提⽰して い る 5 8 ) 。  

（ a）包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 に よ り 、資 本所得税 制 の 効率性が 改善さ

れ る か否か の吟味が必要 で あ る 。同課 税 に よ り 資 本所得間で の中⽴性が 改善さ

れ る⼀⽅、凍結効 果やキ ャッシュフロー 問 題 が⽣じ る 。  

（ b）持ち 家 の扱い が 問 題 と な る 。持ち 家 を 課 税 対象か ら除外 す る と 、持ち 家

への投資 を促進す る 。 ま た 、主た る ⽬ 的 が 税 制 の累進性を 向上させる こ と な ら

ば、持ち 家 を除く こ と が望ま し い 。  

こ れ は 、次の よ う な 理由に よ る 。 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド に お け る 家計資 産全般の

分布を眺め る と 、⾼所得者層ほど多く の 資 産 を所有し 、多く の キ ャ ピ タ ル ・ ゲ

イ ン を得る と 考えら れ る 。 し た が って 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 は 税 制 の累進

性を 向上させるだろう 。  

し か し な が ら 、 資 産 の所有分布を 、持ち 家 を含む 場合と持ち 家 を除く 場合と

で ⽐ 較 す る と 、所得階層別に ⾒ た持ち 家 の所有分布は 、持ち 家 以 外 の 資 産 の 分

布よ り も 、 ま た 家計所得の 分布よ り も平等 で あ る 。 し た が って 、持ち 家 以 外 の

家計資 産 を 対象と す る こ と が 税 制 の累進性の 向上に 資 す る と 考えら れ る の で あ

る 5 9 ) 。  

 
5 6 )  以 下 は 、 Po l i c y  A d v i c e  D i v i s i o n  o f  t h e  I n l a n d  R e v e n u e  D e p a r t m e n t  a n d  b y  t h e  N e w  

Z e a l a n d  Tr e a s u r y  ( 2 0 0 9 b )も参 照 。  
5 7 )  委員会の⽬的に つ い て は 、 篠 原 （ 2 0 2 3 ） 参 照 。  
5 8 )  V i c t o r i a  Un i v e r s i t y  o f  We l l i n g t o n  Ta x  Wo r k i n g  G r o u p  ( 2 0 1 0 ) ,  p . 4 9 .  
5 9 )  以上に つ い て は 、 Po l i c y  A d v i c e  D i v i s i o n  o f  t h e  I n l a n d  R e v e n u e  D e p a r t m e n t  a n d  b y  t h e  

N e w  Z e a l a n d  Tr e a s u r y ( 2 0 0 9 b ) , p p . 2 1 - 2 5 参 照 。  
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（ c）包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 実 施 に よ り 、どの程度 、税 制 の完全性

（ integr i ty） が 改善さ れ る の か ？  

（ d）キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン の 課 税⽅法と して 、包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税

以 外 の⽅法に 関 す る 検 討 （ e.g.  RFRM アプローチ）。  

（ e）包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 に よ り 、所得税 制 は 改善さ れ 租 税回避は

減少す る の か ？  

（ f）包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に よ る 課 税ベースの拡⼤に よ り 、所得税

率の引き 下 げが可能と な る と し た ら 、 そ の 場合の 効率性ゲ イ ン はどの程度 か ？  

（ g） 現 ⾏ 制 度 と ⽐ 較 し た 税務⾏ 政費⽤お よ び納税協⼒費⽤  

（ h）株式売却益への 課 税 に よ り⽣ずる法⼈税 と の ２重課 税 の 調 整 は 、イ ン ピ

ュテーション⽅式で⼗分 に可能か ？  

（ i） イ ンフレ調 整 、延納の 検 討 。  

 

②課 税⽅法  

課 税⽅法と して 、発⽣時課 税（未実 現 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 ）、実 現時課 税

（ 実 現 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 ）、発⽣時課 税 と 実 現時課 税 のハイブリッド型を

検 討 して い る 。  

（ a）発⽣時課 税  

発⽣時課 税 に は 、評価の 問 題 が あ る 。 資 産 の中に は 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン の

額の測定 が困難な 資 産 （ e.g.  閉鎖的会社の株式、知的財産 ） が あ る 。 さ ら に 、

定期的 な 現⾦収⼊の得ら れ な い 資 産 に投資 す る 場合は 、納税 が困難と な る 。  

（ b） 実 現時課 税  

発⽣時課 税 の抱える上記の 問 題 を克服す る⽅法と して 、 実 現時課 税 が あ る 。

実 現時課 税 の⽅法と して は 、持ち 家 を除外 し 、 キ ャ ピ タ ル ・ロスの控除を 提 ⾔

す る 。 し か し な が ら 、 実 現時課 税 に は い くつか の 課 題 が あ る 。委員会が 指 摘 す

る の は 、凍結効 果 、 限 定 的 な キ ャ ピ タ ル ・ロス控除（ キ ャ ピ タ ル ・ロスの控除

を キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン か ら のみ認め る⽅式） に よ るリスクテイ キ ング抑制 、 キ

ャ ピ タ ル ・ロス控除に よ る 税収低下 、持ち 家への投資促進などで あ る 。  

（ c）発⽣時課 税 と 実 現時課 税 のハイブリッド型  
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こ れ は 、評価と キ ャッシュフロー が 問 題 と な る 資 産 につい て は 実 現時課 税 、

そ う で な い 資 産 につい て は発⽣時課 税 を適⽤す る⽅式で あ る 。 し か し な が ら 、

こ の⽅式は 、 資 産 の線引き と い う新た な 問 題 を発⽣させる 。  

 

③財務省と内国歳⼊庁の ⾒ 解 の 対⽴  

議 論 の過程に お い て 、財務省と内国歳⼊庁と で は 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ

ン 課 税 に 関 して ⾒ 解 が異な って い た よ う で あ る 6 0 ) 。  

財務省は賛成で あ る 。 そ の 理由は 、 税収が増加し 、 税 制 の累進性お よ び 効率

性が 向上す る こ と で あ る 。 問 題 点 と して の凍結効 果 、 限 定 的 な キ ャ ピ タ ル ・ロ

ス控除に よ るリスクテイ キ ング抑制 、移⾏期の 問 題 等 は過⼤評価さ れ るべき で

な い と す る 。  

内国歳⼊庁は 、 実 現時課 税 に は賛成す る が 、 課 税 対象の拡⼤につい て は デメ

リット が メリット を上回る と す る 。デメリット と して 、凍結効 果 、限 定 的 キ ャ ピ

タ ル ・ロス控除に よ る 経 済 的 効率性の低下 を 挙 げる 。 特 に 、住宅の扱い に 注 ⽬

す る 。持ち 家 に 対 す る 課 税 は 、凍結効 果 に よ り 労 働移動性を低下 させる 。逆に 、

除外 す る と 、⼟地利⽤の中⽴性阻害（持ち 家への投資促進）、垂直的不公平の 観

点 か ら 問 題 で あ る と す る 。 さ ら に 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に よ る 税務

⾏ 政費⽤お よ び納税協⼒費⽤の増加を 指 摘 す る 。委員会の中で も 、内国歳⼊庁

が 指 摘 す る よ う な キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税 の 経 済 効 果 につい て は 、懸念さ れ て い

た よ う で あ る 6 1 ) 。  

 

④RFRM  

 報 告 書 で は 、RFRM につい て も 検 討 さ れ て い る 。RFRM に類似のシステムは 、

Ⅰ節で⽰し た よ う に 、 現 在 、 外 国企業の株式に発⽣す る 資 本所得に適⽤さ れ て

い る 。RFRM の 課 税 対象を拡げる こ と は 、 課 税 の中⽴性お よ び 税収確保の 観 点

か ら望ま し い 。 し か し な が ら 、 課 税 対象の拡⼤に 際 して は 、 以 下 の事柄を 検 討

 
6 0 )  V i c t o r i a  Un i v e r s i t y  o f  We l l i n g t o n  Ta x  Wo r k i n g  G r o u p  ( 2 0 0 9 ) , p p . 2 - 3 参 照 。また 、 N e w  

Z e a l a n d  Tr e a s u r y  a n d  I n l a n d  R e v e n u e  ( 2 0 1 2 ) , p . 1 2 も参 照 。  
6 1 )  V i c t o r i a  Un i v e r s i t y  o f  We l l i n g t o n  Ta x  Wo r k i n g  G r o u p  ( 2 0 1 0 ) , p p . 6 6 - 6 7 参 照 。  
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すべきだと 指 摘 す る 6 2 ) 。 報 告 書 で は 、 特 に居住⽤不動 産 （持ち 家 、賃貸住宅）

を 課 税 対象に す る こ と を念頭に置い て い る 6 3 ) 。  

 第⼀に 、居住⽤不動 産 を 課 税 対象と し た 場合、投資 が住宅か ら他の よ り⽣産

的 な 資 産 に 向 か う と し た ら 、 効率性の便益はどの程度だろう か ？                                                                                                                                                  

 第⼆に 、 課 税 対象の設定 が 問 題 と な る 。居住⽤不動 産 の 課 税 対象に持ち 家 を

含め る か否か 、含め な い と し た ら賃貸住宅に 対 して持ち 家 を優遇す る 。 ま た 、

も し 特 定 の 資 産 に 限 定 す る と 、RFRM の 対象と な る 資 産 と そ う で な い 資 産 と の

間で歪みが発⽣す る  

 第三に 、 資 産価値が 資 産 の所有者の 労 働 に よ り⾼め ら れ た 場合、 課 税 に 際 し

て こ の 労 働 の価値はどの程度反映さ れ る の か ？  

第四に 、安全資 産 の収益率は 、 実質値で は な く名⽬値を適⽤し た⽅が 、 資⾦

調達（借⼊ or 株式） の選択に は中⽴的 で あ る 。  

 第五に 、公平性への影響を 考慮す る必要 が あ る 。 も し 課 税 対象を賃貸住宅に

す る と 、賃貸住宅は⾼所得者層に保有さ れ る傾向 が あ る か ら 、 そ の 点 に のみ注

⽬ す る と 。垂直的公平は確保さ れ る 。し か し な が ら 、税 が 家賃へ転嫁さ れ る と 、

垂直的公平は必ずし も満た さ れ な い 。⼀般に 、RFRM の公平性への影響は 、 課

税 対象と な る 資 産 の 分布状況に依存 す る 。  

 第六に 、 税 制 の 整合性の 観 点 か ら の 考察が求め ら れ る 。例えば、持ち 家 を 課

税 対象と す る こ と に よ り 、 実質、帰属家賃への 課 税 が可能と な る 。 資 産間の 税

制上の⽭盾を発⽣させな い と い う 観 点 か ら は 、RFRM の 課 税 対象を拡げる こ と

が望ま し い 。   

 

 

 

 

 
6 2 )  以 下 に つ い て は 、 Po l i c y  A d v i c e  D i v i s i o n  o f  t h e  I n l a n d  R e v e n u e  D e p a r t m e n t  a n d  b y  t h e  

N e w  Z e a l a n d  Tr e a s u r y ( 2 0 0 9 b )も参 照 。  
6 3 )  なぜ居 住 ⽤ 財 産 を タ ー ゲッ ト に す る か と いうと 、当時 の 税 制では ⾦ 融 資 産 よ りも居 住 ⽤ 財

産 が 税 制上優遇さ れ ており 、 投 資家の意思決定に⼲渉して い た こ と がある 。 こ の 点 に 関 し
て は 、 篠 原 （ 2 0 1 2 ） 参 照 。  
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⑤最終提 ⾔  

委員会で は 、課 税ベースを拡⼤し追加的 税収を得る必要性は認め な が ら も 6 4 ) 、

最終的 に は 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に反対 して い る 6 5 ) 。 そ の 理由と して

は 、 制 度 の複雑化に伴う 税務⾏ 政費⽤お よ び納税協⼒費⽤の増加、 実 現時課 税

に お い て発⽣す る凍結効 果 、主た る住居を⾮課 税 に す る こ と に よ り⽣じ る新た

な歪みが 挙 げ ら れ て い る 。  

 

３ .  国 際 機 関 に よ る 提 ⾔  

（ １ ）OECD  

 ①OECD(2000)  6 6 )  

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド 税 制 の 課 題 の⼀つと して 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税

が 実 施 さ れ て い な い こ と に よ り 、所得税 の 課 税ベースが浸⾷さ れ て い る こ と を

指 摘 して い る 。  

（ a） 限 定 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 問 題 点  

所得税法に お い て 、所得が収益の性格を有す れば課 税 、 資 本 の性格を有す れ

ば⾮課 税 と さ れ て い る が 、 課 税庁に と って収益と 資 本 の区別が常に は っ き り と

して い る わ け で は な い 。ケ ースバイ ケ ースで判断せざる を得ず、しばしば納税者

と の係争に発展 して い る 。  

キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 が 限 定 的 な こ と に よ り 、不公平（⽔平的不公平、垂

直的不公平）、貯蓄・投資 の 意思決定への⼲渉、所得転換（ イ ンカム・ ゲ イ ン を

キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン に転換） などの 問 題 が⽣じ て い る 。  

（ b） キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 対 す る 提 ⾔  

包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 課 税⽅法と して は 、少な く と も株式お よ び

商業⽤不動 産 を 課 税 対象と す る こ と 、管理 が容易で かつ凍結効 果 を抑制 す る た

め に 、延納利⼦付き名⽬ 実 現時課 税 と す る こ と を 提 ⾔ して い る 。  

 

 
6 4 )  委員会で検討さ れ た 課 税 ベ ー ス を拡⼤す る さまざまな選択肢に つ い て は 、 Po l i c y  A d v i c e  

D i v i s i o n  o f  t h e  I n l a n d  R e v e n u e  D e p a r t m e n t  a n d  b y  t h e  N e w  Z e a l a n d  Tr e a s u r y ( 2 0 0 9 a ) 参
照 。  

6 5 )  V i c t o r i a  Un i v e r s i t y  o f  We l l i n g t o n  Ta x  Wo r k i n g  G r o u p  ( 2 0 0 9 ) , p p . 6 6 - 6 7 参 照 。  
6 6 )  D a l s g a a r d ( 2 0 0 1 )も参 照 。  
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②OECD(2007)  6 7 )  

 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の今後 の 税 制 改 ⾰ の あ り⽅と して 、⻑期的 な財政 の持続可

能性を損な う こ と な く 、成⻑促進型税 制 改 ⾰ を 指 向 すべきだと す る 。そ の上で 、

公平性、 効率性、簡素性、移⾏コスト 等 の 観 点 か ら 、 包 括 的所得税 と⼆元的所

得税 の ⽐ 較 検 討 を⼀般均衡の枠組みで ⾏ うべき こ と を 提 ⾔ して い る 。  

キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 と の 関係を述べる と 、 包 括 的所得税 で は発⽣時課 税  

が望ま し い が 、実 際 は 実 現時課 税 と な らざる をえな い 。⼆元的所得税 の 下 で は 、

所得が 労 働所得と 資 本所得に区分 さ れ る 。 労 働所得に は累進税率が適⽤さ れ る

⼀⽅、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン は 資 本所得に含ま れ 、 ⽐例税率で 課 税 さ れ る 。  

 

  ③OECD(2011)  

 （ a） ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド 税 制 の 問 題 点  

 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド 税 制 の 問 題 点 と して 、持ち 家購⼊よ り も賃貸住宅購⼊を 、ま

た 、⾦融資 産 の購⼊と ⽐ 較 して住宅への投資投資 （持ち 家 お よ び賃貸住宅の購

⼊） を優遇して い る 点 に 注 ⽬ す る 。  

 前者に 関 して 、持ち 家 と賃貸住宅に 対 す る 税 制 の 概 要 を⽰す と 、表 9 の よ う

に な る 。賃貸住宅投資 に 対 して は 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン⾮課 税 、ロー ン利⼦控

除に加えて 、他に も 税 制上の優遇措置が適⽤さ れ て い た 。例えば、⾼所得者は

閉鎖的会社の⼀種で あ る LAQC（ Loss  Attr ibuting Qual i fy ing Company） を利

⽤す る こ と に よ り 、賃貸住宅投資 に よ り発⽣し た損失を 労 働所得か ら控除可能

で あ る 。 ま た 、減価償却が適⽤さ れ る 。 こ の こ と は 、発⽣時の キ ャ ピ タ ル ・ ゲ

イ ン に は 課 税 さ れ な い の に 、発⽣時ベースの減価償却費は控除さ れ る こ と に な

り 、 税 制 の⾮対称性が⽣ずる 。 以上に よ り 、 税 制上、賃貸住宅投資 （ロー ン で

賃貸住宅を購⼊） を持ち 家購⼊よ り も有利に して い た 。  

 後者に 関 して は 、 実質実 効 税率を ⽐ 較 す る と 、⾦融資 産 （株式） よ り も不動

産 （持ち 家 、賃貸住宅） の⽅が低く な って い た 6 8 ) 。  

 

 

 
6 7 )  Mo u r o u g a n e ( 2 0 0 7 )も参 照 。  
6 8 )  篠 原 （ 2 0 1 2 ） 参 照 。  
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表 9  ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の 住 宅 税 制  

 持ち家  賃 貸 住宅  
帰属家賃 o r 賃 貸 所 得  ⾮ 課 税  課 税  
キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン  ⾮ 課 税  ⾮ 課 税  

ロ ー ン利⼦控 除  控 除 不 可  控 除 可  
不 動 産 保 有 課 税  課 税  課 税  
相続・贈与税  ⾮ 課 税  ⾮ 課 税  

資 産移転課 税 （印紙税 ）  ⾮ 課 税  ⾮ 課 税  
GST  ⾮ 課 税 （帰属家賃 ）  

課 税 （ 新 築 住宅の⼯事費⽤ ）  
⾮ 課 税 （家賃 ）  

課 税 （ 新 築 住宅の⼯事費⽤ ）  

（ 出 所 ） O E C D ( 2 0 1 1 ) , p . 7 2  Ta b l e  2 . 1 .  

 

以上の よ う な歪んだ税 制 に よ り も た ら さ れ る便益は⾼所得者ほど⼤き く 、 資

産格差の拡⼤を も た ら し た と 考えら れ る 。ジ ニ係数（ 2006 年 ）を ⾒ る と 、所得

が 0.34 で あ る の に 対 して 、純資 産 は 0.7 で あ っ た 。ま た 、純資 産 の ジ ニ係数は 、

2004 年 の 0.68 か ら上昇して い る 6 9 ) 。  

 （ b） 税 制 改 ⾰ の⽅向性  

住宅投資 を優遇す る 税 制 のバイ アスを是正す る た め に 、 報 告 書 で は 、 包 括 的

キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 、帰属家賃課 税 の 実 施 を 検 討 して い る 。  

 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 に 関 して 、発⽣時課 税 は 、課 税ベースを拡げ投資 の 意

思決定 に 対 す る⼲渉を減ら す メリット を有す る が 、運⽤⾯で 問 題 が あ り 、 実 現

時課 税 が 現 実 的 で あ る と 指 摘 す る 。 ただし 、 実 現時課 税 に は 、凍結効 果 に よ る

新た な歪みを避け る た め の 制 度設計が重要 で あ る と し 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン の

部分 的 課 税 、軽減税率適⽤、課 税最低限 の設定 、主た る住居に 対 す る買換特例、

キ ャ ピ タ ル ・ロス控除の 制 限（ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン か ら のみ控除可能）、物価調

整 などを 提 ⾔ して い る 。 さ ら に 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に伴い減価償

却制 度 の 再 検 討 を⽰唆して い る 7 0 ) 。 し か し な が ら 、 以上は 税 制 を複雑に す る こ

と につな が る 。し た が って 、セカン ドベスト と して 、賃貸住宅投資 に 対 す る控除

の 制 限 、住宅保有に 対 す る補助⾦の 制 限 が望ま し い と して い る 。  

 帰属家賃課 税 の⽅法と して 、⼟地の所有者に 対 す る⼟地税 を 提 ⾔ して い る 。⼟

地税 の⻑所と して 、 課 税ベースの拡⼤につな が る こ と 、レイ ト の⼟地評価額を

 
6 9 )  G i b s o n  a n d  S t i l l m a n  ( 2 0 1 0 ) ,  p . 5 .  
7 0 )  2 0 1 0 年 度 税 制改正に よ り減価償却費の 制限が実施さ れ ており （ 篠 原 （ 2 0 1 2 ） 参 照 ）、 こ れ

を⾒直すべきと の提⾔である 。  
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利⽤す る こ と が可能で あ り 、 そ の⾯で運⽤が容易な こ と 、⼟地は供給の弾⼒性

が ⼩ さ く 課 税 に よ る超過負担が ⼩ さ い こ と 、地⽅税 のレイ ト よ り も負担構造が

累進的 で あ る こ と 、 などが 挙 げ ら れ て い る 。  

 ⼟地税 は過去に導⼊の 経験が あ り 、1991 年 に廃⽌さ れ た 経緯が あ る 。V ictor ia  

Univers i ty  o f  Wel l ington Tax  Work ing Group  (2010)で も 課 税ベースを拡⼤す る

⼀つの⼿段と して⼟地税 が 検 討 さ れ て い る 7 1 ) 。 報 告 書 は 、 こ の⽅向性に沿っ た

提 ⾔ で あ る が 、具体的 な 制 度設計に 関 して は⽰さ れ て い な い 。  

  

 ④OECD(2013)  

 経 済成⻑と公平を両⽴させる た め の 税 制 と して 、包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課

税 、環境税 の強化、 経常不動 産 課 税 を 提 ⾔ して い る 。 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ

ン 課 税 の 実 施 は 、公平性、住宅投資抑制 の 観 点 か ら の 、 ま た 、環境税 の強化は

経 済成⻑の質の 向上の 観 点 か ら の主張で あ る 。  

経 済成⻑の 観 点 か ら は 、 経常不動 産 課 税 が最も成⻑阻害効 果 が ⼩ さ い と 考え

ら れ る 7 2 ) 。 経常不動 産 課 税 と して ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド に はレイ ト が 存 在 す る が 、

負担構造が逆進的 で あ る 。 し た が って 、公平性を確保す る 観 点 か ら は 、レイ ト

の 税率と して所有者の所得をベースと す る所得税 の 税率を適⽤す る こ と 、 も し

く は⼟地税 の 実 施 を 提 ⾔ して い る 。  

 

⑤OECD(2017)  

報 告 書 は 、ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド 経 済 は堅調 で 、成⻑が継続 して い る が 、OECD 先

進国 と ⽐ 較 して 労 働⽣産性が低く 、⽣活⽔準の 向上を抑制 して い る と 指 摘 す る 。  

労 働⽣産性を抑制 して い る 要 因 の中に 、 資 本投資率が低い こ と が あ り 、 資 本投

資率を上昇させる⼀つの⼿段と して法⼈税率の引き 下 げ を主張す る 7 3 ) 。  

 
7 1 )  以上の 詳 細 は 、 篠 原 （ 2 0 1 6 ） 参 照 。  
7 2 )  経済成⻑阻害効果は 、法⼈ 税 が 最も⼤きく 、 所 得 税 、消費課 税 、経常不 動 産 課 税 の順番に
⼩さ く な る （ A r n o l d ( 2 0 0 8 ) 参 照 ）。  

7 3 )  O E C D ( 2 0 1 7 ) , p . 1 2 参 照 。  
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 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の法⼈税率（ 当時 28％）は OECD 平均（ 25％）よ り⾼い 。

ま た 、実 効 限界税率は約 21％で 、OECD 平均 13 .6％を⼤き く上回って い る 。こ

の こ と に よ り 、多国籍企業が利益を他国 に移転す る誘因 を⾼め て い る 。  

 し た が って 、実 効 限界税率を低下 させる た め に法⼈税率の引き 下 げが求め ら れ

る 。 ま た 、 資 本投資率の上昇に は 、設備投資 の源泉と して 家計貯蓄を促進す る

観 点 か ら 、貯蓄に 対 す る 税負担の軽減が必要 で あ る 。 以上の よ う な減税 の 代替

財源と して 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 、⼟地に 対 す る 課 税 の 検 討 を 提 ⾔

して い る 。包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 の導⼊に 関 して は 、そ の⻑所と短所を

⽰して い る （表 10）。  

 

表 1 0  包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の メ リ ッ ト お よ び デメ リ ッ ト  

⻑ 所  短 所  
・ 税 体 系 の 累 進 度 向 上  
・ ⽔ 平 的 公 平 の 改 善  
・ 貯 蓄 ・ 投 資 の 意 思 決 定 に 対 す る 中 ⽴ 性 改 善  
・ 普 通 所 得 か ら キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン へ の 転 換 に よ  
る 租 税 回 避 抑 制  

・ 凍 結 効 果  
・ イ ン フ レ の 影 響  
・ 課 税 後 収 益 の 減 少 に よ る 貯 蓄 ・ 投 資 抑 制 （ 特 に

キ ャ ピ タ ル ・ ロ ス 控 除 が 限 定 的 な 場 合 ）  
・ ２ 重 課 税 （ 株 式 の 場 合 ）  

（ 出 所 ） O E C D ( 2 0 1 7 ) , p . 1 1 0  Ta b l e 1 . 2 .  

 

（ ２ ） IMF  

① IMF(2011)  

 経 済成⻑を促進す る た め の減税 の財源と して 、キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 の ⾒

直し 、 お よ び⼟地税 の導⼊に よ る 課 税ベースの拡⼤を 提 ⾔ して い る 。  

 

② IMF(2024)  

投資促進、⽣産性上昇、所得税 の累進度引き上げ、⻑期的財政 課 題 に 対応す

る た め に 税 制 の ⾒直し が必要 で あ る と して い る 。具体的 に は 、 包 括 的 キ ャ ピ タ

ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 実 施 、地価税 （ land value tax） の導⼊、法⼈税 の ⾒直し が必

要 で あ る と して い る 。  
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４ .  ⼩ 括  

（ １ ） 政 府 報 告 書  

政 府 報 告 書 の ⾒ 解 を 概 観 す る と表 11 の よ う に な る 。包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ

ン 課 税 の 定義に 関 して は ⾒ 解 がばらばら で あ る 。 New  Zealand Consultat ive 

Comm iss ion on the Re form  o f  the Taxation o f  Income from  Cap i ta l  

(1989a ;1989b ;1990)お よ び Tax  Work ing Group(2018b ;2018c;2019a ;2019b)、が

所得税 制 の枠組みで の 課 税 対象拡⼤を念頭に置く の に 対 して 、McCaw,  et  a l .  

(1982) は 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税 の導⼊を前提 と して 議 論 を ⾏ う 。Mc leod ,et  

a l .(2001a ;2001b ;2001c）は 、新た な 課 税⽅法 RFRMを 提案して い る 。Consultat ive 

Comm i t tee on Accrual  Tax  o f  Income and Expenditure （ 1987）、 The Royal  

Comm iss ion on Soc ia l  Po l icy  (1988)  、 V ictor ia  Univers i ty  o f  Wel l ington Tax  

Work ing Group  (2010)で は ⾔及さ れ て い な い 。  

包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 対 す る基本 的 ⾒ 解 につい て は 、McCaw,et  

a l .(1982)お よ び V ictor ia  Univers i ty  o f  Wel l ington Tax  Work ing Group  (2010)

以 外 は賛成で あ る 。Mc leod ,et  a l .(2001a ;2001b ;2001c）は 包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ

イ ン 課 税 の 実 施 に は否定 的 で あ る 。同報 告 書 で の反対 の 理由は 、 包 括 的 キ ャ ピ

タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の デメリット が メリット を上回る と い う こ と で あ る が 、 そ の

背景に は 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の減税 を⽀持す る 国 ⺠ の声に 配慮し た と の

指 摘 が あ る 7 4 ) 。 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税 に 代 わ る選択肢と して ２種類の⽅法（所

得税 の枠組みで の 課 税 対象拡⼤、RFRM）が 提⽰さ れ て い る が 、委員会が よ り積

極的 に⽀持す る の は RFRM で あ る 。 V ictor ia  Univers i ty  o f  Wel l ington Tax  

Work ing Group  (2010)は 、中⽴性お よ び簡素性の 観 点 か ら 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・

ゲ イ ン 課 税 に 対 して否定 的 で あ る 。  

 包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 に賛成す る 理由は 、公平性、中⽴性（ 効率性）、

簡素性、 税 制 の完全性、⼈⼝⾼齢化に 対応す る財源確保で あ る 。  

 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の具体的 な 課 税⽅法につい て 、New  Zealand 

Consultat ive Comm iss ion on the Re form  o f  the Taxation o f  Income from  Cap i ta l  

 
7 4 )  委員会に提出 さ れ た国⺠の意⾒ 2 4 5 件 のうち 3 6 件 が キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 関わるも

ので、 そ の中の 2 2 件 （多く が 企 業団体 か ら のもの ） が キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の減税⽀
持、 ３ 件 が 現実的アプロ ーチに賛成 、 1 1 件 が キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税増税 に賛成であっ
た 。 以上、 B u r m a n  a n d  W h i t e ( 2 0 0 3 ) , p . 3 5 7 - 3 5 8 参 照 。  
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(1989a ;1989b ;1990) 、 V ictor ia  Univers i ty  o f  Wel l ington Tax  Work ing Group  

(2010)、Tax  Work ing Group(2018b ;2019a ;2019b)は ⾔及して い る 。 特 に 、Tax  

Work ing Group(2019b)で は詳細な 解説が ⾏ わ れ て い る 。  

報 告 書 で は 、いずれ も 実 現時課 税 を⽀持して い る 。課 税 対象と して 、主た る住

居（ お よ び そ の⼟地） につい て は⾮課 税 と さ れ る 。 ま た 、時間経過と と も に価

値の低下 す る も の（ e.g.⾞、ボー ト 、家庭⽤耐久財）につい て も⾮課 税 で あ る 。

逆に 、時間経過と と も に価値の上昇す る も の（ e.g.宝⽯、美術品等 ）につい て は 、

New  Zealand Consultat ive Comm iss ion on the Re form  o f  the Taxation o f  Income 

from  Cap i ta l  (1989a ;1989b)と Tax  Work ing Group(2018b ;2019a ;2019b)と で は 、

課 税 と⾮課 税 と で ⾒ 解 が 分 か れ る 。 後者は 、納税協⼒費⽤を低下 させる 観 点 か

ら⾮課 税 と して い る 。  

物価調 整 お よ び キ ャ ピ タ ル・ロス控除に 関 して も 、両者で ⾒ 解 が⼀致し な い 。

New  Zealand Consultat ive Comm iss ion on the Re form  o f  the Taxation o f  Income 

from  Cap i ta l  (1989a ;1989b) は イ ンフレの影響を除去すべきだと す る が 、 Tax  

Work ing Group(2018b ;2019a ;2019b)は否定 的 で あ る 。こ れ は 、2010 年 代 後 半 の

物価上昇率は 、 1980 年 代 後 半 よ り も低い こ と が背景に あ る と 考えら れ る 7 5 ) 。  

キ ャ ピ タ ル ・ロス控除に 関 して は 、前者は 限 定 的 で あ る が 、後者は 、 原 則リス

クテイ キ ングを抑制 し な い た め に 、普通所得か ら の控除を認め る 。  

RFRM は 、Mc leod ,et  a l .(2001a ;2001b ;2001c） に お い て新た な 資 本所得税 制

と して 提⽰さ れ 、 そ の 後 V ictor ia  Univers i ty  o f  Wel l ington Tax  Work ing Group  

(2010)、Tax  Work ing Group(2018c;2019a)で も取り上げ ら れ て い る 。V ictor ia  

Univers i ty  o f  Wel l ington Tax  Work ing Group  (2010)は 、居住⽤不動 産 を 課 税 対

象に す る こ と を前提 に 論 点 を 整 理 して い る 。Tax  Work ing Group(2018c;2019a)

は 、賃貸住宅投資への適⽤可能性を 検 討 して い る 。  

 

 

 

 

 
7 5 )  1 9 8 0 年代後半の値は 、図１ 参 照 。 2 0 1 0 年代後半は 、 2 0 1 7 年 （ 2 0 1 8 年 ） は 1 . 9％ ( 1 . 6％ )
である （ O E C D  ( 2 0 1 9 ) , p . 3 9 ）。  
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表 1 1  政 府 報 告 書 に よ る 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 議 論  

 包 括 的 キ ャ ピ
タ ル ・ ゲ イ ン
課 税 の 定 義  

包 括 的 キ ャ ピ
タ ル ・ ゲ イ ン
課 税 に 対 す る
基 本 的 ⾒ 解  

包 括 的 キ ャ ピ
タ ル ・ ゲ イ ン
課 税 （ 賛 成 o r
反 対 ） の 根 拠  

包 括 的 キ ャ ピ
タ ル ・ ゲ イ ン
課 税 の 課 税 ⽅
法  

労働党政権  
C o n s u l t a t i v e  C o m m i t t e e  o n  
A c c r u a l  T a x  o f  I n c o m e  &  
E x p e n d i t u r e （ 1 9 8 7 ）  

―  
（⾔及な し ）  

賛成  ・公平性  
・効率性  

キ ャ ピ タ ル ・
ゲ イ ン を 得 る
⽬的での 借⼊
れ に対す る 課
税強化を提⾔   

T h e  R o y a l  C o m m i s s i o n  o n  
So c i a l  Po l i c y  ( 1 9 8 8 )  

―  
（⾔及な し ）  

賛成  ・公平性  
・効率性  

発 ⽣ 時 課 税 、
実現 時 課 税 の
検討事項を指
摘  

N e w  Z e a l a n d  C o n s u l t a t i v e  
C o m m i s s i o n  o n  t h e  R e f o r m  
o f  t h e  T a x a t i o n  o f  I n c o m e  
f r o m  C a p i t a l  ( 1 9 8 9 a ; 1 9 8 9 b )  

所 得 税 制 の枠
組みで課 税対
象拡⼤  

賛成  ・公平性  
・効率性  
・簡素性（ 税  
務当局と納  
税 者 間 の係  
争減少）  

・実現 時 課 税  
・ 物価調整措
置の 適 ⽤  

・ 時 間経過と  
ともに価値  
の上昇（低  
下 ） す るも  
の に つ い て  
は 課 税 （ ⾮  
課 税 ）  

・ 主 た る 住 居
は 原則課 税  

・限定的キ ャ
ピ ル ・ ロ ス
控 除  

・ 新 制 度実施
後 の 資 産 売
却 に 適 ⽤  

M c le o d , e t  a l .  
( 2 0 0 1 a ;2 0 0 1 b ;2 0 0 1 c ）  

所 得 税 制 の枠
組みで課 税対
象拡⼤ o r キ
ャ ピ タ ル ・ ゲ
イ ン 税導⼊  
 

・包括的キ ャ  
ピ タ ル・ゲ イ  
ン 課 税 に は  
反対  

・ 新 た な 資本  
所 得 税  

（ R F R M ア  
プロ ーチ）を  
提案  

・公平性  
・効率性  
 

キ ャ ピ タ ル・ゲ イ
ン 税 に 代 わ る ⽅
法 として、現 実 的
ア プ ロ ー チ お よ
び R F R M を 検 討  

T a x  W o r k i n g  G r o u p  
( 2 0 1 8 b ; 2 0 1 8 c ; 2 0 1 9 a ; 2 0 1 9 b )  

所 得 税 制 の枠
組みで課 税対
象拡⼤  

賛成  ・ ⼈⼝⾼齢化  
に対応す る  
財源確保  

・公平性  
・ 税 制 の完全  
性  

・実現 時 課 税  
・軽減税率は  
否定  

・ 物価調整な  
し  

・ キ ャ ピ タ  
ル ・ ロ ス  
は 、 原則、  
普通 所 得 か  
ら 控 除 可 能  
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・⾃宅の⼟地
以 外 の⼟
地、 株 式 、
無 体 財 産 、
事 業 ⽤ 資 産
を 課 税対象
に追加  

・ 時 間経過と  
ともに価値  
の低下 す る  
もの に つ い  
て は ⾮ 課 税  

・ R F R M に つ  
い ても検討             

国 ⺠ 党 政 権  
M c C a w ,  e t  a l .  ( 1 9 8 2 )  キ ャ ピ タ ル・ゲ

イ ン 税導⼊  
 

反 対  
 

 

・ 簡 素 性  
・ 税 収 を 期 待 で  
き な い  

現 ⾏ 税 制 の 下
で の 実 質 キ ャ
ピ タ ル ・ ゲ イ
ン 課 税 を ⽀ 持  

V i c t o r i a  U n i v e r s i t y  o f  
W e l l i n g t o n  T a x  W o r k i n g  
G r o u p  ( 2 0 1 0 )  

―  
（ ⾔ 及 な し ）  

反 対  ・中⽴性  
・簡素性  

・発⽣時課  
税、実現時  
課税、発⽣  
時課税と実  
現時課税の  
ハイブリッ  
ド型を⽐較  
検討  

・ R F R M につ  
いても検討  

（ 出 所 ）筆者 作 成 。  

 

（ ２ ） 国 際 機 関  

 国 際 機 関 に よ る 議 論 を ま と め る と 、表 12 の よ う に な る 。包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・

ゲ イ ン 課 税 の 定義は 、OECD(2007)以 外 で は 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税導⼊を 意

識 して い る 。OECD(2007)で は 、包 括 的所得税 も し く は⼆元的所得税 の 下 で の 検

討 を 提 ⾔ して い る 。  

包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 に 対 す る基本 的 ⾒ 解 と して 、すべて の 報 告 書 で

賛成の⽴場 が と ら れ て い る 。そ の根拠と して は 、公平性、中⽴性（ 効率性）、経

済成⻑促進の た め の減税財源、 労 働⽣産性向上、⻑期的財政 課 題 対応の た め の

追 加 的 財 源 確 保 等 が 挙 げ ら れ て い る 。 具 体 的 な 課 税 ⽅ 法 に 関 し て は 、

OECD(2000)お よ び OECD(2011)で ⾔及さ れ て い る 。 実 現時課 税 をベースと し

て 、凍結効 果抑制 の た め の さ まざま な 制 度設計が 提案さ れ て い る 。  
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表 1 2  国 際 機 関 に よ る 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 議 論  

 包 括 的 キ ャ ピ タ ル・
ゲ イ ン 課 税 の 定 義  

包 括 的 キ ャ ピ タ ル・
ゲ イ ン 課 税 に 対 す
る 基 本 的 ⾒ 解  

包 括 的 キ ャ ピ タ ル・
ゲ イ ン 課 税 の 根 拠  

包 括 的 キ ャ ピ タ ル・
ゲ イ ン 課 税 の 課 税
⽅ 法  

O E C D ( 2 0 0 0 )  キ ャ ピ タ ル・ゲ イ
ン 税導⼊  

賛成  所 得 税 の 課 税 ベ
ー ス拡⼤に よ る
公平性、効率性
の改善  

・ 株 式 、 商 業 ⽤ 不
動 産 を 課 税 対 象
に 追 加  

・ 延 納 利 ⼦ 付 き 名
⽬ 実 現 時 課 税  

O E C D ( 2 0 0 7 )  ―  
（ 包 括 的 所 得 税 o r
⼆ 元 的 所 得 税 の 下
で の 検 討 を 提 ⾔ ）  

賛成  成⻑促進型税 制
改⾰の実現  

包括的所 得 税 o r
⼆元的所 得 税  

O E C D ( 2 0 1 1 )  キ ャ ピ タ ル・ゲ イ
ン 税導⼊  

賛成  住宅投 資 を優遇
す る 税 制 のバイ
アス是正  

・ 実 現 時 課 税  
・ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ  

イ ン の 部 分 的 課  
税  

・ 軽 減 税 率 適 ⽤  
・ 課 税 最 低 限 の 設  
定  

・ 買 換 特 例  
・ 制 限 的 キ ャ ピ タ  

ル ・ ロ ス 控 除  
・ 物 価 調 整 措 置 の  
適 ⽤  

O E C D ( 2 0 1 3 )  キ ャ ピ タ ル・ゲ イ
ン 税導⼊  

賛成  ・公平性  
・ 住宅投 資抑制  

-  

O E C D ( 2 0 1 7 )  キ ャ ピ タ ル・ゲ イ
ン 税導⼊  

賛成  ⽣ 産性向上の た
めの法⼈ 税減税
の 財源  

-  

IMF ( 2 0 1 1 )  キ ャ ピ タ ル・ゲ イ
ン 税導⼊  

賛成  経済成⻑の ため
の 所 得 課 税減税
の 財源  

-  

IMF ( 2 0 2 4 )  キ ャ ピ タ ル・ゲ イ
ン 税導⼊  

賛成  ・ 投 資 促 進  
・ 労 働 ⽣ 産 性 向 上  
・ 所 得 税 の 累 進 度  
向 上  

・ ⻑ 期 的 財 政 課 題  
対 応 の た め の 財  
源 確 保  

-  

（ 出 所 ）筆者 作 成 。  

 

 

 

 

 

 

 



 57 

Ⅳ . 国 ⺠ の ⾒ 解  
 

１ . 政 府 報 告 書 に 対 す る 意 ⾒  

（ １ ）McLeod ,et  a l . (2001)  

 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 関 して は 、必要 な い と の 意 ⾒ が⼀般的 で あ

る 。 現 ⾏ 制 度 の 下 で す で に多く の 資 産 の キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン が 課 税 対象と さ れ

て お り 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の な い こ と が 国 際競争⼒の 観 点 か ら有

利で あ る と の 意 ⾒ が⽰さ れ た 7 6 ) 。  

  RFRM につい て は 、 キ ャッシュフロー 問 題 を発⽣させる こ と 、規則 的 に所得

を⽣む 資 産への投資 を促進す る こ と 、 包 括 的 に適⽤さ れ な け れば租 税回避を防

ぐこ と が困難な こ と 、 資 産評価は納税協⼒費⽤を増加させる こ と 、 などの 指 摘

が ⾒ ら れ た 7 7 ) 。  

 

（ ２ ） Tax  Work ing  G roup(2018g ;2018h)  

①組織・ 研 究者  

 組織・研 究者の う ち 、包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 に賛成す る 意 ⾒ が 39 件、

反対 が 34 件で 、賛成が反対 を若⼲、上回って い る 。し か し な が ら 、賛成意 ⾒ の

多く が条件付き賛成で あ る 。  

 賛成の 理由は 、主に公平性、中⽴性（ 効率性）の 観 点 か ら で あ る（表 13）。反

対 の 指 摘 は 、中⽴性（ 効率性） お よ び簡素性の 観 点 か ら の も の で あ る 。委員会

事務局は 、組織・ 研 究者に よ る 意 ⾒ は 包 括 的 ・ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の主た

る 論 点 をほぼ網羅して お り 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 経 済 効 果 お よ び

社会的受容性は 、同課 税 の 制 度設計の内容に依存 す る と述べて い る 7 8 ) 。  

 

 

 

 

 
7 6 )  M c l e o d , e t  a l . ( 2 0 0 1 a ) , p . 2 1 1 参 照 。  
7 7 )  M c l e o d , e t  a l . ( 2 0 0 1 b ) , p p . 2 7 - 2 8 参 照 。  
7 8 )  Ta x  Wo r k i n g  G r o u p  ( 2 0 1 8 g ) , p . 3 8 参 照 。  
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表 1 3  包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 対 す る 組 織 ・ 研 究 者 の 意 ⾒  

 賛成  反対  
公平性  ・公平性、 税 制 の整合性が向上す る  

・垂直的不公平が低下 す る  
・ 制 度 が複雑に な り 、 不公平度 が増  

す  
・ ２重課 税 （ 資 産購⼊の ための 所 得  

と 資 産譲渡に よ る キ ャ ピ タ ル ・ ゲ  
イ ン屁の 課 税 ）  

中⽴性  
（効率性）  

・ ⽣ 産的投 資 よ りもキ ャ ピ タ ル ・ ゲ  
イ ン を ⽣む⾮ ⽣ 産的投 資 を 有利に  
す るバイアス が低下 す る  

・ 税 制 の完全性が上昇し 、 税 の抜け  
⽳が減少す る  

・ キ ャ ピ タ ル ・ ロ ス 控 除 に よ り 、 リ  
スクの⾼い 投 資 に対す る 企 業家⾏  
動 が⽀援さ れ る  

・凍結効果が 発 ⽣ す る  
・ 主 た る 住 居 が ⾮ 課 税 に な る と 、持  
ち家への 投 資 が促進さ れ る  

・ 企 業 の 資本コス ト が上昇し 、⻑期  
的に は 賃 ⾦ を抑制 す る  

・貯蓄を抑制 す る  
・ 新 た な租税回避を 発 ⽣ させる  
・ 賃 貸料が上昇し 、貧困者 、⾼齢  

者 、社会的弱者 に打撃を与える 。  
簡素性  ・ 資本と 収 益 の区別が簡素化さ れ る  ・ 税務⾏政費⽤および納税協⼒費⽤  

が増加す る  
そ の 他  ・ 税 収 が増加し 、公共サービス⽔準  

の上昇もし く は 他 の 税 の減税 が 可  
能 と な る  

・ 住宅価格が低下 す る  
 

・ 税 収 は そ れほど期待できな い  
・ 税 収 は安定的でな い  
・ ス イ ス の経験では 、 キ ャ ピ タ ル ・  

ゲ イ ン 課 税 が廃⽌さ れ る と 、実質  
所 得 が上昇す る  

・ 現 ⾏ 制 度で⼗分である 。  
・富裕税もし く は R F RM の⽅が望  
まし い  

・マオリ族の負担が上昇す る  
・ 住宅の 取 得 可 能性は改善さ れ な い  

（ 他国でも改善さ れ て い な い ）  
＊条件付き賛成  
・ 税率を低く す る  
・商業活動 か ら 得 ら れ る キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン に限定す る  
・ 主 た る 住 居 を 除 く  
・ １ ⼈あた り ２軒の 住宅を 除 外 す る  
・ キ ャ ピ タ ル ・ ロ ス 控 除および商業 ⽤ 資 産 に対す る減価償却 控 除 を認める  
・ 物価調整を ⾏う  
・ 課 税対象を 賃 貸 ⽤ 不 動 産 に限定す る  
・ 課 税 を ⾮ 居 住 者 に限定す る  
・マオリ評議会を 通 し て 、 税 収 をマオリ族に還元す る  
＊そ の 他  
・ 居 住 ⽤ 資 産 投 資 に対す る 課 税⽅法と し て は R F R M が望まし い 。  
・ 資本課 税 におけるバラ ン ス （利⼦、配当、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン ） を考慮すべき  
・ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の世代間効果を検討すべき  
・実現 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 は 、公平性、 他 の諸国と の調和の観点 か ら正当化さ れ る  

（ 出 所 ） Ta x  Wo r k i n g  G r o u p  ( 2 0 1 8 g ) , 3 5 - 3 8 よ り 作 成 。  
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②個⼈  

個⼈に よ り 提出さ れ た 意 ⾒ の う ち 、約 70％が 包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税

に賛成で あ る 7 9 ) 。ま た 、主た る住居につい て は 、約 91％が⾮課 税 に賛成で あ る 。  

表 14 は 、個⼈の 意 ⾒ を ま と め た も の で あ る 。包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税賛

成の主た る 理由は 、公平性の 観 点 か ら で あ る 。反対 の 理由は 、中⽴性（ 効率性）

の 観 点 か ら 、凍結効 果 、投資抑制 、住宅市 場への悪影響などが 指 摘 さ れ る 。  

主た る住居に 対 す る 課 税 の反対 理由は 、⽼後 の⽣活 等 の た め の 資 産形成努⼒

を 阻害す る と い う も の で あ る 。マイホームを購⼊す る た め に 、頑張って 働 い て貯

蓄を し た⼈に 対 す る「嫉妬税」で あ る と の 指 摘 も ⾒ ら れ る 。  

 

表 1 4   包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 対 す る 個 ⼈ の 意 ⾒  

 賛成  反対  
公平性  ・ すべて の 所 得 は等し く 課 税 さ れ る  

べき  
・ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 が な い と  
⾼所 得 者 を優遇す る  

・ 税 制 の累進度 が向上す る  

・ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン を 得 た ⼈ は 、  
資 産 を購⼊す る ための 所 得 に対し  
て すでに 課 税 さ れ ており 、 資 産 売  
却 時 にまた 課 税 さ れ る の は 不公  
平。  

中⽴性  
（効率性）  

・ 資 産 投機を抑制 す る  
 

・凍結効果を 発 ⽣ させ、 不 ⽣ 産的投  
資 か ら ⽣ 産的投 資への転換を抑制  
す る 。  

・ 投 資および賃 ⾦上昇を抑制 し 、経  
済を歪める 。  

・ 賃 貸 住宅投 資 を抑制 し 、供給が 不  
⾜す る  

・ 住宅市場 に悪影響を与え賃 貸料が  
上昇す る  

簡素性  ―  ―  

そ の 他  ・ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 税 収 を  
他 の 税 の減税もし く は公共サービ  
ス⽔準 の上昇に利⽤できる  

・ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 は退職者  
にマイナス の影響を与え、貯蓄を  
す る ために 時 間 を費やし た 者 を 不  
当に扱う。  

・ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 は嫉妬税  
であり 、 ⼀ ⽣懸命働い て貯蓄し た  
⼈ に対す る 税である 。  

＊主 た る 住 居 の ⾮ 課 税措置に対す る意⾒  
賛成  反対  

主 た る 住 居 に対す る 課 税 は 、庶⺠の退職後
等の ための 資 産形成努⼒に対す る 課 税であ
る 。  

・ ⾮ 課 税 に す る と 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン を  
得 る ために 主 た る 住 居への さ ら な る 投 資  
を促進す る 。  

・ 主 た る 住 居 は全住宅の約 6 0％を占める か  
ら 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の潜在的課  
税 ベ ー ス の多く を ⾮ 課 税 に す る  

（ 出 所 ） Ta x  Wo r k i n g  G r o u p  ( 2 0 1 8 h ) , 1 5 - 1 6 よ り 作 成 。  

 

 
7 9 )  Ta x  Wo r k i n g  G r o u p ( 2 0 1 8 h ) , p . 1 5 参 照 。  



 60 

２ . 税 の 専 ⾨ 家 に 対 す る ア ン ケ ー ト 調 査  

Cheng ,  Davey  and Hooper  (2010)、Cheng and Yong (2011)、Cheng and Yong 

(2013)は 、 税 の 専 ⾨ 家 を 対象と して ア ン ケ ー ト 調 査 を 実 施 し た 。 そ の 概 要 は表

15 で⽰す と お り で あ る 。包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 に 対 す る ⾒ 解 は 、Cheng ,  

Davey  and Hooper  (2010)で は賛成、Cheng and Yong (2011)お よ び Cheng and 

Yong (2013)で は反対 と な って い る 。  

 

（ １ ） Cheng ,  Davey  and  Hoope r  (2010)  

⾼等教育部⾨ で 働 く 51 名の 税 の 専 ⾨ 家 で あ る教員（ tax  teacher） を 対象に 、

ア ン ケ ー ト 調 査 お よ び ア ン ケ ー ト 調 査回答者を 対象に イ ン タビュ ー 調 査 を 実 施

して い る 。 ア ン ケ ー ト項⽬ は 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税全般に 関 す る内容お よ

び具体的 な 制 度設計に 関 す る も の で あ る 。結果 、以 下 の事柄が明ら か に さ れ た 。  

（ a）税 の 専 ⾨ 家 で あ る教員は 、意思決定プロセスに お い て 、公平性、社会的・

政 治 的 要 因 を重視す る 。社会的 要 因 は 、 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド 国 ⺠ は持ち 家志向 が

強い こ と で あ り 、 政 治 的 要 因 は 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 を争点 に す る と選挙

に敗北す る と い う社会的通念が 存 在 す る こ と で あ る 。  

（ b） 限 定 的 な キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 は 、 税⾦対策（ tax  p lanning） の 機会

を 提供す る か ら望ま し く な い （ 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 が望ま し い ）。  

（ c）キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 の 制 度設計に 関 す る 意 ⾒ は 以 下 の と お り で あ る 。  

・ 実 現時課 税  

・ 経費は 原 則控除す る （偶発債務、債務償還費、維持修繕費は除く ）。  

・物価調 整 、 ⼩規模ゲ イ ン の免税 を認め る 。  

・賃貸住宅の売買、⼟地改良に よ り発⽣す る キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン は 課 税 対象と  

す る 。  

・主た る住居、 動 産 の売却に よ る キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン は⾮課 税 と す る 。  

・ キ ャ ピ タ ル ・ロスの繰越控除を認め る 。  

・普通所得か ら の キ ャ ピ タ ル ・ロス控除を認め る 。  
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（ ２ ） Cheng  and  Yong  (2011)  

３ 年 以上の 実務経験を有す る 税 の 実務家 （ tax  pract i t ioner：税 理⼠、納税管

理⼈、 税⾦に詳し い弁護⼠ 507 名） を 対象に 、 ア ン ケ ー ト 調 査 お よ び ア ン ケ ー

ト 調 査回答者を 対象に イ ン タビュ ー 調 査 を 実 施 して い る 。 ア ン ケ ー ト内容は 、  

Cheng ,  Davey  and Hooper  (2010)とほぼ同様で あ る 。明ら か に さ れ た の は 、 以

下 の事柄で あ る 。  

 （ a）回答者の多く （回答者の約３ 分 の ２ ） が 現 ⾏ 制 度 （ 限 定 的 キ ャ ピ タ ル ・

ゲ イ ン 課 税 ） を⽀持し 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に反対 す る 。 そ の主た

る 理由と して 挙 げ ら れ る の は 、 制 度 が複雑に な る こ と で 、 税 の抜け⽳が で き新

た な不公平が発⽣す る こ と お よ び納税協⼒費⽤が増加す る こ と 、貯蓄を抑制 し

て 富 の蓄積を 阻害す る こ と で あ る 。回答者の多く が 、 現 ⾏ 制 度 は す で に多く の

キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン を 課 税 対象と して お り 、 課 税 は転売意思の あ る者や営利⾏

為を ⾏ う者に 限 定 すべきだと 考えて い た 。  

 （ b） 制 度設計に 関 す る多数意 ⾒ は 以 下 の と お り で あ る 。  

・ 動 産 お よ び主た る住居は⾮課 税 と すべき で あ る 。 後者の背景に は 、回答者の  

多く が 、住宅市 場 は ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド 経 済 に と って重要 で あ る こ と 、住宅は  

個⼈に と って確実 な投資 先 で あ る こ と 、住宅は退職後 の貯蓄と して重要 で あ る 

こ と 、 などの社会・ 経 済 要 因 を認識 して い た こ と が あ っ た 。  

・控除す る費⽤の範囲は広く設定 すべき で あ る 。  

・物価調 整措置の適⽤、 ⼩規模ゲ イ ン の免税 、中⼩企業の事業⽤資 産 の処分 に  

つい て は部分 的免税 と す る 。  

・普通所得か ら の キ ャ ピ タ ル ・ロス控除、 お よ び キ ャ ピ タ ル ・ロスの繰越控除  

を認め る 。  

・法⼈段階で⽀払わ れ た キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税額は 、株主段階で 税額控除を認  

め る 。  

・発⽣時課 税 に は 、評価と キ ャシュフロー 問 題 が あ る 。  

 （ c）多く の回答者が 、キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 は 政 治 家 か ら評判が悪い こ と

を認識 して い る 。  
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（ ３ ） Cheng  and  Yong  (2013)  

Cheng ,  Davey  and Hooper  (2010)で は教員を 対象に 、Cheng and Yong (2011)

で は 実務家 を 対象と し た が 、Cheng and Yong (2013)で は 、教員お よ び 実務家

558 名を 対象と し た ア ン ケ ー ト 調 査 を 実 施 して い る 。結果 は 以 下 の と お り で あ

る 。  

（ a）多く は 現 ⾏ 制 度 を⽀持し 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に否定 的 で あ

る 。こ れ は 、回答者の８割強が 、Cheng and Yong (2011)で明ら か に さ れ た よ う

に 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に否定 的 な 実務家 で あ る こ と が影響して い

る も の と 考えら れ る 。否定 的 な 理由と して 挙 げ ら れ る の は 、 税 制 が複雑に な り

納税協⼒費⽤が増加す る こ と 、貯蓄を抑制 し 資 産形成を妨げる こ と で あ る 。  

（ b） 実務家 が 現 ⾏ 制 度 を⽀持す る 理由と して 、 以上の他に 、 現 ⾏ 制 度 の⽅が

税⾦対策の た め の仕事が確保で き る と い う利⼰的 動 機 が あ る と 考えら れ る 。  

（ d） 制 度設計に 関 す る多数派の ⾒ 解 は 以 下 の と お り で あ る 。  

・ 動 産 、主た る住居、収集品は⾮課 税 と す る 。  

・農地、⼟地改良、上場株式、賃貸住宅は 課 税 対象と す る 。                             

・ キ ャ ピ タ ル ・ロスは普通所得か ら の控除を認め る と と も に 、繰越控除を認め  

る 。  

・ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン の 税率は 、普通所得よ り も低く す る 。  

・法⼈段階で⽀払わ れ た キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税額は 、株主段階で 税額控除を認  

め る 。  

 

表 1 5  包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 対 す る 税 の 専 ⾨ 家 の 意 ⾒  

 C h e n g ,  D a v e y  a n d  
Ho o p e r  ( 2 0 1 0 )  

C h e n g  a n d  Yo n g  
( 2 0 1 1 )  

C h e n g  a n d  Yo n g  
( 2 0 1 3 )  

ア ン ケ ー ト の  
対 象  

⾼ 等 教 育 部 ⾨ で 働 く 租 税
の 専 ⾨ 家 で あ る 教 員 （ t a x  
t e a c h e r ） 5 1 名  

３ 年 以 上 の 実 務 経 験 を 有
す る 税 の 実 務 家 （ t a x  
p r a c t i t i o n e r： 税 理 ⼠ 、 納
税 管 理 ⼈ 、 税 ⾦ に 詳 し い
弁 護 ⼠ 5 0 7 名  

税 の 専 ⾨ 家 （ 教 員 お よ び
実 務 家 ） 5 5 8 名  

ア ン ケ ー ト 期 間  2 0 0 4 年 ８ ⽉ 2 5 ⽇ 〜 2 0 0 4
年 1 1 ⽉ 1 7 ⽇  

2 0 0 5 年 1 0 ⽉ 2 7 ⽇ 〜
2 0 0 5 年 1 1 ⽉ 3 0 ⽇  

2 0 0 4 年 8 ⽉ 2 5 ⽇ 〜 2 0 0 5
年 1 1 ⽉ 3 0 ⽇  

回 答 率  5 1 ％ （ 2 8 名 ）  
う ち 2 4 名 は 常 勤 の 講 師
も し く は 教 授 ・ 准 教 授 、
4 名 は ⾮ 常 勤 講 師 。 2 8 名

2 9 ％ （ 1 4 7 名 ）  
う ち 2 0 名 （ 1 0 年 以 上 の
実 務 経 験 あ り ） に 対 し て
追 加 的 に イ ン タ ビ ュ ー を
実 施  

3 1 .4 ％ （ 1 7 5 名 ： t a x  
p r a c t i t i o n e r  8 4 ％ 、 t a x   
t e a c h e r  1 6 ％ ）  



 63 

中 1 3 名 に 対 し て 追 加 的
に イ ン タ ビ ュ ー を 実 施  

ア ン ケ ー ト 内 容  ・ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課  
税 全 般  

・ 課 税 対 象  
・ 物 価 調 整 、 軽 減 措 置 、  
平 準 化 措 置  

・ 発 ⽣ 時 課 税 o r 実 現 時 課  
税  

・ キ ャ ピ タ ル ・ ロ ス の 控
除  

・ ２ 重 課 税 の 調 整  

・ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課
税 全 般  

・ 課 税 対 象  
・ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課

税 の 構 造 （ 所 得 税 制 と
の ⼀ 体 化 、 税 率 、 経 費
の 扱 い 等 ）  

・ 物 価 調 整 、 軽 減 措 置  
・ キ ャ ピ タ ル 。 ロ ス の 控  
除  

・ 発 ⽣ 主 義 課 税  

・ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課  
税 全 般  

・ 課 税 対 象  
・ 所 得 税 制 と の ⼀ 体 化  
・ キ ャ ピ タ ル ・ ロ ス の 控  
除  

・ そ の 他  

結 論  ・ 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・    
ゲ イ ン 課 税 に 賛 成  

・ 理 由 は 、 限 定 的 な キ ャ  
ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税  
は 、 税 ⾦ 対 策 の 機 会 を  
促 進 す る こ と 。  

・ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課
税 の 検 討 の 際 に は 、 歴
史 ・ 社 会 ・ 政 治 的 要 因  

 を 考 慮 に ⼊ れ る べ き 。  

・ 多 く は 現 ⾏ 制 度 を ⽀
持 。 包 括 的 キ ャ ピ タ
ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 反
対 。  

・ 理 由 は 、 制 度 が 複 雑 に
な り 納 税 協 ⼒ 費 ⽤ が 増
加 す る こ と 、 新 た な 税
の 抜 け ⽳ が 発 ⽣ し 税 制
が 不 公 平 に な る こ と 、
貯 蓄 を 抑 制 し て 富 の 蓄
積 を 妨 げ る こ と 。  

・ 多 く は 現 ⾏ 制 度 を ⽀
持 、 包 括 的 キ ャ ピ タ
ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 反
対 。  

・ 理 由 は 、 税 制 が 複 雑 に
な り 納 税 協 ⼒ 費 ⽤ が 増
加 す る こ と 、 貯 蓄 を 抑
制 し て 富 の 蓄 積 を 妨 げ
る こ と 、 利 ⼰ 的 動 機
（ 実 務 家 の 場 合 ： 現 ⾏
制 度 の ⽅ が 仕 事 を 確 保
で き る ）  

（ 出 所 ）筆者 作 成 。  

 

３ . 活 字 メ デ ィ ア の 調 査  

Barrett  and Veal(2013)は 、キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 対 す る 国 ⺠ の反応を 調

査 す る た め に 、イ ン タ ーネット上の記事（ 1993〜 2012 年 ）に 注 ⽬ し た 。記事の

調 査 に利⽤し た の は The Know ledge Basket の Newztext  P lus  database 8 0 ) 、 検索

キ ーワー ド は cap i ta l  gains  tax、閲覧期間は 2012 年 12 ⽉ 18 ⽇か ら 2013 年 1

⽉ 15 ⽇で あ る 。  

検 討 対象に し た の は 126 本 の記事で 、数の多い順に ⾒ る と 、 労 働 党 政 権 の 包

括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税構想関 連 58 本（ 2011 年７⽉前後 ）、海外投資 関 連

24 本 （ 2005〜 2006 年 ）、住宅価格⾼騰関 連 20 本 （ 2007〜 2010 年 ） と な って い

る 。  

分 析 の結果 は 、表 16 で⽰さ れ る と お り で あ る 。⽀持す る 意 ⾒ が 25 件、反対

意 ⾒ が 32 件、確認さ れ て い る 。⽀持す る 意 ⾒ の 特 徴 と して は 、公平性、中⽴性

 
8 0 )  UR L は 、 h t t p s : / / w w w. k n o w l e d g e - b a s k e t . c o . n z / d a t a b a s e s / 。   
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（ 効率性） と い っ た 経 済 理 論 に基づく も の が多い 。逆に 、反対 意 ⾒ と して最も

多い の が 、「政 治 的⾃殺⾏為」（ po l i t ical  suic ide） と い う も の で あ る 。  

Barrett  and Veal(2013)は 、 以上の 検 討 を通して明ら か に さ れ た事柄を い くつ

か 指 摘 して い る 。第⼀に 、2011 年７⽉の総選挙時に 、労 働 党 よ り 包 括 的 キ ャ ピ

タ ル・ゲ イ ン 課 税 が公約と して 提⽰さ れ た の を契機 と して 、キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン

課 税 の話題 の性格が変化し た 。総選挙 以前は 、 も っ ぱ ら⾦融ジ ャ ーナリスト に

よ り 論 点 と さ れ て い た が 、総選挙 後 は 政 治 的 課 題 に転換し た 。第⼆に 、所得税

法に お け る収益勘定 と 資 本勘定 の区分 は 、世間⼀般の⼈に 理 解 さ れ て い る わ け

で は な い 。第三に 、世論 をリー ド し た の は 、税 の 研 究者で は な く 、キ ャ ピ タ ル・

ゲ イ ン 課 税 の 実 施上の 問 題 点 を 指 摘 し た会計⼠で あ っ た 。  

 

表 1 6  キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 対 す る 意 ⾒  

⽀持  反対  
・ 税 制 の公平性が向上す る （ 3 4％）  
・ 税 制 の中⽴性が向上す る （ 2 9％）  
・ ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド は 、 O E C D 諸国の中で  

キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 を実施し な い数  
少な い国の ⼀ つである （ 2 6％）  

・ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 は 、 投 資 を ⽣ 産  
的部⾨に転換す る （ 2 5％）  

・ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税 の導⼊は 、政治的  
⾃殺⾏為である （ 2 5％）  

・ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税 は 。 制 度 が複雑で  
⾮効率である （ 2 0％）  

・ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税 は 、短期的に は⼗  
分な 税 収増に つ な が ら な い （ 1 5％）  

（ 出 所 ） B a r r e t t  a n d  Ve a l ( 2 0 1 3 ) , p p . 9 6 - 9 7 よ り 作 成 。  

 

４ . 世 論 調 査  

 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 関 す る い くつか の世論 調 査 の結果 につい て ⾒ よ う

（表 17）。 ５件の う ち ４件は 、 2011 年 お よ び 2014 年 の総選挙前に電話に よ り

無作為調 査 さ れ た も の で あ る 。こ の背景に は 、表 4 で⽰し た よ う に 、2011 年 お

よ び 2014 年 に 労 働 党 が 包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 の 実 施 を公約の⼀つと し

て い た こ と が あ る 。残り の １件は 、2024 年 のオン ラ イ ン ・ イ ン タビュ ー に よ る

調 査 で あ る 。  

 2011 年 の総選挙前の 調 査 で は 、賛成＜反対（One News  Co lmar  Brunton Po l l）、

賛成＞反対 （News  Reid Research Po l l）賛成≒反対 （NZ  Herald D igipo l l） と結

果 が 分 か れ て い る 。 2014 年 の 調 査 で は 、賛成＞反対 （NZ  Herald D igipo l l） と

な って い る 。  
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 2020 年 10 ⽉の総選挙前の 調 査（ Hor izon Po l l）で は 、キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課

税 に賛成 43％（強く賛成 22％、賛成 21％）、反対 35％（強く反対 25％、反対

10＆） と な って い る 。⽀持政 党別に ⾒ る と 、 労 働 党 、緑の 党⽀持者の 場合、賛

成が反対 を上回る が 、 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ドファースト 党 お よ び 国 ⺠ 党⽀持者につ

い て は 、反対 が賛成を上回る 。職業別で は 、会社役員、農家 、退職者に は反対

が多く 、逆に 専 ⾨職・⾼級官僚、教師等 、主婦（主夫） は賛成で あ る 。所得階

層別で は 、所得が⾼く な るほど反対 の割合が多く な る傾向 が読み取れ る 。Hor izon 

Po l l ほど項⽬ が細か く な い が 、 2019 年 3 ⽉ 15 ⽇か ら 23 ⽇に か け て 実 施 さ れ

た別の ア ン ケ ー ト 調 査 で は 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 （主た る住居を除く ） の

実 施 に 関 して 、賛成 39.1％、反対 49.8％、わ か ら な い 11.1％の結果 が出て い る
8 1 ) 。  

 18 歳以上の 1 ,003 名を 対象に し たオン ラ イ ン・イ ン タビュ ー に よ る最近の 調

査 （ IPSOS  Issues  Monitor  Survey） で は 、全体の 65％が キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課

税 に賛成、65 歳以上で は 73％が賛成して い る 。キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 の 課 税

対象と して は 、投資 資 産 お よ び事業⽤資 産 を 課 税 対象と す る 場合、賛成が反対

を上回って い る 。逆に 、個⼈資 産（ e.g.ボー ト 、⾞、絵画）や主た る住居に 課 税

す る こ と に 関 して は 、反対 が賛成を上回る結果 と な って い る 。さ ら に 、キ ャ ピ タ

ル・ゲ イ ン 税収の使途と して 、58％が所得税や燃料課 税 の減税 を希望して い る 。  

  

表 1 7  キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 関 す る 世 論 調 査 の 概 要  

 O n e  N e w s  C o lm a r  
B r u n t o n  P o l l  

N Z  He r a l d  D i g i p o l l  N e w s  R e i d  R e s e a r c h  P o l l  

調 査 会 社  C o l m a r  B r u n t o n  D i g  p o l l  R e i d  R e s e a r c h  
調 査 ⽇  2 0 1 1 年 ７ ⽉９⽇ 〜 ７ ⽉

1 3 ⽇ （総選挙 2 0 1 1 年
1 1 ⽉ ）  

2 0 1 1 年 ７ ⽉ 1 9 ⽇ 〜 ７ ⽉
2 7 ⽇ （総選挙 2 0 1 1 年

1 1 ⽉ ）  

2 0 1 1 年 8 ⽉ 1 3 ⽇ 〜 8 ⽉
1 7 ⽇ （総選挙 2 0 1 1 年

1 1 ⽉ ）  
依 頼 主  O n e  N e w s  N Z  He r a l d  3  N e w s  
調 査 対 象  1 ,0 0 8 ⼈  7 5 0 ⼈  1 , 0 0 0 ⼈  
調 査 ⽅ 法  無 作為電話調査  無 作為電話調査  無 作為電話調査  
⽀ 持 政 党  国⺠党 5 3 .0％  

労働党 2 7 .0％  
国⺠党 5 2 .3％  
労働党 3 3 .1％  

国⺠党 5 4 .0％  
労働党 2 8 .8％  

 
8 1 )  R e i d  R e s e a r c h ,  C a p i t a l  G a i n s  Ta x  Po l l : 1 5 - 2 3  M a r c h  2 0 1 9 参 照 。対象者 は 1 8 歳以上の 投票  

者 1 , 0 0 0 ⼈ 、アンケー ト⽅法は 無 作為電話調査（ 7 5 0 ⼈ ）およびオン ラ イ ン イ ン タビュ ー
（ 2 5 0 ⼈ ）である 。 “B u s i n e s s  N Z - c o m m i s s i o n e d  p o l l  s h o w s  v o t e r s  a g a i n s t  C GT ” , R N Z ,  8    

A p r i l ,  2 0 1 9 も参 照 。  
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緑の党 1 0 .0％  緑の党 8 .3％  緑の党 9 .3％  
調 査 結 果  キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税

に  
賛成 4 3％  

 反対 4 9％  
 わか ら な い９％  

キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税
に   
強く賛成 1 6 .5％  

 やや賛成 2 1 .4％  
 どちら とも⾔えな い  
  2 2 .8％  
 やや反対 1 6 .0％  
 強く反対 2 1 .5％  

キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税
に  
賛成 5 3％  

  

 N Z  He r a l d  D i g i p o l l  H o r i z o n  P o l l  I PSOS  I s s u e s  Mo n i t o r  
Su r v e y  

調 査 会 社  D i g  p o l l  H o r i z o n  R e s e a r c h  I p s o s  N e w  Z e a l a n d  
調 査 ⽇  2 0 1 4 年 6 ⽉ 6 ⽇  

〜 6 ⽉ 1 5 ⽇ （総選挙
2 0 1 4 年９⽉ ）  

2 0 1 9 年 2 ⽉ 2 8 ⽇  
〜 3 ⽉ 1 5 ⽇ （総選挙

2 0 2 0 年 1 0 ⽉ ）  

2 0 2 4 年 9 ⽉ 3 0 ⽇  
〜 1 0 ⽉ 7 ⽇ （総選挙

2 0 2 6 年実施予定）  
依 頼 主  N Z  He r a l d  ―  ―  
調 査 対 象  7 5 0 ⼈  1 , 2 0 1 ⼈  

（ 1 8 歳以上）  
1 , 0 0 3 ⼈  

1 8 〜 3 4 歳 : 2 8％  
3 5 〜 4 9 歳 : 2 6％  
5 0 〜 6 4 歳 : 2 4％  
6 5 歳以上 : 2 1％  

調 査 ⽅ 法  無 作為電話調査  ―  オン ラ イ ン イ ン タビュ ー  
⽀ 持 政 党  国⺠党 5 0 .4％  

労働党 3 0 .5％  
緑の党 1 0 .7％  

―  ―  

調 査 結 果  キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税
に  
 賛成 4 1％  
 反対 3 5％  
 

・ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課
税 に  
 強く賛成 2 2％  
 賛成 2 1％  
 どちらでもな い 1 6％  
 反対 1 0％  
 強く反対 2 5％  
 わか ら な い  6％  
・⽀持政党別  
 労働党⽀持者  
  賛成 6 0％ :反対 1 6％  
 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド ファ  

ー ス ト党⽀持者  
 賛成 3 0％ :反対 5 5％  
緑の党⽀持者  
 賛成 7 5％ :反対 1 4％  
国⺠党⽀持者  
 賛成 2 3％ :反対 6 2％  

・職業別  
 会社役員  
  賛成 1 5％ :反対 8 2％  
 農家  
  賛成 5％ :反対 9 5％  
 退職者  
  賛成 3 8％ :反対 4 9％  
 専⾨職・⾼級官僚  
  賛成 8 6％ :反対 2 2％  
 教師・看護師・警察  
官・ そ の 他サービス 業  

・ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課
税 に  
賛成 6 5％（ 6 5 歳以  
上では 7 3％が賛  
成 ）  

・ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税  
の 課 税対象  

 投 資 資 産  
  賛成 5 7％ :反対 3 2％  
 事 業 ⽤ 資 産  
  賛成 4 3％ :反対 4 1％  
 個⼈ 資 産  
  賛成 2 2％ :反対 6 4％  
 主 た る 住 居  
  賛成 1 3％ :反対 7 8％  
・ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税  

収 の使途  
 他 の 税 の減税 5 8％  
減税 は 不要 2 9％  
わか ら な い 1 3％  
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賛成 5 7％ :反対 1 8％  
 主婦（ 主夫）  
  賛成 4 7％ :反対 2 5％  
・ 所 得階層別  
 低所 得 者層  
  〜 2 万ド ル  
   賛成 4 5％  
  2 万 1 N Z ド ル 〜 3 万  

N Z ド ル  
 賛成 4 4 .6％  

 中所 得 者層  
  ３万１ N Z ド ル 〜 ５  

万 N Z ド ル  
 賛成 3 6 .6％  
どちらでもな い

2 1 .5％  
反対 3 2 .4％  

  ５万１ N Z ド ル 〜 ７
万 N Z ド ル  
 賛成 3 6 .6％  
どちらでもな い

1 6 .9％  
反対 4 0 .4％  

 ⾼所 得 者層  
  1 0 万１ N Z ド ル 〜 1 5

万 N Z ド ル  
   賛成 3 3 .7％  
   どちらでもな い  
    1 3％  
   反対 5 6 .5％  
  2 0 万 N Z ド ル 〜  
   どちらでもな い  
    3 4 .8％  
   反対 3 0 .4％  

（ 出 所 ） C u r i a  m a r k e t  r e s e a r c h  L t d ,  A r c h i v e s :  I p s o s ( C a p i t a l  G a i n s  Ta x )   
h t t p s : / / w w w. c u r i a . c o . n z / i s s u e / c a p i t a l - g a i n s - t a x /  および I PSOS ( 2 0 2 4 ) 、Ho r i z o n  Po l l ,     
C a p i t a l  g a i n s  t a x  a t t r a c t s  m o r e  s u p p o r t  f r o m  o p p o s i t i o n  
(h t t p s : / / w w w. h o r i z o n p o l l . c o . n z / p a g e / 1 4 0 / c a p i t a l - g a i n ) ,  4 4 %  f o r  c a p i t a l  g a i n s  

t a x , 3 5 %  a g a i n s t  o v e r a l l （ h t t p s : / / w w w. h o r i z o n p o l l . c o . n z / p a g e / 5 3 7 / 4 4 - f o r - c a p i t ）  
よ り 作 成 、上記 UR L は いずれも最 終 閲 覧 ： 2 0 2 5 / 3 / 1 7 。  

 

５ . ⼩ 括  

 2000 年 代 以 降 に お け る 包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 に 対 す る 国 ⺠ の ⾒ 解 に

注 ⽬ す る と 、政 府 報 告 書 に寄せら れ た 意 ⾒ で は 、2000 年 代 当初は否定 的 で あ る 。

2010 年 代 後 半 に は 、個⼈は賛成の 意 ⾒ が約３ 分 の ２ を占め る の に 対 し 、組織・

研 究者に 関 して は 、賛成が反対 を わずか な が ら上回る が 、賛成の多く は条件付

き で あ る 。  



 68 

税 の 専 ⾨ 家 に 対 す る ア ン ケ ー ト 調 査 お よ び世論 調 査 は 、前者は 2010 年 代 当

初、後者は 2010 年 代 以 降 の も の で あ る 。税 の 専 ⾨ 家 を 対象と す る ア ン ケ ー ト 調

査 で は 、教員は賛成す る傾向 が あ る の に 対 し 、 実務家 は反対 す る傾向 が強い こ

と が明ら か に さ れ て い る 。世論 調 査 で は 、2011 年 、2014 年 お よ び 2020 年 の総

選挙前に は賛成と反対 が 分 か れ て い た が 、2024 年 の 調 査 で は回答者の約３ 分 の

２ が賛成して い る 。  

 

（ １ ）賛成の 意 ⾒  

 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 を⽀持す る 意 ⾒ と して 、 以 下 を 指 摘 で き る 。  

・公平性（⽔平的公平、垂直的公平） が 改善さ れ る 。  

・所得転換（⽣産 的投資 か ら キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン ⽬ 当 て の不⽣産 的投資への転  

換） を抑制 す る 。  

・ 税 の抜け⽳が減少す る 。  

賛成の条件と して は 、主た る住居、個⼈資 産 を⾮課 税 に すべき と す る 意 ⾒ が多

く ⾒ ら れ る 。  

 

（ ２ ）反対 の 意 ⾒  

 こ れ に 対 して 、反対 の 理由は 、 以 下 の と お り で あ る 。  

・ 現 ⾏ 制 度 （ 限 定 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 ） の 下 で 、 す で に多く の キ ャ ピ タ  

ル ・ ゲ イ ン が 課 税 対象と な って い る 。  

・ 国 際競争⼒を 阻害す る 。  

・凍結効 果 、投資抑制 、住宅市 場へのマイナスの 効 果 （ 家賃上昇、賃貸住宅供  

給低下 ） が発⽣す る 。  

・貯蓄を抑制 して 、 資 本蓄積を低下 させる 。  

・ 制 度 が複雑に な り 、納税協⼒費⽤が上昇す る 。新た な 税 の抜け⽳に よ り不公  

平が⽣ま れ る 。  

・住宅の取得可能性は 改善さ れ な い 。  

・ 税収は そ れほど期待で き な い 。  
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Ⅴ . 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 経 済 効 果  
 

１ . 租 税 原 則 か ら の 整 理  

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド で 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 を 実 施 す る 場合の メリッ

ト お よ び デメリット に 関 して 、 経 済 効 果 の側⾯か ら の 研 究 （ Kenny(2001) 、

S ingleton(2003)）を⼿が か り に 、論 点 を 整 理 してみよ う（表 18）。Kenny(2001)

は 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税賛成の⽴場 か ら メリット を強調 す る の に 対 し

て 、S ingleton(2003)は反対 の⽴場 か ら デメリット に 焦 点 を 当 て た 議 論 を 展 開 し

て い る 。  

Kenny(2001)が賛成す る 理由は 、包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税反対 のネット

の便益が ⼩ さ い こ と で あ る 。公平性の 観 点 か ら 包 括 的 課 税 が望ま し く 、 限 定 的

課 税 に よ り 、必ずし も貯蓄・投資 が促進さ れ 経 済成⻑につな が る わ け で は な い

と す る 。 ま た 、簡素性の 観 点 か ら も 、 課 税 対象が 包 括 的 なほど税務⾏ 政費⽤が

低下 し 、ネット の 税収が増加す る と主張す る 。  

S ingleton(2003)は 、現 ⾏ 制 度（ 限 定 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 ）の 経 済抑制

効 果 は 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 よ り も ⼩ さ い と主張す る 。 包 括 的 キ ャ

ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 の公平性の 観 点 か ら の メリット は ⼩ さ く 、中⽴性（ 効率性）

お よ び簡素性の視点 か ら の デメリット が⼤き い と 考える 。  

 

①公平性  

 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の メリット と して 、垂直的公平お よ び 資 産格

差是正が 挙 げ ら れ る 。 こ の 点 に 関 して 、海外 の事例か ら必ずし も⾼所得者が負

担す る わ け で は な い こ と 、⾼所得者が海外 に所得を移転す る可能性が 指 摘 さ れ

て い る 。 ま た 、負担が 特 定 年 に集中す る こ と も 問 題視さ れ て い る 。  

さ ら に 、諸 外 国 の事例か ら 、制 度 を 機能させる た め に は 、公平性につい て の妥

協（ e.g.主た る住居の⾮課 税 、イ ンフレ調 整 、キ ャ ピ タ ル・ロス控除、実 現時課

税 等 ） が必要 で あ る こ と も 指 摘 さ れ る 。  
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②中⽴性（ 効率性）  

 中⽴性（ 効率性）の 論 点 は多岐に わ た る 。課 税 の メリット と して 、所得転換抑

制 、租 税回避お よ び脱税 の抑制 、キ ャ ピ タ ル・ロス控除に よ る投資リスク低下 、

超過負担発⽣に よ る 配 当性向低下 の抑制 、 税収を所得税減税 に回す こ と に よ る

経 済成⻑促進などが 挙 げ ら れ る 。所得転換に 対 して は 、現 ⾏ 制 度 で す で に多く の

キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン が 課 税 対象と な って お り⼤き な 問 題 で は な い こ と 、 キ ャ ピ

タ ルロス控除に 関 して は 、 限 定 的 で あ れば成功に 課 税 す る⼀⽅で 、失敗に 対 す

る 配慮が⼗分 で な い こ と に な り不公平で あ る と の主張が ⾒ ら れ る 。  

⼀⽅、課 税 の デメリット と して 、リスクテイ キ ング抑制 、起業抑制 、凍結効 果 、

資⾦調達への影響、 国 際競争⼒低下 、 資 本 の海外流出促進、貯蓄・投資抑制 に

よ る 経 済成⻑⼒低下 、物価調 整 などが 指 摘 さ れ る 。 そ れぞれ に 対 す る反論 は 、

表７― 18 で⽰さ れ る と お り で あ る 。  

 

③簡素性  

 包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 の メリット と して 、収益と 資 本 の区別が不要 に

な り 、納税者と 政 府 と の間で の係争が減少す る こ と が 挙 げ ら れ る 。他⽅、収益

と 資 本 の区別が不要 に な る わ け で は な い こ と 、 制 度 が複雑に な る こ と が 指 摘 さ

れ る 。  

ま た 、納税協⼒費⽤お よ び 税務⾏ 政費⽤の増加が懸念さ れ る 。納税者に と っ

て は 、 税額の決定 、納税 、記録管理 、節税 対策の た め の情報収集等 の負担が⼤

き い と予想さ れ る 。 し か し な が ら 、 制 度 が 定着す る につれ納税 に慣れ る と 考え

ら れ る こ と 、納税協⼒便益（納税協⼒費⽤は所得控除が可能な こ と 、記録管理

の 改善につな が る こ と 、延納・⾮課 税措置等 の可能性） も 考慮すべき こ と 、 税

務⾏ 政費⽤は そ れほど⼤き く な い と予想さ れ る こ と 、 課 税 対象が 包 括 的 なほど

税務⾏ 政費⽤は低下 す る こ と 、 などが 指 摘 さ れ る 。  

 

④税収への影響  

 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 は 、 課 税ベースの拡⼤お よ び 租 税回避の減少

に よ り 、 税収増加が期待で き る と 考えら れ る 。 こ れ に 対 して は 、 諸 外 国 の 経験

か ら キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税 の 税収は⼤き く な い こ と 、 税務⾏ 政費⽤を除い たネ
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ット の 税収は⼤き く な い と予想さ れ る こ と 、 税収は 市 場条件に左右さ れ安定 的

で は な い こ と 等 が 指 摘 さ れ て い る 。  

 

表 1 8  包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 経 済 効 果 を 巡 る 議 論  

課 税 のメリ ッ ト  メリ ッ ト に  
対す る反論  

課 税 の デメリ ッ ト  デメリ ッ ト に  
対す る反論  

公平性  公平性  
・⽔平的公平の実現  

に 資 す る  
・垂直的公平および  

資 産格差是正に貢  
献す る  

・ 海 外 の 事例（カナ  
ダ） だ と 、 キ ャ ピ  
タ ル ・ ゲ イ ン 課 税  
の負担を負うの は  
中所 得 者層。  

・ ⾦ 融 所 得 は⾜が速  
く 、富裕層ほど海  
外逃避が 可 能 。  

・ 制 度 を機能 させる  
ために は 、公平に  
つ い て の妥協が必  
要。  

・負担が特定の 年 に  
集中す る  

・影響を受ける の は  
⼀ 部 の納税 者  

中⽴性（効率性）  中⽴性（効率性）  
・ 所 得転換（ ⽣ 産的  

投 資 か ら低収 益率  
でも税 制上の優遇  
措置が 適 ⽤ さ れ る  
投 資へ資本が流れ  
る 現象） が抑制 さ  
れ 、 不 適切な 資源  
配分が改善さ れ  
る 。  

・ 現 ⾏ 制 度では多く  
の キ ャ ピ タ ル ・ ゲ  
イ ン が 課 税対象と  
さ れ ており 、 所 得  
転換に よ る 不 適切  
な 資源配分効果は  
そ れほど⼤きく な  
い 。  

・ 投 資家の リ スクテ  
イ キ ングを抑制 す  
る  
 
 
 
 

 

・ リ スクテイ キ ング  
に影響を与える の  
は キ ャ ピ タ ル ・ ロ  
ス 控 除  

・ ⾮ 課 税 は低リ スク  
でキ ャ ピ タ ル ・ ゲ  
イ ン を ⽣む投 資

（ 不 動 産 、優良株  
式 ） を促進す る  

・租税回避、脱税 を  
抑制 す る 。  

―  ・起業家精神に影響  
を与え、起業 を抑  
制 す る 。  

 

・ ⾮ 課 税 が起業家精  
神を刺激し 、 ベ ン  
チャ ー 資本を促進  
す る と の経験的証  
拠は な い 。  

・ ⾮ 課 税で得 を す る  
の は 、租税回避を  
⽬的と す る起業  
家。  

・ 課 税 は ベ ンチャ ー  
企 業 の み を タ ー ゲ  
ッ ト と し な い  

・ キ ャ ピ タ ル ・ ロ ス  
控 除 に よ り 、 投 資  
家の 投 資 リ スクが  
政府と共有 さ れ 、  
投 資 を促進す る 。  

・ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ  
ン が ⾮ 課 税 だ と 、  
超過負担が 発 ⽣  
し 、配当性向が低  
下 す る 。  

・限定的な キ ャ ピ タ  
ル ・ ロ ス 控 除 は 不  
公平（ 成功に は 課  
税 、失敗に対す る  
配慮は限定的）  

・租税 は配当性向に  
⼤きな影響を与え  
な い  

・凍結効果が 発 ⽣  
し 、 よ り 収 益 の⾼  
い ベ ンチャ ー 企 業  
への 投 資 を抑制 す  
る  

・凍結効果の影響は  
⼤きく な い 。  

・ ⾮ 課 税 に よ り 売 却  
が促進さ れ る かど  
うか は 不明  

・ 資 ⾦調達に対し て  
中⽴的でな い （エ  
クイティ ・ ファイ  
ナン ス を抑制 ）  

・ ベ ンチャ ー 企 業 の  
資 ⾦調達は 、 株 式  
よ りも借⼊れ に依  
存す る 。  
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・ 所 得 税率の引き下  
げが 可 能 と な り 、  
経済成⻑を促進す  
る 。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

―  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・ ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド  
の国際競争⼒を低  
下 させる  

・ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ  
ン 課 税 以 外 の 税 の  
影響も考慮すべき  

・ 資本の 海 外流出 を  
促す  

―  

・貯蓄の ２重課 税  
（ 資 産価格は将来  

収 益 の 期待を反   
映。 収 益 が 課 税 さ  
れ る と 、 キ ャ ピ タ  
ル ・ ゲ イ ン 課 税 は  
収 益 に対す る ２重  
課 税 と な る ）  

・ 収 益 と 売 却 益 は異  
な る担税⼒である  

 

・貯蓄、 投 資 を抑制  
し経済成⻑を妨げ  
る 。  

 

・ ⾮ 課 税 に し ても貯  
蓄に対す る効果は  
⼤きく な い  

・貯蓄と経済成⻑の  
間 に明確な 関係は  
な い  

・貯蓄と 投 資 にも明  
確な 関係は な い  

・限定的な キ ャ ピ タ  
ル ・ ゲ イ ン 課 税 に  
よ る経済成⻑への  
影響は明ら かでな  
い  

・ 物価調整を キ ャ ピ  
タ ル ・ ゲ イ ン に の  
み 適 ⽤ す る の は問  
題  
 
 
 
 
 
 

 

・ イ ン フレの影響  
は 、 キ ャ ピ タ ル ・  
ゲ イ ン よ りも利⼦  
や配当の⽅が⼤き  
い 。  

・ 他 の 所 得 に対し て  
も物価調整を ⾏わ  
なければ、 キ ャ ピ  
タ ル ・ ゲ イ ン に つ  
い ても必要な い 。  

・ イ ン フレの影響は  
延納を認める こ と  
に よ り緩和可 能  

簡素性  簡素性  
・ 収 益 / 資本の区分が  

不要と な り 、政府  
と納税 者 間 の係争  
が減少す る 。  

 

・ 収 益 / 資本の区別が  
不要と な るわけでは  
な い  

・ 制 度 が複雑に な る  

・ 税務⾏政費⽤ 、納  
税協⼒費⽤ が⾼  
い 。  

・納税 に慣れ る に つ  
れ 、納税協⼒費⽤  
は低下 す る 。  

・納税協⼒便益 （ 所  
得 控 除 可 能 、記録  
管理の改善、延  
納・ ⾮ 課 税措置）  
も考慮すべき  

・ 税務⾏政費⽤ は⼤  
きく な い と予想さ  
れ る  

・ 課 税対象が包括的  
なほど徴税費は低  
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下 す る  
税 収への影響  税 収への影響  

・ 税 収 が増加す る  ・諸外国における 税  
収 は⼤きく な い  

・ネッ ト の 税 収 は⼩  
さ い  

・ 税 収 は市場 （ 不 動  
産市場 、 株 式市  
場 ） の状況に応じ  
て安定的でな い  

―  ―  

（ 出 所 ） Ke n n y ( 2 0 0 1 ) 、 S i n g l e t o n ( 2 0 0 3 ) よ り 作 成 。  

 

２ . 政 府 報 告 書 に よ る 分 析  

 以上の 議 論 は 、 特 定 の 制 度設計を前提 に し た も の で は な い 。 制 度設計の中⾝

に よ り 経 済 効 果 は異な る 。 そ こ で 、 も っ ぱ ら ア ーダー ン 政 権 下 に お け る Tax  

Work ing Group の委員会事務局に よ り作成さ れ たレポー ト の内容に 注 ⽬ し よ う
8 2 ) 。  

（ １ ） 制 度設計  

 分 析 の前提 と して Tax  Work ing Group  (2018d)が想定 す る 包 括 的 キ ャ ピ タ ル・

ゲ イ ン 課 税 の 制 度 は 、 以 下 の よ う な内容で あ る 。  

①課 税 対象  

・事業⽤資 産（居住⽤資 産 、商⼯業⽤資 産 、農業⽤資 産 、無体財産 ）、投資⽤資  

産 （株式）。  

・不動 産 以 外 の個⼈資 産 、主た る住居、売却以 外 に よ り発⽣す る所得（ e.g.損害  

賠償⾦） は⾮課 税 。  

  

②課 税⽅法  

・ 実 現時課 税  

・物価調 整 は ⾏ わ な い （名⽬ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ンへ課 税 ）  

・ 税率は通常の所得税率を適⽤  

・ キ ャ ピ タ ル ・ロスは類似の 資 産 か ら発⽣す る キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン か ら のみ控  

 
8 2 )  以 下 は 、 E v a n s ( 2 0 1 8 ) 、 Ta x  Wo r k i n g  G r o u p  ( 2 0 1 8 a ;2 0 1 8 b ;2 0 1 8 c ;2 0 1 8 d ;2 0 1 8 e ) 、 Ta x  

Wo r k i n g  G r o u p ( 2 0 1 9 b ) 参 照 。  
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除可能  

・繰越（延納）規定 あ り  

・みな し 実 現 課 税 （ 相 続 、 贈 与 、移住の 場合）  

・ 制 度 施 ⾏⽇以 降 の売却に適⽤  

  

③他の 制 度 と の 調 整  

・ 外 国企業の株式に 対 す る発⽣時課 税 は継続  

・ ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド お よ びオースト ラリア の株式売却益に は 実 現時課 税 を適⽤  

・ポー トフォリオ投資事業体（ PIEs： Port fo l io  inves tment entit ies） につい て  

は 、オースト ラリア の株式か ら得ら れ る キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン を発⽣時課 税 の  

対象と す る 。  

 

（ ２ ） 経 済 効 果  

①貯蓄・投資  

 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 は ⺠間貯蓄を抑制 す る こ と が予想さ れ る が 、

増収分 が⽀出に回さ れず、 政 府貯蓄が ⺠間貯蓄の低下 以上に上昇す る な らば、

国 ⺠貯蓄が増加す る と 考えら れ る 。  

投資 に 関 して は 、 課 税 に よ り 実 効 限界税率が上昇し 、抑制 さ れ る と 考えら れ

る 。 し か し な が ら 、⑤で⽰す よ う に 、 課 税 に よ る 外 国⼈投資 家への影響は⼤き

く な い 。 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド は 対 外 資 本依存 度 が⾼い た め 、投資への影響は そ の

分 、緩和さ れ る こ と に な る 。  

 

②⽣産性                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                    

 課 税 に よ り 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン を発⽣させる 資 産への投資 か ら 、 よ り⽣産

的 な投資への転換が促進さ れ る な らば、⽣産性（ 資 本⽣産性お よ び多要素⽣産

性） が上昇す る と 考えら れ る 。  

ただし 、凍結効 果 が発⽣す る な らば、 よ り⽣産 的 な 資 産への利⽤転換が妨げ

ら れ 、⽣産性の上昇に はつな が ら な い こ と に な る 。凍結効 果 に 関 して は 、 諸 外

国 の 研 究成果 を 参 考 に して 、 そ の程度 は⼤き い と 考えら れ て い る 。他⽅、 包 括
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的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 税収が 、法⼈税や貯蓄課 税 の軽減に利⽤さ れ る な

らば、 資 本投資率が上昇して⽣産性向上につな が るだろう 8 3 ) 。  

  

③労 働 市 場  

 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 は 労 働所得への 課 税 で は な い の で 、 労 働供給

への影響は ⼩ さ い と 考えら れ る 。 ただし 、 労 働所得が キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン の形

式を と る 場合が あ る 。例えば、⾃ら⾃宅をリフォームして売却す る ケ ースが 考え

ら れ る 。 こ の よ う な 場合に キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン に 課 税 さ れ る と 、 労 働供給の 意

思決定（ 労 働所得を稼ぐた め に 働 く の か or キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン を稼ぐた め に 働

く の か の選択） の歪みが 改善さ れ る 。  

ま た 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に よ り総需要 が抑制 さ れ る な らば、短

期的 に は雇⽤と賃⾦に影響を 与える こ と は あ り得る 。  

 

④物価  

 短期的 に は 、 課 税 に よ り賃貸料（ 家賃） が上昇し 、消費者物価指数に影響を

与える可能性は あ る 。  

 

⑤対内直接投資  

外 国⼈投資 家 が ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド 国内で得る キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン は 、 租 税条

約に よ り ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド で は⼀部を除き⾮課 税 と な り 、 外 国⼈投資 家 の⾃国

で 課 税 対象と な る 。 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド で 課 税 さ れ る の は 、⼟地に投資 して売却

す る 場合、 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド⽀店の 資 産 を売却す る 場合、 も し く は ニ ュ ー ジ ー

ラ ン ド⽀店を通して 資 産 を売却す る 場合等 に 限 定 さ れ る と 考えら れ る 。 し た が

って 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 が 対内投資 に及ぼす影響は⼤き く な い と

予想さ れ る 。  

 

 

 

 
8 3 )  O E C D ( 2 0 1 7 ) を 参 照 の こ と 。  



 76 

⑥株式・⾦融市 場  

 課 税 の 実 施 が公表さ れ る と 、短期的 に は株価が変動 す る こ と が予想さ れ る 。

ま た 、 国 ⺠貯蓄が変化す る と 、利⼦率に も影響が及ぶだろう 。  

 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の銀⾏システムは 、⾼い収益性、健全な流動性、 資 本バッ

ファー の 特 徴 を有して お り 、 課 税 の影響は受け な い と予想さ れ る 。  

 

⑦住宅市 場  

 理 論モデ ル で は 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に よ り 、 税 が転嫁さ れ 家賃

は上昇す る と想定 す る が 、住宅価格への影響は 特 定 さ れ な い 。 課 税 に よ り賃貸

住宅に 対 す る投資需要 が低下 す る と 、住宅価格は 下落す る と 考えら れ る 。他⽅、

賃貸住宅の供給が不⾜す る な らば、住宅価格はやや上昇す る こ と も 考えら れ る 。

以上の結果 と して 、 家賃に 対 す る住宅価格の ⽐率（住宅価格／家賃） は 下落す

る と想定 さ れ る 。  

理 論モデ ル に基づく 分 析 に 関 して は 、 以 下 の 理由に よ り 、 課 税 後 の 家賃お よ

び住宅価格の変化の推計は信頼で き な い と す る 。  

 （ a）税 制 の変更は 、そ れ が 実 現 さ れ る ま で予測不可能で 、実 現 後 は恒久的 に

予測可能と の前提 に基づい て い る が 、将来の予測は不確か で あ る 。  

 （ b）賃貸住宅の中に は す で に 現 ⾏ 制 度（Br ight- l ine test）に よ り 、課 税 さ れ

て い る も の が あ る が 、 こ の 点 はモデ ル で 考慮さ れ て い な い 。  

 （ c）課 税 に よ り賃貸住宅の 家賃が上昇し 、需要 が賃貸住宅か ら持ち 家 にシフ

ト す る可能性は あ る が 、住宅に 対 す る総需要 の変化は確か で な い 。  

 （ d）税 制 の影響は 、税 制 以 外 の他の 市 場 要 因 に よ り 相殺さ れ る可能性が あ る 。  

 （ e）住宅価格が⼀律に上昇して キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン が発⽣す る こ と を前提 と

して い る が 、 実 際 に は キ ャ ピ タ ル ・ロスが⽣ずる こ と も あ る 。  

そ こ で 、Tax  Work ing Group  (2018d)は海外 の 先 ⾏事例（カナダ、オースト ラ

リア、南アフリカ）に 注 ⽬ す る 。表 19 は そ の結果 を 概 観 し た も の で あ る が 、理

論モデ ル が想定 す る よ う に 、 家賃に 対 す る住宅価格の ⽐率は 下落す る の で は な

く 、逆の ケ ースも ⾒ ら れ る （カナダ、南アフリカ）。 家賃お よ び住宅価格に 対 す

る キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 の 効 果 は他の 政策に ⽐ 較 す る と ⼩ さ い と 考えら れ る 。  
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表 1 9  キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税 の 影 響 （ 海 外 の 事 例 ）  

 カナダ  オー ス ト ラ リア  南アフ リカ  
キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン

税導⼊  
1 9 7 2 年  1 9 8 5 年  2 0 0 1 年  

家賃  下落  1 9 8 7 年まで変化な
し 、 そ の 後上昇傾向  

変化な し  

住宅価格  1 9 7 4 年まで上昇、 そ
の 後 はほぼ横ばい  

やや上昇傾向  上昇  

税 制 以 外 の要因  1 9 7 0 年代家賃統制実
施、 1 9 8 0 年代廃⽌  

1 9 8 8 年 以 降 、 キ ャ ピ
タ ル ・ ロ ス 控 除 の  

制限廃⽌  

特に な し  

（ 出 所 ） Ta x  Wo r k i n g  G r o u p  ( 2 0 1 8 b ) , p p . 2 7 - 2 9 よ り 作 成 。  

 

同様の 指 摘 は 、Map les  and Yong(2019a ;2019b) で も ⾒ ら れ る 。Map les  and 

Yong(2019a ;2019b)は 、都市部特 にオークラ ン ド で住宅価格が⾼騰し 、住宅取得

が困難に な って い る こ と 、さ ら に 家賃も上昇し 、住宅環境が悪化して い る こ と に

注 ⽬ す る 。  

住宅取得と 税 制 と の 関係につい て は 、 以 下 の事柄を 指 摘 して い る 。  

（ a）住宅価格⾼騰の主た る 要 因 は 、供給要 因 （建築費上昇に よ る住宅供給不

⾜）、需要 要 因 （移⺠増加）、財政⾦融政策（賃貸住宅投資 に 対 す るロー ン利⼦

控除の 存 在 、⾦融引き締め の遅れ ） で あ って 税 制 で は な い 8 4 ) 。  

（ b） 税 制全体で 考える と 、⾦融資 産 よ り も住宅投資 （賃貸住宅投資 ） を選択

す る よ う な誘因 を投資 家 に 与えて い る 。  

（ c）包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 の 実 施 が住宅価格に 与える影響は ⼩ さ い 。  

（ d）Tax  Work ing Group が 2018 年 に 実 施 し たオン ラ イ ン世論 調 査 に よ る と 、

税 制 が住宅取得に 与える影響に 関 して は 、意 ⾒ が 分 か れ て い る 8 5 ) 。「税 に よ り住

宅は取得しやす く な る か ？ （Can tax  make hous ing more affordab le?）」と の質

問 に 対 し 、回答者 3,124 ⼈の う ち 、「い いえ、税 制 の責任で は な い」が 1 ,463 ⼈

（ 46 .8％）、「は い 、税 制 は住宅取得を 改善す る」が 1 ,046 ⼈（ 33 .5％）、「は い 、

し か しどの よ う に 改善さ れ る か は わ か ら な い」が 244 ⼈（ 7 .8％）、「は い 、他に

 
8 4 )  詳 細 は 、 R e s e r v e  B a n k  o f  N e w  Z e a l a n d ( 2 0 1 1 ) 参 照 。  
8 5 )  以上、 Ta x  Wo r k i n g  G r o u p ,  Qu i c k  Po l l  R e s u l t s ,  M a y  2 0 1 8  

( h t t p s : / / w w w. t a x p o l i c y. i r d . g o v t . n z / p u b l i c a t i o n s / 2 0 2 0 / 2 0 2 0 - t a x - w o r k i n g - g r o u p / o t h e r -
d o c u m e n t s / b a c k g r o u n d - m a t e r i a l /qu i c k - p o l l - r e s u l t s )  最 終 閲 覧 ： 2 0 2 5 / 4 / 1 8  
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考えが あ る（ I  have another  idea）」が 264 ⼈（ 8.5％）、「わ か ら な い」が 107 ⼈

（ 3 .4％） で あ っ た 。  

 

⑧新規企業への投資  

 新規企業への投資 に 関 して は 、初期段階の投資への影響は中⽴的 で あ る と 考

えら れ る 。そ の 理由と して 挙 げ ら れ る の は 、（ a）投資 が成功す る 場合に は 、課 税

さ れ て も得ら れ る収益は⼤き く 、失敗の 場合に は キ ャ ピ タ ル ・ロス控除が適⽤

さ れ る こ と 、（ b） 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 対象は新規企業への投資 に

限 定 さ れ な い こ と 、（ c） ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の新規企業に と って 外 国⼈投資 家 の

存 在 は⼤き い が 、前述の よ う に 、 外 国⼈投資 家 が ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の新規企業

の株式を売却す る 場合に は⾮課 税 で あ る こ と 、 で あ る 。  

 

⑨無体財産  

  無体財産 に 対 す る 課 税 は 、⾰新的 なビジネスに 対 して⼤き な影響を 与えな い 。

そ の 理由と して 指 摘 さ れ る の は 、（ a） 特許権 の売却は 、 現 ⾏ 税 制 で す で に 課 税

対象と さ れ て い る こ と 、（ b）新規企業が売却す る と し た ら 、無体財産 で は な く 、

事業全体で あ る と 考えら れ る こ と 、（ c）よ り規模が⼤き く かつ成熟し た企業は 、

価値の あ る無体財産 を売却せずに持ち 続 け る と予想さ れ る こ と 、 で あ る 。   

 

⑩税収  

 税収予測は 、 資 産価格の 動 向 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 制 度 に 関 す

る前提 に依存 す る 。 資 産価格は景気の 動 向 に左右さ れ る た め 、 税収は不安定 で

あ る 。反⾯、景気拡張期（景気後退期） に は 税収が増加（減少） す る た め 、ビ

ル ト イ ン ・スタビラ イザー と して の 機能を有す る と 考えら れ る 。  

以 下 の前提 を置き 8 6 ) 、税収予測を ⾏ う と 、10 年 後 の 税収は 年間 GDP の 1.2％

に達す る と予測さ れ る 。こ の値は 、2022 年 の デ ー タ で ⾒ る と 、個別消費税 の 1.3％

に近い こ と か ら 8 7 ) 、 税収的 に は⼤し た規模で は な い と 考えら れ る 。  
 

8 6 )  Ta x  Wo r k i n g  G r o u p ( 2 0 1 9 b ) , A p p e n d i x A : p p . 1 0 7 - 1 0 9 参 照 。  
8 7 )  O E C D ( 2 0 2 4 ) , p . 1 3 0 参 照 。ちな み に 。 同 年 における個⼈ 所 得 税 の値は 1 3 . 8％、法⼈ 所 得 税

4 . 5％、 GST 1 0 . 0％である 。 1 9 9 7 年 か ら 2 0 2 3 年 の 間 における諸外国（アメリカ、 イギリ
ス 、カナダ、オー ス ト ラ リア） の 動向を⾒る と 、個⼈ に対す る キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税 の 税
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・ 課 税 の 開始⽇は 2021 年 ４⽉１⽇  

・ 資 産価格の上昇率３％  

・ 資 産 の売買回転率（ turnover  rate） は 、居住⽤投資不動 産 8.4 年 、商⼯業  

⽤不動 産  8.7 年 、農業⽤不動 産９年 、株式 33％。  

・凍結効 果 に よ り 、 資 産 の保有期間が 10％上昇す る 。  

・ 税率（平均限界税率）は 、賃貸⽤不動 産 お よ び別荘 26％、商⼯業⽤不動 産  

等 25％、合同運⽤ファン ド 以 外 の 国内上場株式 28％、合同運⽤ファン ド の 

国内株式 25％  

・繰り越し （買い換え） を 考慮す る 。  

税収確保の 観 点 か ら 包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 に 注 ⽬ す る 議 論 と して は 、  

財 務 省 （ New  Zealand Treasury  (2021b) ） お よ び 内 国 歳 ⼊ 庁 （ Inland 

Revenue(2023;2025）)に よ る 報 告 書 が あ る 。こ れ ら の 報 告 書 で は将来の 税 制 を

取り巻く環境と して 、⼈⼝の⾼齢化・少⼦化、気候変動 、低酸素経 済 、⽣物多

様性損失（ b iodivers i ty  loss） などに 注 ⽬ す る 。財務省は⼀定 の前提 に基づき 、

国 家財政 の財政収⽀（ 対 GDP ⽐ ） は 、 2021 年 度 の -2.6％か ら 2061 年 度 に は -

13 .3％に変化す る と予測して い る 8 8 ) 。  

財務省の推計は 税収の 対 GDP ⽐ を⼀定 と して お り 、追加的 税収の可能性が 考

慮さ れ て い な い 。 税収が増える と 、財政収⽀も変化す る 。 そ こ で同省は 、増税

の⼿段を 検 討 し 、 そ の⼀つと して 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の導⼊を あ げ

て い る 8 9 ) 。ま た 、内国歳⼊庁は財政 の持続可能性を 実 現 す る柔軟な 税 制 を構築

すべき と し 、 租 税体系の あ り⽅を 検 討 す る 。所得課 税 の 課 税ベースを拡⼤す る

⼿段と して 包 括 的 ・ キ ャ ピ タ ル ゲ イ ン 課 税 に 注 ⽬ して い る 9 0 ) 。 ただし 、 いずれ

の 報 告 書 に お い て も 、 包 括 的 ・ キ ャ ピ タ ル ゲ イ ン 課 税 の具体的 な 制 度設計の内

容に踏み込んで お らず、 税収の推計も ⾏ わ れ て い な い 。  

  

 
収 の対 G D P ⽐は 、 1％か ら 8 . 7％の 間で変化して い る が 、各国ともリ ーマンショック後 は上
昇傾向にある 。中でも特にアメリカの上昇が著し く 、 2 0 2 3 年 に は 4 0 年 間で最⾼の⽔準
8 . 7％と なって い る （ 以上、 Ho u r a n i  a n d  Pe r r e t ( 2 0 2 5 ) , p . 9 ）。   

8 8 )  T h e  Z e a l a n d  Tr e a s u r y  ( 2 0 2 1 b ) , p . 1 9  参 照 。  
8 9 )  T h e  Tr e a s u r y  ( 2 0 2 1 b ) , p . 7 4  参 照 。  
9 0 )  I n l a n d  R e v e n u e ( 2 0 2 5 b ） , p p . 7 2 - 7 8 参 照 。   
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⑪再 分 配 効 果  

 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 再 分 配 効 果 を 考察す る前に 、 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の

所得格差の状況を ⾒ よ う 。図 4 は 、1982 年 以 降 の可処分所得（ 課 税 後 、給付後 ）

の ジ ニ係数の推移を⽰して い る 。可処分所得の中に住宅費⽤（ 家賃、住宅ロー

ン、地⽅税 のレイ ト 、建物関 連 の保険費⽤）を含む か否か で 、BHC（Be fore Hous ing 

Cost） と AHC（Af ter  Hous ing Cos t） に 分 か れ る 。AHC の⽅が BHC よ り も ジ

ニ係数が⼤き い 。 2018 年 に お い て 、BHC0.341、AHC0.397 で あ る 。 こ の こ と

は 、住宅費⽤は⾼所得者層よ り も低所得者層に と って 家計所得の⼤き な割合を

占め る こ と を⽰して い る 。BHC と AHC の両⽅の ケ ースで 、ジ ニ係数は 1990 年

以 降上昇傾向 に あ る 。  

ま た 、所得格差の状況を他の OECD 諸 国 と ⽐ 較 す る と 、 2021 年 の ニ ュ ー ジ

ー ラ ン ド の可処分所得の ジ ニ係数は 0.320 で 、OECD 平均値 0.313 を上回って

い る （図 5）。  

 

 
    （ 出 所 ） Pe r r y ( 2 0 1 9 ) , p . 9 4  Ta b l e  D . 9 よ り 作 成 。  
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図 5  所 得 格 差 （ ジ ニ 係 数 ） の 国 際 ⽐ 較 （ OECD 諸 国 ： 2 0 2 1 年 ）

 

（ 出 所 ） O E C D ( 2 0 2 4 a ) , p . 8 7 .   

 

以上の デ ー タ は 、ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド統計局が公表す る「家計経 済 調 査（ HES :  

Househo ld  Econom ic  Survey）」の所得に基づい て い る 。同調 査 で所得は 、賃⾦・

給与 、⾃営業所得、投資所得、年⾦（公的 年⾦、個⼈年⾦）、政 府給付、そ の他

の規則 的所得（信託か ら の所得、奨学⾦等 ）、不規則所得（ 相 続 、贈 与 、⽣命保

険⾦、賞⾦等 ） か ら構成さ れ る 9 1 ) 。  

投資所得の中⾝は 、 家賃、地代 、利⼦、 配 当 、 ラ イセンス料等 で あ り 、 キ ャ

ピ タ ル・ゲ イ ン の デ ー タ は踏ま れ な い 。し た が って 、キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン の 分布

は 、家計資 産 の 分布か ら推計す る し か な い 。図 6 は 、いずれ も 2015 年 に お け る

家計純資 産 の 分布状況を 、10 分位、５ 分位別に眺め た も の で あ る 。明ら か な よ

う に 、 家計純資 産 の全体に占め る割合は 、第 10 分位（最上位 10％） が 53％と

圧倒的 に⾼い 。 ま た 、 ５ 分位別で ⾒ る と 、第５ 分位が 67％を占め て い る 。  

さ ら に 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 課 税ベース（主た る住居を除く ）

の 分布を推計す る と 、第５ 分位（最上位 20％） が 82％を占め て い る （図 6）。

 
9 1 )  Ta x  Wo r k i n g  G r o u p  ( 2 0 1 8 c ) , p , 5  Ta b l e 1 参 照 。  
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こ の よ う な 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 課 税ベースの 分布お よ び 税収の

推計（導⼊後 ５ 年 後 を想定 ） を前提 と して 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の

税収の 家計純資 産階級別分布を推計す る と 、図 7 の と お り と な る 。 家計純資 産

階級が上昇す る につれ て 税 の割合は上昇す る傾向 が ⾒ ら れ る が 、特 に第 10 分位

の割合が 7 .7％と突出して⼤き い 。  

 

図 6  家 計 純 資 産 の 分 布 （ 2 0 1 5 年 ）  

 
   

（ 出 所 ） Ta x  Wo r k i n g  G r o u p  ( 2 0 1 8 c ) , p . 2 6  F i g u r e 2 4 , p . 2 8  F i g u r e 2 8 および  
Ta x  Wo r k i n g  G r o u p  ( 2 0 1 8 d ) , p . 1 0  F i g u r e 4 よ り 作 成 。  

 

図 7  可 処 分 所 得 に 占 め る 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 税 収 の 割 合  

（ 家 計 純 資 産 階 級 別 ）  

 

（ 出 所 ） I n l a n d  R e v e n u e ( 2 0 1 9 ) , p . 8  F i g u r e 4 .  
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HES の デ ー タ で は 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン が含ま れ な い こ と に加え、⾼所得者

層の所得の 実態が回答拒否や過⼩申告 に よ り正確に捕捉さ れ な い 9 2 ) 。こ の 点 を

意 識 して 、内国歳⼊庁は 、ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の超富 裕層（ High-wealth indiv iduals）

の 経 済所得につい て推計を ⾏ って い る （ Po l icy  and Regulatory  Stewardship  

(2023)）。推計の 概 要 は 、表 20 で⽰さ れ る と お り で あ る 。  

推計期間は 2015 年 ４⽉ 1 ⽇〜 2021 年 ３⽉ 31 ⽇、推計対象は⼀定 の条件（ 国

内居住者、純資 産 5,000 万 NZ ド ル 以上、 も し く は社会に 対 して影響⼒の⼤き

い⼤企業への 権利を有す る 場合 2 ,000 万 NZ ド ル 以上等 ） を満た す超富 裕層で

あ る 。推計値は 、基礎所得（ base income）を含む 経 済所得（ econom ic  income）

の平均実 効 税率（Average Effect ive Tax  Rate） で あ る 。基礎所得は 、個⼈レベ

ル で 課 税 さ れ る収⼊の総和か ら 経費お よ び損失を控除し た 概念で 、損失の繰り

越し を認め な い 点 で 、 課 税所得と は異な る 。基礎所得は 、給与 、賃⾦、 政 府移

転⽀出、利⼦、 配 当 、補助⾦等 か ら構成さ れ る （ 以上、表 21）。  

経 済所得は 、 包 括 的所得概念に基づき潜在 的消費を表す 概念で あ る 。 そ の内

容は 、基礎所得、事業体お よ び信託か ら の所得、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン （ 実 現 お

よ び未実 現：⼩規模資 産や個⼈資 産 は除く ）、帰属家賃か ら構成さ れ る 。推計の

対象と な る 税 は 、所得税 、法⼈税 （ 家族が株式の 10％以上を所有す る 場合）、

受託者税 （ trustee tax）、 GST 9 3 ) で あ る 。受託者税 は 、受託者の 課 税所得が 、 家

族の信託に 対 す る⽀配 度 を⽰す信託帰属係数（ trust  attr ibution factor） に基づ

き 、各家族に 配 分 さ れ る こ と に よ り決定 さ れ る 。  

 

 

 

 

 

 

 

 
9 2 )  Pe r r y ( 2 0 1 9 ) , p . 9 5 参 照 。  
9 3 )  GST は国の 基幹税 の ⼀ つであり 、 同 税 を含める こ と に よって 、 よ り包括的な実効税率の評
価が 可 能 に な る と して い る （ Po l i c y  a n d  R e g u l a t o r y  S t e w a r d s h i p  ( 2 0 2 3 ) , p . 2 ）。  
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表 2 0  推 計 の 概 要  

推計期 間  2 0 1 5 年４⽉ 1 ⽇ 〜 2 0 2 1 年 ３ ⽉ 3 1 ⽇  
推計対象  ⼀定の条件 （ ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド 居 住 者 、純資 産 5 , 0 0 0 万 N Z ド ル 以上、もし

く は社会に対し て影響⼒の⼤きい⼤企 業への権利を 有 す る 場 合 2 , 0 0 0 万 N Z
ド ル 以上等） を満た す ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の超富裕層（ H i g h - w e a l t h  
i n d i v i d u a l s ） 3 1 1 家族  

推計値  ・平均実効税率（ 税額／基礎所 得 、 税額／経済所 得 ）  
・経済所 得 は 、包括的所 得概念に 基 づき潜在的消費を表す概念、具体的な 内  
容は 、 基礎所 得 （ b a s e  i n c o m e ） 、 事 業 体および信託か ら の 所 得 、 キ ャ ピ タ  
ル ・ ゲ イ ン （実現および未実現 ：⼩規模資 産や個⼈ 資 産 は 除 く ） 、帰属家  
賃 。  

・ 税 の中⾝は 、 所 得 税 、法⼈ 税 （家族が 株 式 の 1 0％以上を 所 有 す る 場 合 ） 、  
信託税 （信託所 得 に対す る 税 ：家族の信託帰属係数に依存） 、 GST 。  

・政府移転は 所 得 と し て扱う（負の 税では な い ）  
利⽤統計  税務統計、公開デ ー タ （ 株 式 、 不 動 産 ） 、アンケー ト調査  

（ 出 所 ） Po l i c y  a n d  R e g u l a t o r y  S t e w a r d s h i p  ( 2 0 2 3 ) , C h a p t e r 3 .  

 

経 済所得の 概念を所得の種類別に ⾒ る と 、表 21 の と お り で あ る 。⾦融資 産 お

よ び不動 産 の純資 産階級別構造を ⾒ る と 、 いずれ も 富 裕層に集中して い る 。受

託者所得は 、受託者所得帰属分 お よ び キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン帰属分 か ら構成さ れ 、

家族に よ り受け取ら れ る受益者所得（基礎所得） は含ま れ な い 。不動 産所得、

⾦融所得、事業体所得の中⾝は 、基礎所得に キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 等 を含め た も

の で あ る 。経 済所得の構成は 、基礎所得７％、受託者所得 10％、⾦融資 産所得

13％、不動 産所得 19％、事業体所得 51％と な って い る 。⾦融資 産所得、不動 産

所得、事業体所得の中⼼は信託の 資 産 か ら発⽣し た キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン で あ る 。

経 済所得（基礎所得に含ま れ る受益者所得を除く ）の 67％が信託を利⽤し た も

の と な って い る 。  

経 済所得の平均実 効 税率の推計値は 、表 22 で⽰さ れ る 。経 済所得の平均実 効

税率（約 10％） は基礎所得の平均実 効 税率（ 32.1％） よ り も か な り低い 。帰属

家賃お よ び 政 府移転⽀出の 効 果 は ⼩ さ く（ そ れぞれ 0.1％）、基礎所得と の平均

実 効 税率の差は 、主に キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン に起因 す る と 考えら れ る 。 し た が っ

て 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン に 課 税 す る こ と に よ り垂直的公平の 改善に 資 す る と予

想さ れ る 。  
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表 2 1  所 得 の 種 類 別 の 経 済 所 得 の 概 念  

 概念  経済所 得 に含まれ るもの  経済所 得 の構成  
基礎所 得  

 
・個⼈レベ ルで課 税 さ れ る

収⼊の総和か ら経費およ
び損失を 控 除 し た概念  

・損失の繰り越し は認めな
い  

給与、 賃 ⾦ 、政府移転⽀
出 、利⼦、配当、補助⾦等  

７％  

受託者 所 得  取引信託（ t r a d i n g  t r u s t ）   
か ら の 所 得  

受託者 所 得帰属分、 キ ャ ピ
タ ル ・ ゲ イ ン帰属分  

1 0％  

不 動 産 所 得  ・個⼈名義で所 有 さ れ る 不  
動 産 、 l a n d - r i c h  e n t i t y  
（ 資 産 に占める⼟地の割  
合 の多い 事 業 体 ） を 通 し  
て 所 有 さ れ る 不 動 産 、信  
託を 通 し て 所 有 さ れ る 不  
動 産 か ら の 所 得  

・ 最⾼純資 産階級（第 1 0  
分位） が 、 不 動 産 （持ち  
家を 除 く ） の約 7 0％を  
所 有 。  

・推計対象である超富裕層  
の 場 合 、総資 産 に占める  
持ち家の割合 は 1 . 8％。  

・持ち家は中純資 産階級層  
に とって⼤きな 資 産  

基礎所 得 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ
イ ン  
 
 

1 9％  

⾦ 融 資 産  
所 得  

・ 株 式 、債券、運⽤ ファン  
ド 、暗号通貨、オプショ  
ン 取引、ハイブリ ッ ド証  
券等か ら の 所 得  

・純資 産階級の 最⾼第 1 0  
分位が家計⾦ 融 資 産 の  
7 1％を 所 有 。第 1 0 分位  
の ト ップ 1 0 分の １ が 、  
第 1 0 分位層の 3 7％を 所  
有 。  

基礎所 得 、国内 の キ ャ ピ タ
ル ・ ゲ イ ン 、 海 外 の ⾦ 融 資
産 所 得  

1 3％  

事 業 体 所 得  ・ 企 業 （上場 、 ⾮上場 ）お  
よび取引信託か ら の 所 得  

・総数は 2 , 6 9 5 、 そ のうち
5 5 0 は 資 産 に占める⼟地
の割合 の多い l a n d - r i c h  
e n t i t y 。  

・ 取引信託は 、 事 業 所 得
1 0 万 N Z ド ル 以上で、家
族が委託者 （ s e t t l e r ） 、
a p p o i n t e r （任命者 ） 、
b e n e f i c i a r y （受益 者 ） の
場 合  

基礎所 得 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ
イ ン 、 ⾮ 課 税 の分配⾦
（ n o n - t a x e d  d i s t r i b u t i o n ）  

5 1％  

（ 出 所 ） Po l i c y  a n d  R e g u l a t o r y  S t e w a r d s h i p  ( 2 0 2 3 ) よ り 作 成 。  

 

 



 86 

表 2 2  経 済 所 得 の 平 均 実 効 税 率  

所 得  平均実効税率（％）  基礎所 得 の平均実効税率
と の差  

基礎所 得  3 2 . 1  ―  
経済所 得 （帰属家賃 除 く ）  9 . 9  2 2 . 2  
経済所 得 （帰属家賃含む）  9 . 8  2 2 . 3  

経済所 得  
（帰属家賃含む：  
政府移転⽀出 除 く ）  

9 . 7  2 2 . 4  

経済所 得  
（帰属家賃および GST 含む）  

1 0 . 1  2 2 . 0  

（ 出 所 ） Po l i c y  a n d  R e g u l a t o r y  S t e w a r d s h i p  ( 2 0 2 3 ) , p . 9 4 .  

 

以上の よ う に 、 Po l icy  and Regulatory  Stewardship  (2023)は超富 裕層の 経 済

所得に占め る キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン の重要性を⽰して い る 。Rushbrooke(2024)は 、

国 際 ⽐ 較 に よ り こ の 点 を確認し よ う と し た 。  

Rushbrooke(2024)で は 、 Hourani ,  et  a l .(2023)で推計さ れ た 実 効 税率の値を

ベースに して い る 。 実 効 税率は 、企業段階で の 課 税 は 考慮せず個⼈段階で の所

得課 税 （社会保障拠出⾦含む ） を想定 して い る 。 ま た 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン は

⻑期株式譲渡益のみで あ る 。平均賃⾦の ５倍（ 2021 年 に お い て約 33 万 NZ ド

ル ） を稼ぐ個⼈に 焦 点 を 当 て 、所得につい て ３つの ケ ース（ 100％賃⾦、 100％

キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン、賃⾦ 50％・ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 50％） を ⽐ 較 す る 。 ニ ュ

ー ジ ー ラ ン ド で平均賃⾦の ５倍の⽔準は 、公共部⾨ の最⾼責任者の給与 に 相 当

す る 。 国 際 ⽐ 較 の 対象は 、オースト ラリア、カナダ、 イギリス、 アメリカの

Anglosphere（ ア ングロスフィ ア ）、お よ びベルギー 、デ ンマーク、ド イツ、ノル

ウェー 、スペイ ン で あ る 。 後者は 、⽣活⽔準が ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド と類似して い

る こ と 、 お よ び公共サービスの⽔準が 、 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド が ⽬標と す る⽔準で

あ る と の 理由で選ばれ て い る 。株式譲渡益に 対 して⾮課 税 な の は 、 ニ ュ ー ジ ー

ラ ン ド とベルギー のみで あ る 。  

実 効 税率の推計の結果 は 、表 23 で⽰さ れ て い る 。いずれ の 国 に お い て も 、キ

ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン は賃⾦よ り も軽課 さ れ て い る こ と が わ か る 。 ま た 、 ニ ュ ー ジ

ー ラ ン ド の⾼所得者の負担は 、 相 対 的 に低い 。 50％賃⾦、 50％キ ャ ピ タ ル ・ ゲ

イ ン を想定 す る と 、ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の⾼所得者の負担（ 13 .75％）は他国 のほ
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ぼ２ 分 の １ 以 下 で あ る 。こ の こ と は 、平均賃⾦ 20 倍を稼ぐ個⼈の 場合も同様で

あ る 。  

 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 が 実 現 す る と 、 資 本逃避が⽣ずる と の 指 摘 が

あ る 9 4 ) 。資 本逃避の可能性は 、課 税 に よ り ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の負担が他国 と ⽐

較 してどの程度⾼く な る か に よ る 。仮に 資 本逃避が発⽣し た と して も 、OECD の

国 際基準に基づき⾮居住者に係る⾦融⼝座情報 を 税務当局間で 相互に交換す る

制 度 （共通報 告基準（CRS :  Common Report ing Standard）） に ニ ュ ー ジ ー ラ ン

ド も 2015 年 に加⼊して お り 9 5 ) 、CRS に合意 し た 国への 租 税回避への 対応が可

能と な って い る 。  

 

表 2 3  所 得 源 泉 別 の 平 均 実 効 税 率 の 国 際 ⽐ 較 （ ％ ）  

国  1 0 0％賃 ⾦  1 0 0％キ ャ ピ タ ル ・
ゲ イ ン  

5 0％賃 ⾦ 、 5 0％キ ャ
ピ タ ル ・ ゲ イ ン  

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド  3 2 . 9 7 （ 3 7 . 4 9 ）  0 （ 0 ）  1 3 . 7 5 （ 1 7 . 9 9 ）  
オー ス ト ラ リア  4 0 . 7 1 （ 4 5 . 4 3 ）  1 7 . 2 1 （ 2 1 . 9 3 ）  2 8 . 9 6 （ 3 3 . 6 8 ）  
アメリカ  3 6 . 6 （ 4 3 . 2 9 ）  2 0 . 2 3 （ 2 7 . 3 ）  2 7 . 9 6 （ 3 5 . 5 1 ）  
イギリ ス  4 1 . 6 7 （ 4 5 . 6 7 ）  1 7 . 0 3 （ 1 9 . 2 6 ）  2 8 . 0 8 （ 3 1 . 8 7 ）  
カナダ  4 4 . 5 6 （ 5 1 . 2 9 ）  1 7 . 2 8 （ 2 4 . 3 3 ）  3 1 . 1 8 （ 3 7 . 9 ）  

デ ンマーク  5 0 . 6 3 （ 5 4 . 4 7 ）  4 1 . 6 2 （ 4 1 . 9 1 ）  4 3 . 5 （ 4 7 . 4 3 ）  
ノルウェー  4 2 . 1 8 （ 4 5 . 3 5 ）  3 0 . 8 5 （ 3 1 . 1 2 ）  3 4 . 5 9 （ 3 7 . 7 5 ）  

ド イツ  4 3 . 9 8 （ 4 6 . 5 3 ）  2 6 . 2 9 （ 2 6 . 3 5 ）  3 4 . 9 3 （ 3 5 . 9 6 ）  
ベ ルギー  5 5 . 2 （ 5 8 . 0 8 ）  0 （ 0 ）  2 6 . 6 8 （ 2 8 . 5 6 ）  
スペイ ン  3 7 . 3 2 （ 4 2 . 8 5 ）  2 2 . 1 9 （ 2 4 . 7 1 ）  2 6 . 2 6 （ 3 1 . 9 1 ）  

（ 注 ）カッコ内 は 、平均賃 ⾦ の 2 0 倍の 場 合 。  
（ 出 所 ） R u s h b r o o k e ( 2 0 2 4 ) , p . 3 , Ta b l e  1 を追加修正。  

 

 

 

 

 

 
9 4 )  「カネは増やしやす い 所へ導か れ る 。もし ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド が 、 新 た に 税 を導⼊す る か 制

度変更に よ り法外 な負担を 発 ⽣ させて 、 投 資 が困難に な る かもし く は 収 益性が低下 す る な
らば、カネは消える だろう」 ( “Ho w  t h e  ʻB r i s c o e s  B l o k e ʼR o d  D u k e  i s  m a k i n g  m i l l i o n s - e v e n  
i n  a  r e c e s s i o n ” , R N Z ,  1 3  Se p t e m b e r, 2 0 2 4 ) 。  

9 5 )  I n l a n d  R e v e n u e ,  A u t o m a t i c  E x c h a n g e  o f  I n f o r m a t i o n  a n d  t h e  C o m m o n  R e p o r t i n g  S t a n d a r d
（ h t t p s : / / w w w. i r d . g o v t . n z / i n t e r n a t i o n a l - t a x / e x c h a n g e - o f - i n f o r m a t i o n / c r s / a e o i - a n d - c r s ）お   

よび O E C D ,  I n t e r n a t i o n a l  s t a n d a r d s  o n  t a x  t r a n s p a r e n c y,     
( h t t p s : / / w w w. o e c d . o r g / e n / t o p i c s / i n t e r n a t i o n a l - s t a n d a r d s - o n - t a x - t r a n s p a r e n c y. h t m l  
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⑫税務⾏ 政費⽤お よ び納税協⼒費⽤  

（ a） 税務⾏ 政費⽤  

 税務⾏ 政費⽤（ tax  adm inistrative cost）に は 、税務当局の運営・維持費⽤（職

員の給与 ・ 年⾦、宿泊設備、事務経費）、⽴法費⽤、訴訟に 要 す る裁判費⽤が含

ま れ る 9 6 ) 。  

 包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 の 実 施 に よ り 、現 ⾏ 制 度 と ⽐ 較 して 、申告 書 の

処理 お よ び 税務調 査事務が増加す る 。 ま た 、納税者への広報 ・サポー ト の体制

構築 も求め ら れ る た め 、内国歳⼊庁内に新た な部局の設置が必要 と な る か も し

れ な い 。他⽅、課 税ベースが拡⼤す る こ と に よ り 、納税者と の間の係争が減り 、

そ の 点 で 税務⾏ 政費⽤は減少す る と 考えら れ る 。  

 

（ b）納税協⼒費⽤  

 納税協⼒費⽤（ tax  comp l iance cost）は 、納税 を ⾏ う た め に納税者に発⽣す る

費⽤で あ る 。そ の内容に は 、明⽰的費⽤（ exp l ic i t  cos t :  e .g.  税 理⼠への⽀払い ）、

暗黙的費⽤（ imp l ic i t  cost :  e .g.納税者が納税 の た め に費やす時間）、⾮労 働費⽤

（ non- labor  cost :  e .g.納税 に必要 な 機器・事務⽤品）、⼼理 的費⽤（ psycho logical  

cost :  e .g.納税協⼒に伴うストレス） が含ま れ る 。 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の納

税協⼒費⽤の主た る も の は 、 資 産 の記録管理 と評価に 関 わ る費⽤で あ る 。  

 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 の納税協⼒費⽤に 関 す る 先 ⾏ 研 究 に よ る と 、（ イ ）他

の 税 と ⽐ 較 して納税協⼒費⽤は ⼩ さ い が 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 税収に占

め る割合は⼤き い こ と（オースト ラリア の 場合、1994 年 度 に お い て キ ャ ピ タ ル・

ゲ イ ン 税収の 16％）、（ロ）納税協⼒費⽤の構造は逆進的 な こ と（中⼩企業、低

所得者ほど納税協⼒費⽤が 相 対 的 に⾼い こ と ）、（ハ）継続 的費⽤（ recurrent cost）

は導⼊時の初期費⽤（ commencement cost）と ⽐ 較 して ⼩ さ い が 、時間が 経過し

て も減少し な い こ と 、（⼆）キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 に よ り影響を受け る納税者

は少数で あ り 、 かつそ のほとんどは １回限 り で し か も不規則 で あ る こ と 、（ホ）

主た る納税協⼒費⽤は 税務専 ⾨ 家へ⽀払う費⽤で あ る こ と 、 が明ら か に さ れ て

い る 9 7 ) 。  

 
9 6 )  E v a n s ( 2 0 0 8 ) , p p . 4 5 0 - 4 5 1 参 照 。  
9 7 )  E v a n s ( 2 0 1 8 ) , p p . 1 3 - 1 8 参  
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 納税協⼒費⽤は 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 制 度設計の内容に依存 す

る 。 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 経 済 効 果 の 検 討 に 際 して Tax  Work ing 

Group(2018d)で想定 さ れ た 制 度 の う ち 、現 ⾏所得税 制 の枠組みの中で の 課 税拡

⼤、他の所得と同様の 課 税 ・ 徴収、主た る住居お よ び不動 産 以 外 の個⼈資 産 の

⾮課 税 、 実 現時課 税 、名⽬ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 （物価調 整 な し ） などは 、

納税協⼒費⽤を減少させる⽅向 に 働 く と 考えら れ る 9 8 ) 。  

  

Ⅵ . 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 実 現 を 阻 む 要 因  
 

１ . 先 ⾏ 研 究  

 

包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 が 実 現 さ れ な い 理由に ⾔及し た 先 ⾏ 研 究 と し

て 、Huang and El l iffe(2010)、Gr iffiths(2015;2017)、Marr iot(2016)、Evans  and 

Krever  (2017)、Vow les(2017)、 Sutton(2020)が あ る 。  

 

（ １ ） Huang and  E l l iffe(2010)  

 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド で の 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ゲ イ ン 課 税 につい て 、４つの 論 点（①

所得・ 資 産格差、②簡素性、③経 済 、④政 治 ） か ら 検 討 して い る 。  

 ①所得・ 資 産格差  

 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の所得格差の状況（ 2004 年 ） は 、他の OECD 諸 国 と ⽐ 較

して不平等 度 が⾼い 。垂直的公平を 改善す る 観 点 か ら 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ

イ ン 課 税 の 実 施 が望ま し い が 、⾼所得者が海外 に逃避す る と い う 意 ⾒ が あ る 。

こ の 点 に 関 して は 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 税収を 、⾼所得者を優遇す る形

で所得税減税 の財源と す る こ と も可能で あ る と主張す る 。  

 ②簡素性  

 
9 8 )  以上の 他 に 、納税協⼒費⽤ を 最⼩化す る⽅法と して 、 ⾮ 課 税 の対象を な るべく少な く す る

こ と 、特定の 資 産 に対す る軽減措置を認めな い こ と 、中⼩企 業 に対す る特例措置を認めな
い こ と 、繰り越し （買い換え： r o l l - o v e r ） の対象を少な く す る こ と 、 内国歳⼊庁が納税 者
をサポ ー ト す る こ と等が重要である と指摘さ れ て い る （ E v a n s ( 2 0 1 8 ) , p p . 3 5 - 3 7 ）。包括的キ
ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の具体的な 制 度 に 関 連 し た納税協⼒費⽤ の検討に つ い て は 、 Ta x  
Wo r k i n g  G r o u p ( 2 0 1 8 a ) 参 照 。  
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包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に よ り 税務⾏ 政費⽤お よ び納税協⼒費⽤の増

加が懸念さ れ る が 、 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の納税者の知識⽔準お よ び 税務当局の 税

務⾏ 政能⼒は他の OECD 諸 国 と ⽐ 較 して 相 対 的 に⾼く 、包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ

イ ン 課 税 を 実 施 で き る⼗分 な能⼒が あ る 。  

③経 済  

過去 20 年間の ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の 労 働⽣産性、⼈⼝⼀⼈あ た り の GDP は 、

他の OECD 諸 国 と ⽐ 較 して低い 。ま た 、OECD か ら は 、包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ

イ ン 課 税 が な い こ と が 、住宅ブームの⼀因 と な っ た可能性が あ る と 指 摘 さ れ て い

る（OECD(2009) ,p .35）。財政 の中⻑期的 ⾒通し 、低い⽣産性を 改善す る た め に

包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 実 施 が必要 で あ る と主張す る 。  

④政 治  

国 ⺠ が 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 を重要 な 課 題 とみな す こ と が必要 で あ

る と す る 。 ま た 、 GST 導⼊の 経験か ら 、新税導⼊は可能で あ り 、他国 に学ぶこ

と で よ り良い 制 度構築 が可能と な る と して 、 後発の優位性を主張す る 。  

Huang and El l iffe(2010)は 、 以上の 理由か ら 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税

の 実 施 に賛成す る 。な ぜ同課 税 が こ れ ま で 実 現 さ れ な い か に 関 して は 、「 政策⽴

案者が キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の メリット を 理 解 して い な い か ら で は な く 、 キ

ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 問 題 点 と 実 施 に伴うコスト に圧倒さ れ た か ら で あ る 。

（ キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 に 関 す る ）租 税 政策の歴史を ⾒ る と 、（ キ ャ ピ タ ル ゲ

イ ン 課 税 ） に 対 す る拒否反応は 、 税務⾏ 政 お よ び技術的側⾯か ら ⾒ て 税法が あ

ま り に も複雑で 、 税収が そ れ に ⾒合っ た も の に な ら な い と い う根拠の な い主張

に 基 づ く 」 と し 、 政 策 ⽴ 案 者 の 意 識 に 注 ⽬ し て い る （ Huang and 

El l iffe(2010) ,pp .25-26）。  

 

（ ２ ） G r iffiths(2015;2017)  

歴史的 ⽂脈の中で 、 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド で 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 が 実

現 し な い 理由を探って い る 。 Gr iffiths(2015;2017)が 注 ⽬ す る の は 、 以 下 の事柄

で あ る 。  
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第⼀に 、 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の 経 済史に お い て⼟地は重要 な 存 在 で あ っ た が 、

⼟地税や所得税 の 課 税 対象と な って き た 。⼟地取引に よ り発⽣す る キ ャ ピ タ ル・

ゲ イ ン は す で に 課 税 対象と さ れ て い る 。  

第⼆に 、 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド 国 ⺠ は持ち 家 に 対 す る強い憧れ を持って お り 、 包

括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 対 す る抵抗が⼤き い 。  

第三に 、ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド は歴史の浅い 国 で（ 1947 年 に イギリスか ら独⽴）、

20 世紀後 半 は 資 本蓄積が必要 で あ っ た 。  

第四に 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 は 制 度設計が複雑で 、 税務⾏ 政上の

困難お よ び納税者の納税事務負担が重い 。  

第五に 、 1980 年 代 後 半 の 効率的 な GST 導⼊の成功経験が 、 制 度 的 に複雑な

キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 （例外規定 の多い不完全な 制 度 ）導⼊に⼆の⾜を踏む

⼀つの 原 因 と な っ た 。  

 

（ 3）Ma r r io t (2016)  

資 産 再 分 配 機能を有す る ３種類の 税 （ 相 続 税 、 贈 与 税 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・

ゲ イ ン 課 税 ） を 検 討 し 、 以 下 の事柄を 指 摘 す る 。  

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド で は 、不平等 が拡⼤す る傾向 に あ る 。所得格差は OECD 平

均よ り⼤き い 。 ま た 、ヨーロッパ系ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド⼈とマオリ・太平洋⺠族

と の間で著し い 資 産格差が 存 在 す る 。現段階で は 相 続・贈 与 税 は 存 在せず、キ ャ

ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 も 限 定 的 で あ る 。し た が って 、資 産格差が世代 を超えて継承

さ れ る状況に あ る 。  

ま た 、 税 制 が⽣産 的投資 か らローリスクの投資 （賃貸住宅投資 ）への転換を

後押し して お り 、住宅価格の⾼騰に よ り持ち 家率が低下 して い る（ 1986年：75 .2％

→ 2015 年：63 .7％）。  

包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 の 実 現 は 、BBLR アプローチの 観 点 か ら望ま し

い 。同税単独で は住宅価格⾼騰に 対応で き な い か も し れ な い が 、住宅の投資 対

象と して の魅⼒を低下 させる こ と に は役⽴つ。 税収⾯で も 、 相 続 ・ 贈 与 税 よ り

は期待で き る と 考えら れ る 。海外 の 動 向 を ⾒ て も 、 相 続 ・ 贈 与 税 は廃⽌の傾向

に あ る が 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に は そ の よ う な傾向 は ⾒ ら れ な い 。 ニ ュ ー
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ジ ー ラ ン ド 国内で 相 続 ・ 贈 与 税 の 再導⼊に 対 す る強い賛成は な い⼀⽅で 、 包 括

的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 実 施 に 対 す る強い反対 も な い 。  

強い反対 は な い に も か か わ らず、ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド で 包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ

ン 課 税 が 実 現 さ れ な い 理由と して 、 国 ⺠ の 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 関

す る 理 解不⾜と そ の結果 と して の 対⽴が あ る と主張す る 。す な わ ち 、「包 括 的 キ

ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 は少数の者に し か影響を 与えな い に も か か わ らず、多く の

国 ⺠ が同税 を⽀持し な い 理由は 、①包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 と は何か 、

②どの よ う に 課 税 さ れ る か 、③誰が影響を受け る か が⼀般に 理 解 さ れ て い な い

か ら で あ る 。 こ の 理 解不⾜と そ の結果 と して の 対⽴は 、 資 産 課 税 に よ り影響を

受け る可能性の⾼い者の 意 に沿う」 9 9 ) と主張す る 。  

 

（ 4） Evans  and  Kreve r  (2017)  

包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 を 実 施 して い る 諸 外 国 の 経験に照ら し合わせ

て 、 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 につい て 考察して い る 。 ニ ュ

ー ジ ー ラ ン ド で 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 が 実 現 し な い 理由に 関 して は 、

Gr iffiths(2015;2017)お よ び Marr iot(2016)の ⾒ 解 を批判的 に 検 討 す る 。  

Gr iffiths(2015;2017)が 指 摘 す る 、⼟地が す で に 課 税 対象と さ れ て い る こ と 、

持ち 家志向 が強い こ と 、 資 本蓄積を 阻害す る こ と 、 実 施上の 課 題 などの事柄に

は⼀理 あ る が 、そ れだけ で は説明で き な い と す る 。ま た 、Marr iot(2016)が主張

す る 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 対 す る 国 ⺠ の 理 解不⾜お よ び そ の結果 と

して の 対⽴が最⼤の 理由で は な い と す る 。  

結局、包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 の 実 施 を躊躇す る 理由と して Evans  and 

Krever  (2017)が 指 摘 す る の は 、同課 税 を 巡 る 政 治 的敵対勢⼒、国 ⺠ の 理 解不⾜、

既得権 （ 特 に企業団体、農業団体） の 存 在 で あ る 。 Evans  and Krever  (2017)で

は明確に さ れ て い な い が 、企業団体が反対 す る 理由に は 1 0 0 ) 、①初期の導⼊コス

ト が⾼い こ と 、②技術⾰新にダメ ー ジ を 与え経 済成⻑を 阻害す る こ と 、 が あ っ

 
9 9 )  M a r r i o t t ( 2 0 1 6 ) , p . 8 0 参 照 。  
1 0 0 )  以 下 は 、 Su t t o n ( 2 0 2 0 ) , p p 1 2 - 1 3 参 照 。 こ の 他 、 株 式 を 売 却 して引退後 の 資 ⾦ に充て よう

と す る中⼩企 業 のオーナー がダメー ジ を受ける と の指摘もある （ “N Z  F i r s t  N e t s  A  C a p i t a l  
G a i n  O n  T h e  P r o p o s e d  C a p i t a l  G a i n s  Ta x ” ,  T h e  D E F I A N T  n e t , 1 7  A p r i l , 2 0 1 9 ）。  
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た 。 ま た農業団体か ら の反対 理由と して は 、①団体幹部の主た る 資 産 が⼟地で

あ る こ と 、②納税協⼒費⽤が上昇す る こ と 、③課 税 に よ り住宅取得は容易に な

ら な い こ と 、 が 指 摘 さ れ た 。  

 

（ 5） Vow l es ,  e t  a l . (2017)  

2014 年 の総選挙 に お い て 、「不平等」が い か に して 、ま たどの程度 、選挙運動

お よ び選挙結果 に影響を及ぼし た の か を 検 討 して い る 。  

2014 総選挙 に お け る有権者の 関⼼は 、最も⾼い の が「経 済」で 、次い で「不

平等」と な って い る 1 0 1 ) 。「不平等」に 対 す る世論 の 関⼼は 、2011 年 の総選挙前

か ら⾼ま っ た 。こ の背景に は 1 0 2 ) 、ジョン ・ キ ー⾸相 が 2010 年 に社会開発省が

公表し た 報 告 書 に基づき 、所得格差は低下傾向 に あ る と 国会で 報 告 し た が 、 こ

の 報 告 書 で は 2009 年 ま で し かフォロー さ れ て お らず 1 0 3 ) 、 2010 年 に 実 施 さ れ

た⾼所得者（上位 10％）に 対 す る減税 の 効 果 が 考慮さ れ て い な い こ と 、お よ び

⼦供の貧困率（ 特 にマオリ、太平洋⺠族） が⾼い こ と 1 0 4 ) が あ っ た 。  

可処分所得（ 課 税 後 、給付後 ）の ジ ニ係数は 、2008 年 の総選挙 後上昇傾向 に

あ る 1 0 5 ) 。 2011 年 お よ び 2014 年 の総選挙 に お い て 、有権者の所得格差意 識 お

よ び所得格差是正意 識 は いずれ も⾼か っ た 。選挙前の ア ン ケ ー ト 調 査 に よ る と 、

所得格差が⼤き い と 考える有権者の割合は 、 61％（ 2011 年総選挙時） お よ び

67％（ 2014 年総選挙時）で あ っ た 。ま た 、政 府 が所得格差を是正すべきだと 考

える有権者の割合は 、58％（ 2011 年総選挙時）お よ び 64％（ 2014 年総選挙時）

で あ っ た 1 0 6 ) 。  

労 働 党 は 、不平等 改善策の⼀つと して 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 実 施

を 提 ⾔ し た 。Vow les ,et  a l .(2017)に よ れば 1 0 7 ) 、両親が 労 働 党⽀持者、有権者本

 
1 0 1 )  Vo w l e s , e t  a l . ( 2 0 1 4 ) , p . 1 3 参 照 。また 、 L e e s -M a r s h m e n t ,  e t  a l . ( 2 0 1 5 ) , p . 1 2 0 も参 照 。  
1 0 2 )  Vo w l e s , e t  a l . ( 2 0 1 4 ) , p p . 1 5 - 1 6 参 照 。  
1 0 3 )  2 0 1 0 年 の⼦供の貧困率は 、 1 9 8 0 年代初期 の約２倍であった （ I n equ a l i t y  r e p o r t  i g n o r e s  

t a x  c u t s  f o r  r i c h̶  G off .  S t uff ,  3  A u g u s t 参 照 ）。  
1 0 4 )  所 得格差は 1 9 8 8 年 か ら 2 0 0 4 年 に かけて著し く上昇し た が 、 2 0 0 7 年 は低下 し 、 2 0 0 9 年

は 2 0 0 7 年 とほぼ同じ⽔準である （ Pe r r y ( 2 0 1 0 ) , p . 6 5 、図７− 4 参 照 ）。  
1 0 5 )  Vo e w l e s ,  e t  a l  ( 2 0 1 7 ) , p . 3 1  F i g u r e 2 . 2 参 照 。   
1 0 6 )  以上、 Vo e w l e s ,  e t  a l  ( 2 0 1 7 ) , p . 1 3 5  Ta b l e 6 . 2 参 照 。 有権者 の格差是正意識が⾼い こ と を
⽰すアンケー ト結果に つ い て は 、 L e e s -M a r s h m e n t ,  e t  a l . ( 2 0 1 5 ) , A p p e n d i x 1 も参 照 。  

1 0 7 )  以 下 、 Vo w l e s , e t  a l . ( 2 0 1 4 ) , C h a p . 6 参 照 。  



 94 

⼈が 労 働組合員、将来に悲観 的 な⼈、左派の⼈ほど同税 に賛成し た傾向 が ⾒ ら

れ る 。 ま た 、賃貸住宅の所有者は 、 年齢が上が る につれ て同税への⽀持率が低

下 す る傾向 に あ る 。 こ れ は 、 年齢が⾼いほど資 産 が蓄積し 、同税 の 対象と な り

やす い か ら で あ る と 考えら れ る 。  

包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 に 対 して は 、賃貸住宅への投資 に よ り利益（ キ

ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン ） を得よ う と す る中⾼所得者か ら の反対 が予想さ れ 、 政 治 的

リスクを伴う も の で あ っ た 。 ま た 、 労 働 党 の格差是正政策に 対 して は 、 経 済成

⻑を抑制 す る可能性が懸念さ れ た 1 0 8 ) 。し か し な が ら 、包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ

ン 課 税 が投票に 与えた影響に 関 して は 、同税 に よ り 労 働 党⽀持が減っ た と い う

エビデ ンスは な く 、む しろわずか な が ら得票につな が っ た と 指 摘 さ れ て い る 1 0 9 ) 。  

労 働 党 は 、不平等 改善策と して 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 のほか に 、初

め て の住宅を購⼊す る⼈々 が購⼊しやす い住宅の建設、最低賃⾦の引き上げ、

所得税 の最⾼税率引き上げ (33％→ 36％ )、低所得者に 対 す る⽣後 1 年 ⽬ の育児

⼿当 の増額などを公約と して⽰し た が 、⽀持者の反応は芳し く な か っ た 1 1 0 ) 。こ

れ に 対 して 国 ⺠ 党 は 、 2014 年 度予算に お い て 家族・⼦供を⽀援す る 包 括 的プロ

グラム（低中所得者に 対 す る 税額控除の増額、有給育児休暇の拡⼤、 13 歳以 下

の児童に 対 す る診察料お よ び処⽅箋料の廃⽌等 ） を計上し 、多く の有権者に好

意 的 に受け⼊れ ら れ た 。  

「不平等」は有権者の投票⾏ 動 に影響を 与えた と 考えら れ る が 1 1 1 ) 、結局、労

働 党 は選挙 に敗北し 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税 の導⼊も 実 現 し な か っ た 。  

 

（ 6） Sut ton(2020)  

政 治 経 済学の 観 点 か ら 、 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド に お け る 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ

ン 課 税 の 議 論 を 検 討 して い る 。先 ⾏ 研 究 に 対 して 、ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド で 包 括 的 キ

 
1 0 8 )  L e e s -M a r s h m e n t ,  e t  a l . ( 2 0 1 5 ) , p . 1 0 6 参 照  
1 0 9 )  Vo w l e s , e t  a l . ( 2 0 1 4 ) , p . 1 4 2 .  
1 1 0 )  L e e s -M a r s h m e n t ,  e t  a l . ( 2 0 1 5 ) , p . 1 0 6 参 照 。  
1 1 1 )  N Z ES ( N e w  Z e a l a n d  E l e c t i o n  S t u d y ) のアンケー ト調査に よ る と 、「経済」が重要課題であ

る と考える 有権者 は 7 9％が国⺠党に 、「不平等」が重要である と考える 有権者 は 4 2％が労
働党に 、 2 1％が緑の党に 投票す る と回答し た （ Vo w l e s ( 2 0 1 7 ) , p . 1 9  Ta b l e 1 . 3 参 照 ）。  
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ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 が 実 施 さ れ な い 理由を部分 的 に説明して い る が 、 ニ ュ ー

ジ ー ラ ン ド の 特殊性を説明で き て い な い と批判す る 。  

検 討 の 対象を ア ーダー ン 政 権 下 で公表さ れ た Tax  Work ing Group の 報 告 書 を

巡 る 議 論 に 焦 点 を絞り 、賛成意 ⾒ 、反対 意 ⾒ の そ れぞれ を 概 観 す る 。そ の上で 、

ア ーダー ン⾸相 が 2019 年 ４⽉に 包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 の 実 施 を ⾒送っ

た背景と して 、 以 下 の事柄を 指 摘 して い る 。  

①連⽴政 権内の 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 対 す る反対勢⼒（ ニ ュ ー ジ

ー ラ ン ドファースト 党 ） の 存 在 が⼤き い 。 国 ⺠ に よ る 労 働 党への⽀持は不安定

で 、 政 権 を維持す る た め に ニ ュ ー ジ ー ラ ン ドファースト 党 の協⼒を得る必要 が

あ っ た 。  

②包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 の必要性が 国 ⺠ に う ま く伝わ らず、反対派の

意 ⾒ にミスリー ド さ れ た 。中間層の 国 ⺠ は 、反対派が強調 す る 包 括 的 キ ャ ピ タ

ル・ゲ イ ン 課 税 に よ るマイナスの側⾯（ e.g.２重課 税 、雇⽤阻害、国 際競争⼒抑

制 、納税協⼒費⽤増加等 ）に 対 して必ずし も すべて同意 し た わ け で は な い が 、急

い で同課 税 を 実 施 す る必要性は低い と判断し た 。  

③労 働 党 は 、 2011 年 お よ び 2014 年 の総選挙時に 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ゲ イ ン

課 税 を選挙公約と して積極的 に キ ャ ンペー ン を ⾏ っ た 。2017 年 の総選挙 で も公

約と して は掲げた が 、積極的 な キ ャ ンペー ン は継続 さ れず、結局、同税 に 対 す る

労 働 党 の強い 政 治 的 意思が⽰さ れ な か っ た 。  

④包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 を⽀持して い る 労 働 党 以 外 の集団（緑の 党 、

研 究者、労 働組合）は 、個々 が独⽴して お り 、協⼒して メッセー ジ を発信す る こ

と に失敗し た 。緑の 党 は少数政 党 で あ り 、労 働組合は組合員数が減少して お り 、

影響⼒が低下 して い る 。 研 究者の学問 的 議 論 は 政 党 の 党⾸に は通じ に く い 。  

 

2． 先 ⾏ 研 究 の 検 討  

  

包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 が 実 現 し な い 理由を 、歴史・社会的 要 因 、 政

治 的 要 因 、そ の他の 3 つに 分類し 、先 ⾏ 研 究 の内容を ま と め る と 、表 24 の と お

り と な る 。  
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表 2 4  包 括 的 キ ャ ピ タ ル ゲ イ ン 課 税 が 実 現 し な い 理 由 （ 先 ⾏ 研 究 ）  

 Hu a n g  a n d  
E l l i f f e ( 2 0 1 0 )  

G l i f f i t h s ( 2 0 1 5 ;2 0 1 7 )  M a r r i o t ( 2 0 1 6 )  

歴史・社会
的要因  

―  ・⼟地取引に よ る キ ャ  
ピ タ ル ・ ゲ イ ン は 、  
すでに 課 税対象と な  
って い る  

・強い持ち家志向  
・ 資本蓄積の必要性

（ 2 0 世紀後半）  

―  

政治的要因  ―  ―  ―  
そ の 他  政策⽴案者 の意識（複

雑な 制 度設計、 そ れ に
⾒合わな い 税 収 ）  

・複雑な 制 度設計  
・ GST 導⼊の 成功経験  

包括的キ ャ ピ タ ル ・ ゲ
イ ン 課 税 に対す る国⺠
の理解不⾜と そ の結果
と し て の対⽴  

 E v a n s  a n d  K r e v e r ( 2 0 1 7 )  Vo w l e s ,  e t  a l . ( 2 0 1 7 )  Su t t o n ( 2 0 2 0 )  
歴史・社会
的要因  

―  ―  ―  

政治的要因  ・包括的キ ャ ピ タ ル ・  
ゲ イ ン 課 税 を巡る政  
治的敵対勢⼒の存在  

・既得権（ 企 業団体 、
農業団体 ） の存在  

労働党の選挙敗北
（ 2 0 1 4 年 ）  

・包括的キ ャ ピ タ ル ・  
ゲ イ ン 課 税 に対す る  
反対勢⼒の存在  

・包括的キ ャ ピ タ ル ・  
ゲ イ ン 課 税 の必要性  
が国⺠に伝わら な か  
った  

・ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン  
課 税 に対す る労働党  
の強い政治的意思の  
⽋如  

・包括的キ ャ ピ タ ル ・  
ゲ イ ン 課 税 を⽀持す  
る組織は 主流派では  
な い  

そ の 他  包括的キ ャ ピ タ ル ・ ゲ
イ ン 課 税 に対す る国⺠
の理解不⾜と そ の結果
と し て の対⽴  

―  
  

―  

（ 出 所 ）筆者 作 成 。  

  

先 ⾏ 研 究 に お い て 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 が 実 現 し な い 理由と して

重複して 指 摘 さ れ て い る 点 が い くつか あ る 。  

（ 1） 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に反対 す る 政 治 的敵対勢⼒の 存 在 で あ る

(政 治 的 要 因 )。  

（ ２ ）包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 の内容が 国 ⺠ に 理 解 さ れ て お らず対⽴を

⽣む こ と で あ る （ 国 ⺠ の 理 解不⾜と 対⽴）。  
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（ ３ ）制 度設計が複雑に な り 、税務⾏ 政費⽤お よ び納税協⼒費⽤が⾼く な る と

予想さ れ る こ と で あ る （簡素性）。  

（ 1） は 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 が 実 現 して こ な か っ た主た る 理由で

あ る 。（ ２ ） は （ １ ） の背後 に あ る 。（ ３ ） は⼆次的 な 理由で あ る 。  

 

（ １ ） 政 治 的 要 因  

 ①選挙 と 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税  

 Ⅱ節で ⾒ た よ う に 、 労 働 党 に は過去に ４回、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税

を 実 現 す るチャ ンスが あ っ た 。結局、 実 現 し な か っ た が 、 いずれ も選挙 と何ら

か の 関係が あ る 。  

第⼀に 、Ⅱ節で⽰し た よ う に 、1980 年 代 後 半 の第２次労 働 党 政 権 下 で 、Valabh

委員会報 告 書 が公表（ 1989 年 12 ⽉） さ れ た わずか ３ヶ⽉後 に 、 デ ービッド ・

カーギル財務⼤⾂が 、 国 ⺠ の反対 が強い と い う 理由で 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ

ン 課 税 の 実 施断念を表明し た 。 そ の背景に は 、 1990 年 10 ⽉に 実 施 さ れ る総選

挙への懸念が あ っ た も の と推察さ れ る 。  

さ ら に 、 Sutton(2020)で は ⾔及さ れ て い な い が 、 ア ーダー ン⾸相 が 包 括 的 キ

ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 の 実 施 を断念し た 理由の⼀つに 、断念を公表し た 2019 年

４⽉の １ヶ⽉前に 実 施 さ れ た世論 調 査 で （表 17）、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン

課 税 に 対 す る賛成 44％、反対 35％、どち ら で も な い（中間層）16％と な って お

り 、2020 年 の総選挙 で こ の中間層が反対（ 労 働 党不⽀持）に回る こ と を憂慮し

た可能性を否定 で き な い 。  

第⼆に 、総選挙 で の敗北に よ り 、同課 税 が 実 現 で き な か っ た ケ ースで あ る 。

こ れ は 、 2011 年 お よ び 2014 年 の総選挙 が該当 す る 。 労 働 党 は 、 包 括 的 キ ャ ピ

タ ル・ゲ イ ン 課 税 を公約と して掲げた が 、政 治 的敵対勢⼒で あ る 国 ⺠ 党 が反対 し

た （反対 の 理由は Ⅱ節参照）。  

第三に 、総選挙 で敗北し た に も か か わ らず連⽴政 権 の樹⽴に成功し た が 、 連

⽴の 相⼿に 包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 を否定 さ れ た ケ ースで あ る 。2017 年

の総選挙 が こ れ に 当 て は ま る 。選挙 で は 国 ⺠ 党 が勝利し た が過半数を獲得で き

ず、結局、 連⽴に成功し た 労 働 党 が 政 権 を担当 す る こ と と な っ た 。 し か し な が

ら 、 連⽴関係に あ る ニ ュ ー ジ ー ラ ン ドファースト 党 の 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ
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ン 課 税への賛成が得ら れ な い こ と に よ り 、協⼒関係に あ り同課 税 に賛同す る緑

の 党 1 1 2 ) の 議席数を加えて も 、過半数割れ が⽣じ る こ と と な り （過半数は 60：

獲得議席数は 、 労 働 党 46、緑の 党 8、 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ドファースト 党 9：表７

− 25 参照）、やむ な く導⼊を断念せざる を得な か っ た 。  

以上の内、第⼀の ケ ースお よ び第⼆の ケ ースは 、総選挙への憂慮の背後 に 政

治 的敵対勢⼒の 存 在 が あ る が 、第三の ケ ースは 、選挙 制 度 （ ⼩選挙区⽐例代表

併⽤制 ） が 関係して い る 。上記の ３つの ケ ースで は 、 労 働 党 が積極的 に 包 括 的

キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 を⽀持す る⽴場 に⽴って い た が 、 後述す る よ う に 、 労

働 党 が総選挙 の結果 を⼼配 して 、 そ も そ も 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に反

対 し た ケ ース（McLeod Rev iew） も 存 在 す る 。  

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の選挙 制 度 は 、 ⼩選挙区⽐例代表併⽤制 （MMP:  M ixed 

Member  Propor t ional） を採⽤して い る 。同制 度 は 1996 年 の総選挙 か ら採⽤さ

れ て お り 1 1 3 ) 、有権者は候補者名（ ⼩選挙区）と 政 党名（ ⽐例代表）に １票ずつ

合計２票を投じ る 。 ⽐例代表制 で各政 党 の 議席数が決定 さ れ 、 ⼩選挙区の 当選

者が 議席を獲得し た 後 。残り を あ ら か じ め決め ら れ た 政 党リスト （ ⽐例代表名

簿） か ら順次当選者が確定 す る 。 ⼩選挙区制 は １つの選挙区か ら １名の 当選者

が選出さ れ 、 ⺠ 意 の「集約」に重き を置い て い る 。他⽅、 ⽐例代表制 は 政 党 の

得票数に応じ て 議席が 配 分 さ れ 、 ⺠ 意 の「反映」を重視して い る 。  

⼩選挙区⽐例代表併⽤制 で は 、どの 政 党 も単独過半数を確保す る こ と が困難

で あ り 、連⽴を模索せざる を得な い 。2020 年 の総選挙 で 労 働 党 が地滑り 的勝利

を収め単独政 権 を 築 い た が 、 こ れ は ⼩選挙区⽐例代表併⽤制 の導⼊以 降 、初め

て の出来事で あ っ た （表 25）。  

こ の選挙 制 度 が 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 実 現 を 阻んで き た⼀つの

理由と な って い る 。ア ーダー ン 政 権発⾜時に 労 働 党 と ニ ュ ー ジ ー ラ ン ドファース

ト 党 と の間で交わ さ れ た 連⽴合意 書 の中の項⽬ に は 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ

ン 課 税 は含ま れ て い な い 。ま た 、連⽴の約束事の⼀つに 、「各党 は 、党⾸間の交

 
1 1 2 )  緑の党は 、 主 た る 住 居 の ⾮ 課 税 、 物価調整を 主張して い る 。 KPMG ( 2 0 1 7 ) 参 照 。  
1 1 3 )  以 下 は 、 ⽇本ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド学会編（ 1 9 9 8 ） , 9 2 〜 9 7 ⾴、 ⽇本ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド学
会・東北公益⽂科⼤学ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド研究所 （ 2 0 1 2 ） , 4 3 〜 5 9 ⾴、 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド学
会編（ 2 0 1 9 ） , 5 8 〜 5 9 ⾴参 照 。  
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渉で 意 ⾒ が合わ な い 場合に は 、公の 場 で ま た 国会で⾃由に異な る 意 ⾒ を述べる

こ と が で き る」 1 1 4 ) と あ る 。  

 

表 2 5  総 選 挙 の 結 果  

 1 9 8 7  1 9 9 0  2 0 1 1  2 0 1 4  2 0 1 7  2 0 2 0  2 0 2 3  
選 挙 当 時
の 与 党 第
１党  

労働党  労働党  国⺠党  国⺠党  労働党  労働党  労働党  

選挙結果  労働党  
勝利  

国⺠党  
勝利  

国⺠党  
勝利  

国⺠党  
勝利  

国⺠党  
勝利  

労働党  
勝利  

国⺠党  
勝利  

政権  労働党  
単独政権  

国⺠党  
単独政権  

連⽴政権
（国⺠
党、マオ

リ党、
A C T
党、
Un i t e d  
f u t u r e
党）  

連⽴政権
（国⺠
党、マオ

リ党、
A C T
党、
Un i t e d  
f u t u r e
党）   

連⽴政権
（労働
党、 ニ ュ
ー ジ ー ラ
ン ド ファ

ー ス ト
党）  

 
＊緑の党
は閣外協
⼒  

労働党  
単独政権  

 
＊緑の党
は閣外協
⼒  

連⽴政権
（国⺠
党、 A C T
党、 ニ ュ
ー ジ ー ラ
ン ド ファ

ー ス ト
党）  

 

獲得議席数  
国⺠党  4 0  6 7  5 9  6 0  5 6  3 3  4 8  
労働党  5 7  2 9  3 4  3 2  4 6  6 5  3 4  
緑の党  −  −  1 4  1 4  8  1 0  1 5  

ニ ュ ー ジ
ー ラ ン ド
ファー ス

ト党  

−  −  8  1 1  9  −  8  

マオリ党  −  −  3  2  −  2  6  
A C T 党  −  −  1  1  1  1 0  1 1  
そ の 他  −  1  2  1  −  −  −  
総議席数  9 7  9 7  1 2 1  1 2 1  1 2 0  1 2 0  1 2 2  

＊⼩選挙区区⽐例代表併⽤ 制 以 降 の政権（ 1 9 9 6 年 〜 2 0 0 8 年 ）  
1 9 9 6 年 ： 連⽴政権（国⺠党 4 4 、 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド ファー ス ト党 1 7 ：総議席数 1 2 0 ）  
1 9 9 9 年 ： 連⽴政権（労働党 4 9 、 A l l i a n c e 党 1 0 ：総議席数 1 2 0 ） m i n o r i t y  g o v e r n m e n t  
2 0 0 2 年 ： 連⽴政権（労働党 5 2 、 P r o g r e s s i v e 党 1 ：総議席数 1 2 0 ） m i n o r i t y  g o v e r n m e n t  
2 0 0 5 年 ： 連⽴政権（労働党 5 0 、 P r o g r e s s i v e 党 1 ：総議席数 1 2 1 ） m i n o r i t y  g o v e r n m e n t  
2 0 0 8 年 ： 連⽴政権（国⺠党 5 5 、 A C T 党 5 、マオリ党 5 、Un i t e d  F u t u r e 党 1：総議席数 1 2 0 ） 

（ 注 ） m i n o r i t y  g o v e r n m e n t（少数与党政権） は 、過半数の議席を獲得できな い政党が政権を担  
当す る状況で、野党の協⼒が 不 可⽋である 。  

（ 出 所 ） E l e c t o r a l  C o m m i s s i o n ,  N E W  Z E A L A N D  E L E C T I O N  R ESULTS .  
（ h t t p s : / / e l e c t i o n r e s u l t s . g o v t . n z ）  最 終 閲 覧 ： 2 0 2 5 / 8 / 9  

N e w  Z e a l a n d  Pa r l i a m e n t ,  G o v e r n m e n t s  i n  N e w  Z e a l a n d  s i n c e  1 8 5 6 .  
( h t t p s : / / w w w. p a r l i a m e n t . n z / e n / v i s i t - a n d - l e a r n / m p s - a n d - p a r l i a m e n t s - 1 8 5 4 -
o n w a r d s / g o v e r n m e n t s - i n - n e w - z e a l a n d - s i n c e - 1 8 5 6 / )  最 終 閲 覧 ： 2 0 2 5 / 9 / 3  

 

 
1 1 4 )  N e w  Z e a l a n d  L a b o u r  Pa r t y  &  N e w  Z e a l a n d  F i r s t ( 2 0 1 7 ) , p . 2 。  



 100 

表 26 は 、包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 に 対 す る近年 の各党 の ⾒ 解 を眺め た

も の で あ る 。 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の ２⼤政 党 は 国 ⺠ 党 と 労 働 党 で あ る が 、前者は

反対 、 後者は賛成の⽴場 を と って い る 。緑の 党 お よ びマオリ党 は賛成、 ニ ュ ー

ジ ー ラ ン ドファースト 党 と ACT 党 は反対 で あ る 。  

労 働 党 、緑の 党 、マオリ党 は公平性を重視し 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課

税 が 税 制 の累進性向上お よ び 富 の 再 分 配 に役⽴つと 考える 。 こ れ に 対 して 国 ⺠

党 の基本 理念は 、 市 場 経 済 を重視し 、 政 府 の 市 場への介⼊は最⼩ 限 に すべきだ

と い う も の で あ る 。 す な わ ち 、 分 配 よ り も成⻑を重視し 、増税 に は否定 的 で あ

る 。図 8 で⽰さ れ る よ う に 、 2022 年 以 降 、 実質経 済成⻑率が低下 し （ 2021 年

5 .9％→ 2024 年 0.8％）、失業率が上昇（ 2021 年 3 .8％→ 2024 年 4 .7％） して い

る 。 こ の こ と が 、 ラクソン 政 権 に よ る 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の反対 に

拍⾞を か け て い る 。同課 税 は 、経 済 に悪影響を 与える可能性が あ る か ら で あ る 。

2024 年９⽉の世論 調 査 で は 、65％が 包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 に賛成と の

結果 が出た が （ Ⅳ節参照）、 こ れ に 関 して ラクソン は 、「不況を脱す る の に増税

は必要 な い 。我々 に必要 な の は 、不況か ら抜け出す た め に成⻑す る こ と で あ る」
1 1 5 ) と述べて い る 。  

ACT 党 は 、ロンギ⾸相 と袂を 分 か っ たロジ ャ ー ・ダグラスが⾃らやり残し た

仕事を完遂す る た め に 1993 年 に設⽴し た「消費者と納税者協会（ assoc iat ion o f  

Consumers  and Taxpayers）」が 、同年 に 政 党 に発展 し た も の で あ る 。 市 場 経 済

重視の 点 で は 国 ⺠ 党 と⼀致し 、 国 ⺠ 党 と同様な 理由で 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ

ン 課 税 に反対 す る 。  

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ドファースト 党 は 、 国 ⺠ 党 の閣僚で あ っ たウイ ンスト ン ・ ピ

ー タ ーズ（W inston Peters）が同党 の 政策を批判して⼤⾂を罷免さ れ た 後離党 し 、

1993 年 に設⽴し た 党 で あ る 。ニ ュ ー ジ ー ラ ン ドファースト 党 は 、ニ ュ ー ジ ー ラ

ン ド第⼀主義の主張の 下 に移⺠流⼊に反対 す るほか 、 税 に 関 して は増税 に消極

的 で あ る 。 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 を 実 施 して い る 国 で公平性の 改善が

う ま く い って い な い と い う主張は 、New  Zealand Consultat ive Comm iss ion on 

 
1 1 5 )  “PM  C h r i s t o p h e r  L u x o n  d i s m i s s e s  p o l l  s h o w i n g  s u p p o r t  f o r  c a p i t a l  g a i n s  t a x ” ,S t uff , 2 9  

O c t o b e r, 2 0 2 4 .  
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the Re form  o f  the Taxation o f  Income from  Cap i ta l の 報 告 書 に 対 す る反対 意 ⾒

（ Ⅲ節）、Ⅴ節の 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 経 済 効 果（①公平性）で⽰し

た よ う に 、現 実 の 制 度（ e.g.主た る住居⾮課 税 、限 定 的 な キ ャ ピ タ ル・ロス控除、

実 現時課 税 等 ）は 理想か ら乖離して お り 、公平性に 関 して妥協せざる をえな い こ

と を 指 摘 して い る 。  

 

表 2 6  包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 対 す る 各 政 党 の ⾒ 解  

政党  包括的キ ャ ピ タ
ル ・ ゲ イ ン 課 税
への⾒解  

賛否の理由  

国⺠党  反対  ・分配よ りも成⻑を重視  
・景気後退期 に増税できな い  
・国⺠⽣活を圧迫す る （中⼩企 業 のオーナー ・農家・  
K i w iSa v e r 1 の利⽤ 者 の負担増）  

・ 投 資 を抑制 す る  
・国際競争⼒が低下 す る  
・ 住宅価格⾼騰は 、⼟地利⽤規制や⾼い 建 築費⽤ に よ  

る 住宅供給不⾜が 原因。  
・ 税 制 が複雑に な る  
・包括的キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 関 す る専⾨家の意  
⾒は 様々で、 合意を 得 る の は困難。  

労働党  賛成  ・公平性（ 税 制 の累進性改善）  
・⾼収 益への 投 資 を促進（ 賃 貸 住宅への 投 資 を抑制 ）  

緑の党  賛成  公平性（ 税 制 の累進性改善）  
ニ ュ ー ジ ー ラ ン
ド ファー ス ト党  

反対  ・導⼊し て い る諸国でも、公平性の改善はうまく いっ  
て い な い 。  

・ 不公平を是正す る緊急の必要性は な い  
・ 税 制 を複雑に す る  

A C T 党  反対  ・嫉妬税である （個⼈責任と実⼒主義を重視）  
・中⼩企 業 のオーナー 、農家、 K i w i s a v e r の利⽤ 者 の  
負担が増える 。  

・納税 事務負担が増える  
・ 住宅価格⾼騰の 原因は 税 制では な く供給不⾜にある  
・増税 に反対、 無駄な歳出 を削減すべき。  

マオリ党  賛成  富の再分配に賛成  
（ 注 ） 1 .  K i w iSa v e r は 、 2 0 0 7 年 に導⼊さ れ た政府の補助す る確定拠出型企 業 年 ⾦である 。  
（ 出 所 ）全体 ： Su t t o n ( 2 0 2 0 )  、 “C a p i t a l  g a i n s  t a x  b a c k  i n  s p o t l i g h t  a f t e r  t a x  r e p o r t s  o n  N e w   

Z e a l a n d ʼ s  w e a l t h i e s t  r e l e a s e d ” , R N Z ,  2 6  A p r i l , 2 0 2 3 、 “W h e r e  p o l i t i c a l  p a r t i e s   
s t a n d  o n  t h e  c a p i t a l  g a i n s  t a x ” , R N Z , 2 6  Se p t e m b e r, 2 0 2 4 。  

国⺠党： “C a p i t a l  g a i n s  t a x  r e c o m m e n d a t i o n s :  o p p o s i t i o n  c o m e s  o u t  s w i n g i n g ” , R N Z ,  
2 1 Fe b r u a r y, 2 0 1 9 、“L u x o n  t a k e s  c r a c k  a t  A N Z  b o s s  A t o n i a  Wa t s o n  o v e r  c a p i t a l   
g a i n s  t a x  s u p p o r t ” , R N Z , 2 5  Se p t e m b e r, 2 0 2 4 、 “ ʻYo u  c a n ʼ t  y o u r s e l f  t o   
p r o s p e r i t y ʼ  ‒N i c o l a  W i l l i s  o n  c a p i t a l  g a i n s  t a x ” , R N Z , 2 6  Se p t e m b e r, 2 0 2 4 、  
“PM  C h r i s t o p h e r  L u x o n  d i s m i s s e s  p o l l  s h o w i n g  s u p p o r t  f o r  c a p i t a l  g a i n s   
t a x ” ,S t uff ,  2 9  O c t o b e r, 2 0 2 4 。  

労働党： “L a b o u r  l e a d e r  C h r i s  H i p k i n s  h i n t s  a t  c a p i t a l  g a i n s  t a x ” ,S t uff ,  7  A u g u s t , 2 0 2 5 .    
緑の党： “ Ja m e s  Sh a w :  C a p i t a l  g a i n s  t a x  k e y  t o  fix i n g  w e a l t h  g a p ” , R N Z , 1 5  Fe b r u a r y,   
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2 0 1 9 .  
    ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド ファー ス ト党：  
        “N Z  F i r s t  N e t s  A  C a p i t a l  G a i n  o n  T h e  P r o p o s e d  c a p i t a l  G a i n s  Ta x ” , T h e   

D E F I A N T, 1 7  A p r i l , 2 0 1 9 .  
“ ʻN o  m a n d a t e ʼ  f o e  c a p i t a l  g a i n s  t a x - PM” , R N Z , 1 7  A p r i l , 2 0 1 9 .  
“PM  Ja c i n d a  A r d e r n  o n  c a p i t a l  g a i n s  t a x :  ʻ I  c o u l d  n o t  g e t  t h e  s u p p o r t  o f  N Z   
F i r s t ʼ ” , R N Z , 3 0  A p r i l , 2 0 1 9 .  

    AC T 党： “ ʻN o  m a n d a t e ʼ  f o e  c a p i t a l  g a i n s  t a x - PM” , R N Z , 1 7  A p r i l , 2 0 1 9 .  
    マオリ党 : “Te  Pā t i  M āo r i  s a y s  t h e y  w i l l  p u s h  f o r  c a p i t a l  g a i n s  t a x  a t  p a r t y  l a u n c h ” ,  R N Z ,   

1 4  Ju l y, 2 0 2 3 .  
 

 

    （ 出 所 ） O E C D  ( 2 0 2 5 ) よ り 作 成 。  

 

②包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 は「政 治 的⾃殺⾏為」か ？  

包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 につい て は 、「政 治 的⾃殺⾏為（ po l i t ical  suic ide）」

で あ る と の ⾒ 解 が あ る 。2011 年７⽉６⽇の 国会で 、以 下 の通り 、エイミー ・ ア

ダムス（Amy  Adams：国 ⺠ 党 議員） が 、 キ ャム・カルダー （Cam  Calder :国 ⺠ 党

所属）議員と のやり と り の中で 、マイ ケ ル ・カレン（M ichael  Cul len :1999 年 か

ら 2008 年 ま で財務⼤⾂） の発⾔ と して紹介し た 1 1 6 ) 。  

 
1 1 6 )  Pa r l i a m e n t a r y  D e b a t e s （ H a n s a r d ） ,Vo l u m e  6 7 3 ,  6  Ju l y, 2 0 1 1 , p p . 7 8 7 - 7 8 8 .  
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Amy  Adams：労 働 党 は 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税 （ 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 

課 税 ）を すべて の病気の万能薬と して出して い ま す。ちょっ と こ  

れ を読ませて くださ い 。「政 府 は 、短期的 に も⻑期的 に も キ ャ ピ 

タ ル・ゲ イ ン 税 に 関⼼が あ り ません。端的 に ⾔えば、『政 治 的⾃  

殺⾏為』で す」。誰が ⾔ っ た と思い ま す ？マイ ケ ル・カレン で す。  

彼は 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税 は 現 在 も将来も 政 治 的⾃殺⾏為だ  

と ⾔ い ま し た 。・ ・ ・  

Cam  Calder：誰か ら聞い た の で す か 。  

Amy  Adams：デ イビッド ・カンリフ（Dav id Cunliffe） で す。⾯⽩く な い で す 

か 。  

Cam  Calder：いつの こ と で す か 。  

Amy  Adams： 2002 年 で す、（ デ イビッド ・カンリフは ）、 政 府 の⼀員で し た 。 

キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税 に よ って ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の状況が悪化  

す る なんて聞い た こ と あ り ませんよね。私、カンリフさんに ⾔  

っ たんで す。全く そ の通りだと 。・ ・ ・  

 Cam  Calder：彼（マイ ケ ル ・カレン ） は き っ と窮地に陥っ た に違い な い で す 

ね。  

 Amy  Adams：⼤変な状況だっ た で しょうね。私も そ う思い ま し た 。マイ ケ ル・ 

カレン は 、 労 働 党 が短期的 に も⻑期的 に も キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン  

税 を導⼊す る 意思が な い こ と を⽰して 、我々 を安⼼させま し た 。  

・ ・ ・  

包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 が 政 治 的⾃殺⾏為で あ る と ⾔ っ た の は 、マイ

ケ ル ・カレンだけ で は な い 。デビッド ・ロンギ元⾸相（ 労 働 党 ）も 、「キ ャ ピ タ

ル ・ ゲ イ ン 税 は 、次の選挙だけ で な く ３回連 続 で選挙 に敗北す る 政策で あ る」

と発⾔ し た 1 1 7 ) 。デビッド ・ロンギの発⾔ の 意図は 定 か で は な い が 、マイ ケ ル ・

カレン の発⾔ の背景に は 、キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 に 対 す る 国 ⺠ の声が あ っ た 。  

1980 年 代 以 降 、幾度 と な く 税 府 に よ り 税 制 検 討委員会が設け ら れ 報 告 書 が公

表さ れ て き た が 、そ の 当時の 政 権 政 党 の 意 向 を反映して 、国 ⺠ 党 政 権 で は反対 、

 
1 1 7 )  B a r r e t t  a n d  Ve a l ( 2 0 1 3 ) , p . 9 4 参 照 。  
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労 働 党 政 権 で は賛成の内容と な って い る（表 11）。唯⼀、労 働 党 政 権時に公表さ

れ た McLeod Rev iew（最終報 告 2001 年９⽉） で 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課

税 の導⼊が否定 さ れ て い る（ Ⅱ節１ 参照）。マイ ケ ル・カレン の発⾔ は 、McLeod 

Rev iew 検 討委員会に 提出さ れ た 国 ⺠ の 意 ⾒ の多く が 、キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税

の減税 を求め る も の で あ り （ Ⅲ節 4 参照）、 2002 年７⽉の総選挙 を 意 識 し た も

の で あ っ た と 考えら れ る 。  

包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 が 政 治 的⾃殺⾏為で あ る と の 指 摘 に 関 連 し た

研 究 と し て 、 Barrett  and Veal(2013) 、 Vow les ,et  a l .(2017) 、 M inas  and 

Map les(2021)が あ る 。Vow les ,et  a l .(2017)は 、2014 年 の ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の総

選挙 につい て統計分 析 を ⾏ い 、 労 働 党 は 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の導⼊

を公約と し た が 、そ の こ と に よ り同党への⽀持は減少せず、む しろわずか な が ら

得票につな が っ た と して い る （ Ⅵ節１ 参照）。 ま た 、Barrett  and Veal(2013)と

M inas  and Map les(2021)は 、海外 の 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税導⼊後 の総

選挙 に 注 ⽬ し 、 諸 外 国 の 経験か ら 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税導⼊が そ の 後 の選挙

の敗北につな が る と は ⾔えな い と して い る 1 1 8 ) 。  

包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 が選挙 に 与える影響を推測す る こ と は容易で

は な い 。選挙 の勝敗に は様々 な 要 因 が 関係す る 。Vow les ,et  a l .(2017)は 、 2014

年 の総選挙 のみを 分 析 対象と して お り 、2014 年 と同様、労 働 党 が 包 括 的 キ ャ ピ

タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 を選挙公約と し た 2011 年 お よ び 2017 年 の総選挙 に 関 して は

分 析 して い な い 。選挙 の時点 が変わ れば異な る結果 に な っ た可能性が あ る 。 さ

ら に 、ア ーダー ン⾸相 が 包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 の 実 施 ⾒送り を公表（ 2019

年 4 ⽉） し た 後 、 2020 年 10 ⽉の総選挙 で 労 働 党 が圧勝し た結果 に 対 して 、同

課 税 の ⾒送り がどの よ う に影響を 与えた か につい て の 分 析 も必要 で あろう 。

Barrett  and Veal(2013)お よ び M inas  and Map les(2021)に 関 して は 、諸 外 国 の過

去の選挙結果 のみに 注 ⽬ して お り 、単純に 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 が選

挙 のマイナス要 因 で は な い と は ⾔えな い と 考えら れ る 。  

 

 
1 1 8 )  B a r r e t t  a n d  Ve a l ( 2 0 1 3 ) , p . 9 4 , f o o t n o t e 2 4 、M i n a s  a n d  M a p l e s ( 2 0 2 1 ) , p . 9 9 参 照 。 前 者 は イ
ギリ ス 、オー ス ト ラ リア、南アフ リカに 、 後 者 は イギリ ス 、カナダ、オー ス ト ラ リアに 注⽬
して い る 。  
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（ ２ ） 国 ⺠ の 理 解不⾜と 対⽴  

Marr iot t(2016)が 指 摘 す る 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 対 す る 国 ⺠ の 理

解不⾜お よ び そ の結果 と して の 対⽴は 、同税 の納税者が少数で あ り 、 かつ頻繁

に 課 税 さ れ な い と して も 1 1 9 ) 、既得権益を守ろう と す る反対派（ e.g.企業、農業

団体） の声が賛成派よ り も⼤き け れば、多く の 国 ⺠ が そ の反対 意 ⾒ にミスリー

ド さ れ 、そ れ が 政 治 的 意思決定 に反映さ れ る（少数者の 意 ⾒ を 政 党 が重視す る ）

と い う も の で あ る 。前述の よ う に  Sutton(2020)も 、 ア ーダー ン 政 権 が 包 括 的

キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 の 実 現 を断念し た背景の⼀つと して こ の 点 を 指 摘 して い

る 。  

 

（ ３ ）簡素性  

Ⅴ節で⽰し た よ う に 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の導⼊は 、 税務⾏ 政費

⽤お よ び納税協⼒費⽤の増加を も た ら す と予想さ れ る 。表 27 で⽰さ れ る よ う

に 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 対 す る反対 理由と して 、 税務⾏ 政費⽤お

よ び納税協⼒費⽤の増加は 度 々 指 摘 さ れ て き た 。  

 

表 2 7  包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 へ の 反 対 理 由  

 公平性  中⽴性  
（効率性）  

簡素性  そ の 他  

政府報告書  
C o m m i t t e e  

a g a i n s t  C a p i t a l  
T a x e s ( 1 9 9 0 )  

・ 現実の 制 度 は  
理想か ら かけ  
離れ ており 、公  
平性は犠牲と  
なって い る  

・ 貯 蓄 率 お よ び
投 資 低 下 に よ
る 経 済 成 ⻑ 阻
害  

・ 資本逃避促進  
・ 国 際 競 争 ⼒ 低

下  

・ 税務⾏政費⽤  
および納税協  
⼒費⽤ の増加  

・ 税 収規模は⼤  
きく な い  

M c le o d , e t  
a l . ( 2 0 0 1 a ;2 0 0 1

b ;2 0 0 1 c）  

―  ―  ―  ・キ ャ ピ タ ル・ゲ  
イ ン 税導⼊の  
デメリ ッ ト（ 税  
務⾏政費⽤お  
よび納税協⼒  
費⽤ の増加）  
がメリ ッ ト（公  
平性、効率性、 
税 収増加） を  
上回る  

 
1 1 9 )  オー ス ト ラ リアの経験に よ る と 、 2 0 1 5 年 度 におい て キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税 の対象と なっ

た個⼈ は 、全体 の約５％であった （ E v a n s ( 2 0 1 8 ） , p . 1 8 参 照 ) 。  
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V i c t o r i a  
U n iv e r s i t y  o f  

W e l l in g t o n  T a x  
W o r k in g  G r o u p  

( 2 0 1 0 )  

―  ・凍結効果  
・ 主 た る 住 居 を  

⾮ 課 税 に す る  
こ と に よ る 新  
た な歪み  

・ 税務⾏政費⽤  
および納税協  
⼒費⽤ の増加  

―  

O l i v e r ,  e t  
a l . ( 2 0 1 9 )  

（ T a x  W o r k i n g  
G r o u p ( 2 0 1 8 d ;  

2 0 1 8 e ) における
少数意⾒）  

―  ―  ―  ・費⽤（効率性コ  
ス ト 、 税務⾏  
政費⽤および  
納税協⼒費⽤  
の増加） が便  
益（ 税 収 、公平  
性、 税 制 の完  
全性） を上回  
る  

T a x  W o r k i n g  
G r o u p ( 2 0 1 8 d ;2
0 1 8 e ) ：組織・
研究者 の意⾒  

・ 制 度 が複雑に  
な り 、 不公平  
度 が増す 。  

・ 2 重課 税 （ 資  
産購⼊の ため  
の 所 得 と 資 産  
譲渡に よ る キ  
ャ ピ タ ル ・ ゲ  
イ ンへの 課 税 ） 

・凍結効果  
・持ち家投 資促  
進（ 主 た る 住  
居 ⾮ 課 税 の 場  
合 ）  

・ 企 業 の 資本コ  
ス ト上昇に よ  
る 賃 ⾦抑制  

・貯蓄抑制  
・ 賃 貸料上昇  

・ 税務⾏政費⽤  
および納税協  
⼒費⽤ の増加  

・ 税 収規模は⼩  
さ い  

・ 税 収 は 不安定  
・ 現 ⾏ 制 度で⼗  
分である  

・ 住宅の 取 得 可  
能性は改善さ  
れ な い  

T a x  W o r k i n g  
G r o u p ( 2 0 1 8 d ;  

2 0 1 8 e ) ：個⼈ の
意⾒  

・2 重課 税（ 資 産  
購⼊の ための  
所 得 、 資 産 売  
却 時 の キ ャ イ  
タ ル ・ ゲ イ ン ） 

・凍結効果  
・ 投 資および賃  

⾦上昇抑制  
・ 賃 貸 住宅投 資  
抑制  

・ 賃 貸料上昇  

―  ・キ ャ ピ タ ル・ゲ  
イ ン 課 税 は嫉  
妬税  

アンケー ト調査・活字メデ ィア  
C h e n g  a n d  

Yo n g ( 2 0 1 1 ) ： 税
の実務家の意⾒  

・ 新 た な 税 の抜  
け⽳に よ り 不  
公平が 発 ⽣  

・貯蓄を抑制 し 、
富 の 蓄 積 を 阻
害  

・ 制 度 が複雑に  
な る  

・納税協⼒費⽤  
が増加す る  

―  

C h e n g  a n d  
Yo n g ( 2 0 1 1 ) ： 税
の専⾨家の意⾒  

―  ・貯蓄を抑制 し 、 
富の蓄積を阻  
害  

・ 制 度 が複雑に  
な る  

・納税協⼒費⽤  
が増加す る  

 

B a r e t t  a n d  Ve a l
（ 2 0 1 3 ） ：活字

メデ ィア  

―  ・ 制 度 が複雑で⾮効率  ・キ ャ ピ タ ル・ゲ  
イ ン 税 の導⼊  
は政治的⾃殺  
⾏為  

・短期的に は 、⼗  
分な 税 収増と  
な ら な い  

（ 出 所 ）筆者 作 成 。  
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先 ⾏ 研 究 に よ れば、所得税 、法⼈税 、付加価値税 の納税協⼒費⽤は 税務⾏ 政

費⽤の ２倍〜６倍で あ る と さ れ る が 1 2 0 ) 、キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 の 場合も同様

で あ る か は明ら か で な い 。 諸 外 国 の納税協⼒費⽤の事例が紹介さ れ て い る のみ

で あ る 1 2 1 ) 。  

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の内国歳⼊庁の事務処理能⼒は⾮常に⾼く 、納税者のサポ

ー ト を通して 、納税協⼒費⽤の軽減を図る こ と を期待で き る と 考えら れ る 1 2 2 ) 。

内国歳⼊庁が 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 につい て納税協⼒をサポー ト す る

⼿段と して 、同課 税 の内容に 関 す るオン ラ イ ンガイ ド の 提供、 税額を計算す る

た め の webs i te 開設、納税 の た め の記録管理 に 関 す る ア ドバイス、 資 産評価の

サポー ト などが 挙 げ ら れ る 1 2 3 ) 。も っ と も 、こ の よ う な措置は 、税務⾏ 政費⽤を

増加させる⽅向 に 働 く 。  

税務⾏ 政費⽤を 考慮し たネット の 税収（ 税収−税務⾏ 政費⽤） につい て は 、

あ ま り期待で き な い と の 指 摘 が あ る 。 こ の 点 につい て は 、 税収お よ び 税務⾏ 政

費⽤の予測に依存 す る 。 税収予測に 関 して は Ⅴ節で⽰し た よ う に 、 さ まざま な

仮定 に基づい て お り 、前提 が変わ れば、 当然の こ と な が ら結果 も変化す る 。 ま

た 税務⾏ 政費⽤に 関 して は 、委員会事務局で は推計さ れ て い な い 。  

税務⾏ 政費⽤お よ び納税協⼒費⽤の増加の影響は 、納税者の知識⽔準、 税務

当局の 税務⾏ 政能⼒の⾼さ に 関係す る と 考えら れ る 。 Huang and El l iffe(2010)

が 指 摘 す る よ う に 、 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の こ れ ら の⽔準が⾼い と し た ら 、簡素性

は 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 実 現 の⼤き な障害と は な ら な い と 考えら れ

る 。  

 

 

 

 

 
1 2 0 )  E v a n s ( 2 0 1 8 ) , p . 1 2 参 照 。  
1 2 1 )  E v a n s ( 2 0 1 8 ) , p p . 1 3 - 1 6 および Ta x  Wo r k i n g  G r o u p ( 2 0 1 9 b ) ,  p . 6 9 参 照 。オー ス ト ラ リアの

事例だ と 、 1 9 9 4 年 度 の キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税 の納税協⼒費⽤ は 、 連邦税全体 の納税協⼒費
⽤ の 3 . 3 % に すぎな い が 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 税 収 に占める割合 は 1 6％と⼤きい
（ E v a n s ( 2 0 1 8 ) , p p . 1 5 - 1 6 参 照 ）。  

1 2 2 )  E v a n s ( 2 0 1 8 ) , p . 3 1 参 照 。  
1 2 3 )  E v a n s ( 2 0 1 8 ) , p p . 3 1 - 3 3 参 照 。  
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お わ り に  
 

 本 稿 は 、 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド で な ぜ こ れ ま で 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 が

実 施 さ れ て こ な か っ た の か 、 そ の 理由を探る た め に 、 まず予備作業と して 、 現

⾏ 制 度 の 問 題 点 、1980 年 代 以 降 に お け る同課 税 を 巡 る 政 治 的 動 向 、政 府 報 告 書

お よ び 国 際 機 関 の 議 論 、 国 ⺠ の 意 ⾒ を ⾒ た 。 さ ら に 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ

ン 課 税 の 経 済 効 果 につい て 考察し た 。 そ れぞれ の内容を ま と め る と 以 下 の よ う

に な る 。  

 （ １ ） 現 ⾏ 制 度 で は 、 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン の明確な 定義が な く 、例外 的 に普

通所得の範囲が拡⼤さ れ 、収益勘定財産 の売却に よ り得ら れ る キ ャ ピ タ ル ・ ゲ

イ ン が 課 税 対象と さ れ て い る 。 課 税 に は⼀貫性が な く 、公平性、中⽴性（ 効率

性）、簡素性の 観 点 か ら 問 題 を引き起こ して い る 。  

 （ ２ ） 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 を 巡 る 政 治 的 動 向 を眺め る と 、 も っ ぱ

ら 労 働 党 政 権 下 で同課 税 の 実 施 を めぐる 議 論 が 展 開 さ れ て き た 。同党 は 2011 年 、

2014 年 、 2017 年 の総選挙 の 際 、同課 税 の 実 現 を選挙公約の⼀つと して掲げた

が 、 実 現 し な か っ た 。  

キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 に 関 す る 制 度 で唯⼀⽬⽴っ た 動 き は 、2015 年 に ジョ

ン・キ ー 政 権（ 国 ⺠ 党 政 権 ）に お い て 、居住⽤不動 産 の譲渡益課 税 で あ る Br ight-

l ine test が導⼊さ れ た こ と で あ る 。同制 度 は 、投機 に よ る住宅価格上昇を抑制

す る た め に 、 当初、所有期間２ 年 以内の売却に適⽤さ れ た が 、 そ の 後 ジ ャシン

ダ・ ア ーダー ン 政 権 （ 労 働 党 政 権 ） の 下 で ５ 年 以内に （ 2018 年 ）、 そ して 10 年

以内に（ 2021 年 ）適⽤期間が変更さ れ た 。し か し な が ら 、クリストファー ・ ラ

クソン 政 権（ 国 ⺠ 党 政 権 ）に よ り 、再 び ２ 年 以内（ 2024 年 ）に変更さ れ 、現 在

に⾄って い る 。  

こ の よ う に 、 労 働 党 政 権 で は適⽤期間を⻑期化す る傾向 が あ る の に 対 し 、 国

⺠ 党 政 権 は短期譲渡益に 対 す る 課 税 を堅持す る 。⻑期化す る こ と に よ り 、 課 税

の ⽬ 的 は投機抑制 か ら公平性確保へと重点 を移す こ と に な る 。 し か し な が ら 、

政 権 が交代 して も 、Br ight- l ine test の 制 度 そ の も の は 存 続 して お り 、 こ の 点 は

特記すべき で あ る 。  



 109 

 （ ３ ） 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の重要性は 、各政 権 下 で必要 に応じ て

設け ら れ る 税 制 検 討委員会（ tax  comm i t tee）の中で も 度 々強調 さ れ て き た 。同

課 税 の根拠と して 挙 げ ら れ た の は 、公平性、中⽴性（ 効率性）、簡素性、 税 制 の

完全性、⼈⼝⾼齢化に 対応す る財源確保で あ る 。ま た 、OECD や IMF などの 国

際 機 関 か ら も同課 税 の 実 現 が勧告 さ れ て き た 。 そ の 理由と して は 、公平性、中

⽴性（ 効率性） に加え、 労 働⽣産性向上、財源確保（ 経 済成⻑促進の た め の減

税財源、⻑期的財政 課 題 対応の た め の追加的財源） が 提⽰さ れ て い る 。  

 （ ４ ） 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 関 す る 国 ⺠ の 意 ⾒ は 、 政 府 報 告 書 に

対 す るパブリックコメ ン ト 、 活 字 メ デ ィ ア の 調 査 、 税 の 専 ⾨ 家や⼀般国 ⺠ に 対

す る ア ン ケ ー ト 調 査 の結果 を ⾒ る こ と に よ り探る こ と が で き る 。  

そ こ で明ら か に さ れ た こ と は 、①政 府 報 告 書 に 対 す る 意 ⾒ で は 、住宅価格の

上昇を反映して 、 2010 年 代 後 半 以 降 は同課 税への賛成が増えて い る こ と 、②世

論 調 査 で は 、2010 年 代 に は賛成と反対 が 分 か れ て い た が 、2024 年 の 調 査 で は 、

賛成が多数を占め て い る こ と 、③税 の 専 ⾨ 家 を 対象と す る ア ン ケ ー ト 調 査 で は 、

教員は賛成す る傾向 が あ る の に 対 し 、 実務家 は反対 す る傾向 が強い こ と 、 等 で

あ る 。  

（ ５ ） 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 の 経 済 効 果 に 関 して は 、⻑所、短所の

両⾯が あ る 。どち ら の側⾯を重視す る か に よ り 、 限 定 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課

税 か ら 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税への変更に 対 す る⽴場（賛成 or 反対 ）が

変わ って く る 。 ま た 、 制 度変更の 効 果 を 検 討 す る に は 、具体的 な 制 度設計に基

づき 議 論 す る必要 が あ る 。Tax  Work ing Group（ 2018d）をベースに 考察す る と 、

以 下 の事柄を 指 摘 で き よ う 。  

①投資への影響は 、 対 外 資 本依存 度 が⾼い こ と に よ り緩和さ れ る 。  

②住宅市 場への影響（住宅価格、 家賃） につい て は 、 家賃に 対 す る住宅価格

の ⽐率（住宅価格／家賃） が 下落す る と想定 す る 理 論モデ ル に基づく推計は疑

わ し い 。  

③税収は変動 的 で 、⼀定 の前提 に基づき予測を ⾏ う と 、10 年 後 の 税収は 対 GDP

⽐ 1.2％で あ る 。こ の値を 2022 年 の デ ー タ に 当 て は め る と 、ほぼ個別消費税 の

⽔準と同様で あ り 、⼤し た規模で は な い 。  
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④税負担は 、 富 裕層（超富 裕層） に集中し 、垂直的公平の 改善に 資 す る と 考

えら れ る 。 資 本逃避に 関 して は 、OECD の共通報 告基準（CRS） に基づく⾦融

⼝座情報 の 相互交換制 度 に よ り 、CRS に合意 し た 国への 租 税回避につい て は 対

応可能で あろう 。  

⑤税務⾏ 政費⽤お よ び納税協⼒費⽤の程度 は 制 度設計の内容に依存 す る が 、

現 ⾏ 制 度 と ⽐ 較 す る と増加す る と予想さ れ る 。  

以上を踏まえて 、包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 が こ れ ま で 実 現 して い な い 理

由を 検 討 し た 。  

（ １ ） 先 ⾏ 研 究 で⽰さ れ る共通の 理由と して 、 政 治 的 要 因 （ 課 税 に反対 す る

政 治 的敵対勢⼒の 存 在 ）、国 ⺠ の 理 解不⾜と 対⽴（ 課 税 の内容が 国 ⺠ に 理 解 さ れ

て お らず対⽴を⽣む こ と ）、簡素性（ 税務⾏ 政費⽤お よ び納税協⼒費⽤の増加）

が あ る 。  

（ ２ ）こ の う ち 、政 治 的 要 因 が主た る 理由で あ る 。国 ⺠ の 理 解不⾜と 対⽴は 、

政 治 的 意思決定 に反映さ れ る （ 課 税 に よ り影響を受け る声の⼤き い少数者の 意

⾒ を 政 党 が重視す る ）。簡素性は 、⼆次的 理由で あ る 。  

（ ３ ） 政 治 的 要 因 につい て は 、選挙 と の 関係で 考察す る必要 が あ る 。選挙 と

の 関係で 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 が 実 現 して こ な か っ た 理由を 整 理 す る

と 、次の よ う に な る 。  

①同課 税への 国 ⺠ の反対 が強く（ or 国 ⺠ の反対 が予想さ れ ）、将来予定 さ れ る

総選挙 に 配慮し た （ 1990 年 Valabh 委員会報 告 書公表後 の 実 施断念、 2019

年 ア ーダー ン 政 権 で の 実 施断念）。  

②選挙 の公約と し た が 、選挙 に敗北し た（ 2011 年 お よ び 2014 年 の総選挙 ）、

③連⽴関係に あ る 政 党 が反対 し た（ 2019 年 ア ーダー ン 政 権 下 で の 実 施断念）。  

上記の ３つの ケ ースで は 、 労 働 党 が積極的 に 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税

を⽀持す る⽴場 に⽴って い た が 、労 働 党 が総選挙 の結果 を⼼配 して 、そ も そ も 包

括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 に反対 し た ケ ース（McLeod Rev iew）も 存 在 す る 。  

先 ⾏ 研 究 で 指 摘 さ れ て い る の は 、 こ の う ち②お よ び③で あ る が 、 そ の根底に

は ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の選挙 制 度（ ３ 年ごと の総選挙 、⼩選挙区⽐例代表併⽤制 ）

の 存 在 が あ る 。 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド で は ３ 年 に １回総選挙 が 実 施 さ れ 、 国 ⺠ に は

３ 年ごと に ⺠ 意 を反映す る 機会が 与えら れ て い る 。 ま た 、 ⼩選挙区⽐例代表併



 111 

⽤制 で は単独政 権 の樹⽴が困難で あ り 、 連⽴の 相⼿の 意 ⾒ に 配慮せざる を得な

い 。  

（ ４ ） 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 関 して 、 労 働 党 の重鎮に よ り「政 治

的⾃殺⾏為」で あ る と の発⾔ が あ っ た 。「政 治 的⾃殺⾏為」の 意味は 、包 括 的 キ

ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 を主張す る と選挙 に敗北す る と い う こ と で あ る が 、選挙

に は さ まざま な 要 因 が 関係して お り 、 因 果 関係は 実証さ れ て い な い 。  

（ ５ ） 税務⾏ 政費⽤お よ び納税協⼒費⽤の増加につい て は 、過去に も 度 々 、

反対 理由と して 指 摘 さ れ て き た 。両費⽤の⼤き さ につい て は 、どの よ う な 制 度設

計が ⾏ わ れ る か に依存 す る 。 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド に お け る納税者の知識⽔準、 税

務当局の 税務⾏ 政能⼒の⽔準が⾼い と し た ら 、 税務⾏ 政費⽤お よ び納税協⼒費

⽤の増加は 、 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 実 現 の⼤き な障害と は な ら な い と

考えら れ る 。  

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド で は 、 包 括 的 ・ キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 に 対 して ２⼤政 党

で あ る 国 ⺠ 党 と 労 働 党 の間で 意 ⾒ が 対⽴して き た 。 国 ⺠ 党 は「成⻑」を重視し

て反対 、労 働 党 は「分 配」の 観 点 か ら賛成の⽴場 を そ れぞれ と って き た 。ま た 、

単独政 権樹⽴が困難な中、両党 は 連⽴政 権 のパー トナー の 意 ⾒ に も 配慮す る必

要 が あ っ た 。住宅価格上昇に よ る住宅取得可能性の低下 、 家賃上昇に よ る 国 ⺠

⽣活（ 特 に低所得者層）の圧迫に 対応す る た め に 2015 年 に 国 ⺠ 党 政 権 の 下 で導

⼊さ れ た Br ight- l ine test につい て は 、 政 権 が交代 して も 存 続 して い る 。導⼊か

ら 10 年 が 経過し 、同制 度 の 効 果 に 関 す る 実証研 究 が望ま れ る 。  

住宅価格の⾼騰が顕著と な っ た 2010 年 代 後 半 以 降 は 、包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ

イ ン 課 税 に 対 す る 国 ⺠ の賛成が増える傾向 に あ る 。 さ ら に 、 よ り⻑期的視点 か

ら は 、財務省お よ び内国歳⼊庁の 報 告 書 で⽰さ れ る よ う に 、 特 に⾼齢化の財源

の⼀つと して 包 括 的 キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン 課 税 が 注 ⽬ さ れ て い る 。  

同課 税 の負担は も っ ぱ ら 富 裕層（超富 裕層） に集中す る と予想さ れ 、 キ ャ ピ

タ ル ・ ゲ イ ン を総合課 税 の 対象と す る ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド の 議 論 は 、 わ が 国 で も

課 題 と な って い る 富 裕層課 税 の 観 点 か ら も興味深い 1 2 4 ) 。ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド で は

 
1 2 4 )  富裕層課 税 に つ い て は 、例えば、岡（ 2 0 2 4 ） を 参 照 。  



 112 

2026 年 に総選挙 が 実 施 さ れ る予定 で あ る が 、包 括 的 キ ャ ピ タ ル・ゲ イ ン 課 税 に

対 してどの よ う な 議 論 が 展 開 さ れ る か引き 続 き 注 ⽬ し た い 。  
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